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第３期丹波市地域福祉計画の策定にあたって 

 

 

丹波市が誕生以来、15年目の節目となる令和元年度に丹波市の新し

いまちづくりの指針とする「第２次丹波市総合計画（後期基本計画）」

を策定し、「市民相互が支え合う地域共生社会をめざそう」を地域福祉

の目標に掲げ、地域福祉の充実をめざすこととしました。 

現在の地域福祉を取り巻く状況は、団塊の世代の全てが 75 歳以上

となる「2025 年問題」を目前に控えていますが、本市の人口構造が全

国平均より 15年程度先行していることから、すでに「2025 年問題」に突入している状態と言えま

す。 

今後、超高齢化社会とともに生じる生産年齢人口の激減問題にも対応しつつ、団塊ジュニア世

代が 65 歳以上となる「2040 年問題」も視野に入れて、地域福祉にかかる施策を推進していく必要

があり、さらには、地域生活課題の多様化、制度の狭間で必要な支援が行き届かず生活が困窮し

ている方、ひきこもりや 8050 問題等、複雑・複合化した問題への包括的な相談支援体制も急務と

なっています。 

平成 27 年(2015 年)に「自助・共助・公助」がそれぞれの役割を分担して相互に連携しながら、

地域福祉を推進することとし、丹波市社会福祉協議会と共に「丹波市地域福祉活動促進計画」を

策定し、地域福祉を推進してまいりましたが、この計画の期間が令和２年度(2020 年度)で満了す

るため、この度、従前の「３助」に「互助」を加え、市民が相互に支えあい、助けあえる「地域共

生社会の実現」をめざすとともに、更なる地域包括ケアシステムの深化・推進を図るため、新た

に「第３期丹波市地域福祉計画」を策定いたしました。 

今回の計画には、「成年後見制度利用促進計画」及び「子どもの貧困対策計画」の策定が法律で

「努力義務」とされたことを受け、丹波市社会福祉協議会の地域福祉推進計画とともに一体的に

計画策定し、福祉に関する他の部門別計画と同様に相互に連携を図りながら、地域における生活

課題の解決に向けた仕組みづくりを始め、個人の判断能力が不十分であっても権利が守れる社会、

また、子どもの将来が生まれ育った環境に左右されることのないための取り組みをめざすもので

す。 

本計画の推進にあたり、市民の皆さんが何らかの支援が必要になったときでも、お互いが支え

あい、助け合えるまちをつくること、合わせて市民が誇りを持って、子どもたちに「帰ってこい

よと言えるまちづくり」の実現にご協力をお願いいたします。 

最後になりましたが、本計画の策定にあたり熱心にご審議賜りました丹波市地域福祉計画推進

協議会委員の皆様をはじめ、貴重なご意見やご提言をいただきました市民の皆様、関係団体・事

業者の皆様に心からお礼申し上げます。 

 

令和３年３月 

                          丹波市長  
  



丹波市社会福祉協議会「第４次地域福祉推進計画」の策定にあたって 

 

 

 社会福祉法人丹波市社会福祉協議会（社協）は、丹波市の地域福

祉を推進するため、住民の皆様と一緒になり、様々な取り組みや啓

発活動を行っています。特に自治会や組単位など近所の人たちの

運営による「ふれあいいきいきサロン」のような地域ぐるみの支え

あい、助けあいの仕組みづくりを応援しています。そのため、社協

ではこのような活動に必要な備品購入補助や運営費補助など、地

域での福祉活動の支援を行ってきました。 

 少子高齢化がますます進む中、平成 28 年度(2016 年度)からは地域福祉の土台づくりであ

る「生活支援サービス体制整備事業」に取り組んでまいりました。その結果、地区単位での

地域生活課題の話し合いの場が設置され、課題解決のために地域住民の方が主体となり検討

されております。社協は地域住民の皆様に寄り添い事業の提言や会議運営等に参画してまい

りました。 

 こうした取り組みを進める中、令和元年(2019 年)12 月ごろから新型コロナウイルス感染症

が出現し、令和２年(2020 年)４月の緊急事態宣言以降、多くの地域での行事が感染防止のた

め自粛を余儀なくされました。自粛は人々の交流を断ち、ふれあいいきいきサロンや生活支

援サービス推進会議の開催、子ども食堂などが休止となり、集まって何かを行うというこれ

までのやり方ができなくなっていきました。 

 しかし、人々が声を掛け合い、支えあい、助けあって暮らしていこうとする気持ちが、開

催時間の短縮や人数制限による行事開催、集まって会食するというやり方から訪問によるお

弁当のお届けなど、感染防止に留意しながら創意工夫された取り組みに変わってきています。 

 私たちが暮らす地域は、私たち一人ひとりが主役であり、その主役が支えあい助けあって

いくことで、すべての人が笑顔で暮らせる地域になると思っております。 

このたびの社協「第４次地域福祉推進計画」は、「丹波市地域福祉計画」と連携しながら、

お互いが尊重し認めあい、笑顔で思いやり助けあう地域をめざして策定いたしました。 

私たち社協はこれまで培ってきたすべての力を結集し、地域の皆様の力と一体となり、地

域に暮らすすべての人が笑顔で暮らせる地域社会づくりを進めてまいります。これまで同様、

変わらぬご支援とご協力を賜りますよう、よろしくお願い申しあげます。 

 最後になりましたが、本計画の策定にあたり多大なるご尽力を賜りました策定委員の皆様

をはじめ、関係者の皆様、そして調査やパブリックコメントなどを通して貴重なご意見をい

ただきました皆様に心からお礼申し上げます。 

 

 令和３年３月 

社会福祉法人丹波市社会福祉協議会 会長  
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第１部 第３期丹波市地域福祉計画      

第１章 計画策定にあたって             

１ 計画策定の趣旨 

（１）2025 年問題と 2040 年問題 

人口減少と少子高齢化の進展は、社会全体のあり方に大きな変化をもたらし、社

会保障分野においても「2025 年問題」及び「2040 年問題」として認識されていま

す。 

まず「2025年問題」とは、団塊の世代全てが75歳以上の後期高齢者となり超高齢

社会1が進行することによって生じる問題です。社会保障の需要増大に対応するため

の人材・費用・施設の量的確保が難しくなるとともに、認知症高齢者の増大、高齢

者が高齢者を介護する「老々介護」が現実の問題となり、単独世帯の増加に伴う「孤

立化」など、ニーズの質変化に対応していく必要があります。 

次に「2040年問題」とは、団塊ジュニア世代が高齢者（65歳以上）となる時期を

迎え、高齢者数がピークに達するとともに、現役世代が急減していくために生じる

問題です。すなわち、全国平均で2000年(平成12年)には１人の高齢者を現役世代４

人で支えていましたが、2015年(平成27年)には2.3人、2040年(令和22年)には1.5人

で支える見込みとなり、支え手である現役世代が大幅に減少していきます。このた

め、社会保障制度の持続性を高めるための改革が必要不可欠となってきます。 

 

（２）本市の人口減少と少子高齢化の状況 

  本市の合計特殊出生率2は、全国平均よりも高いものの、若年人口を中心とした人

口の社会減等により、今後も人口減少が続くとともに、人口構造の逆ピラミッド化

（つぼ型）が進行します。特に人口構造の変化は全国平均よりも概ね15年程度先行

しており、本市では2025年問題だけでなく2040年問題を視野に入れて対応していく

必要があり、現役世代の減少への対応や後継者の育成・確保の取組みが喫緊の課題

となっています。 

 

  ※2025 年の本市の見込み数値が、2040 年の全国平均とほぼ同数値となる。（15 年先行）  

                                        
1 超高齢社会：65歳以上の人口の割合が全人口の21％を超えた社会。 
2 合計特殊出生率：女性の年齢別の出生率を合計したもの。一人の女性が生涯に産む子どもの数の平均。 

2010年 2025年 2025年 2040年

高齢者比率 29% 36% 30% 35%

後期高齢者比率 16% 25% 18% 20%

生産年齢人口比率 57% 53% 59% 54%

生産年齢人口／高齢者数 2.0 1.4 1.9 1.5

区　　分
丹波市 全国
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（３）地域包括ケアシステムの構築と地域共生社会の実現 

  2025年問題や2040年問題に対応するため、全国的に「地域包括ケアシステム」の

構築に向けた取組みが進んでいます。後期高齢者の増加に比例して要支援者も増加

することから、医療機関や介護・福祉施設の対応だけでは十分でなく、重度な要介

護状態になっても、できる限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最後

まで続けることができることを目的として、「医療」・「介護」・「予防」・「生活支援」・

「住まい」を包括的に確保できる体制を整備しようとするものです。 

そして、地域に存在する限られた資源を有機的に連携することを前提として、相

互に支えあう意味の｢共助｣を、年金や介護保険等の制度的に費用負担が裏づけられ

ていない自主的な取組みを新たに｢互助3｣という区分に位置づけ、公助・共助の有限

性を踏まえ、自助・互助・共助・公助の再編によるベスト・ミックス（最適組合わ

せ）を図っていく必要があります。 

  また、地域の福祉課題は高齢者問題に留まらず、地域コミュニティの変容による

住民同士の関係性の希薄化を背景とした子育ての孤立化や児童虐待、ひきこもりの

増加や8050問題、介護と育児を同時に抱えるダブルケア、市内で生活する外国の方

との多文化共生社会の形成など、様々な課題が複合化、複雑化また多様化していま

す。さらに、人生100年時代を迎え、介護・福祉の問題が一部の人の問題に留まら

ず、全ての人に関わる問題となっています。 

このため、制度、分野ごとの「縦割り」や「支え手」、「受け手」という関係を超

えて、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超

えてつながることが必要となっており、市民一人ひとりの暮らしと生きがい、また

地域をともに創っていく「地域共生社会」が新たな福祉理念として示されています。 

そして、「地域包括ケアシステム」の構築にかかる取組みは、単に高齢者問題だけ

でなく、こうした生活上の困難を抱える障がい者や子どもなどが、地域において自

立した生活を送ることができる包括的な支援体制としても有効であるとされてお

り、「地域共生社会」を実現するシステム・仕組みとして位置づけられています。 

令和２年(2020年)のコロナ禍では外出を控え人と会う機会が減り、人と人とのつ

ながりの大切さが再認識されており、地域福祉活動も新しい生活様式を取り入れて

実践していく必要があります。 

 

 

（４）本市における地域福祉の推進  

  「地域共生社会」を実現するためには、地域福祉の推進が必要不可欠です。本市

では、平成27年(2015年)11月に市の「地域福祉計画」と丹波市社会福祉協議会（以

下「丹波市社協」という。）の「地域福祉推進計画」を一体的に「丹波市地域福祉活

動促進計画」として策定し、地域福祉を推進するための仕組みづくりと地域福祉活

動の促進に向けた支援策の具体化を図ってきました。そして、その計画の中で、地

                                        
3 互助：家族・近隣・友人・クラブ活動仲間など、個人的な関係性や地域でのつながりを持つ人間同士が助けあ

い、それぞれが抱える生活課題をお互いが解決しあう力。相互に支えあっているという意味で「共助」と共通

点があるが、費用負担が制度的に裏付けられていない自発的なもの。 
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域福祉を「市民一人ひとりが住み慣れた地域で安心感・充実感をもって暮らすこと

ができるよう、自助や公助で対応が困難な福祉ニーズ・生活課題を地域内で共有し、

その解決を図るために多様な担い手（市民・地域団体、事業者、行政など）が相互

に連携、協力し、みんなで支える地域社会をめざす取組み」と定め、その推進に努

めてきたところです。 

本市では、都市部に比べて地縁的な関係性が現在も地域に残っており、令和元年

度(2019年度)の県民意識調査結果によると、地域活動に対する参加率が75％と高く、

また「いきいき百歳体操」による介護予防運動と居場所づくりが市内に150カ所を超

えて設置されるなど、地域福祉の活動が市域全体に広がりをみせています。今回、

この計画の期間が令和２年度(2020年度)で満了するため、新たな計画を策定する必

要が生じています。 

ついては、地域福祉の活動を推進し「地域共生社会」を実現するため、「第３期丹

波市地域福祉計画」（以下「本計画」という。）を策定しようとするものです。 

 

２ 計画の位置づけ 

（１）法的な位置づけ 

地域福祉計画は、社会福祉法第４条に規定された「地域福祉の推進」を目的とし

て、同法第 107 条に規定されている市の行政計画です。 

この計画については、平成 30 年(2018 年)４月１日に施行された改正社会福祉法

において、その策定がこれまで「任意」とされていたものを「努力義務」に改正さ

れるとともに、高齢・障がい者・児童その他の福祉の各分野における共通的な事項

を記載する、いわゆる上位計画として位置づけられました。 

また、同法 106 条の３において、市町村は、次の３項目の事業を実施すること等

により、地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制整備に努める

こととされています。 

① 住民が自ら暮らす地域の課題を｢我が事｣として捉えられるような地域づくり 

② 様々な相談を｢丸ごと｣受け止める場の整備 

③ 相談機関の協働、ネットワーク体制の整備 

 

（２）本市の他計画との関係 

本市は、令和元年(2019年)11月に「丹波市まちづくりビジョン4」を策定し、令和

２年(2020年)３月には「第２次丹波市総合計画（後期基本計画）」を定めています。 

本計画は、第２次丹波市総合計画で定められた地域福祉にかかる施策目標を計画

的に推進するためのものです。併せて、福祉分野の総合的な基本計画の性格を有し

ており、高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画、障がい者基本計画、障がい福祉

計画及び障がい児福祉計画、子ども・子育て支援事業計画、健康たんば21等の部門

別計画における理念や仕組みと整合性を図りながら、横断的につなぐ計画となって

                                        
4 丹波市まちづくりビジョン：2035 年頃の本市の『都市機能や機能配置などのあり方を示した都市構造』とその

時の『丹波市民の暮らしの姿』を描いた未来予想。 
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います。さらに、部門別の計画では網羅できない課題についても、本計画で取組み

を進め、行政と地域住民の力で解決をめざします。そして、地域防災計画、男女共

同参画計画、生涯学習基本計画、交通バリアフリー基本構想など、防災、交通、教

育、消費生活等の他分野の計画・施策とも調和を図り連携しつつ、個別施策を実施

していきます。 

また、本計画の実行にあたっては、丹波市社協が策定する地域福祉推進計画との

連携が欠かせません。地域福祉推進計画は、地域住民の自主的・主体的な地域福祉

の推進をめざす丹波市社協の行動計画であり、本計画とは車の両輪の関係にあるた

め、前回の計画に引き続き、内容を共有し、本計画の理念や仕組みの実現を支援す

る施策を盛り込むなどにより相互の連携を図っていきます。 

 

■本市の他計画との関係  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２次丹波市総合計画 

 丹波市高齢者保健福祉計画・ 

介護保険事業計画 

丹波市障がい者基本計画・ 

丹波市障がい福祉計画・障がい児福祉計画 

丹波市子ども・子育て支援事業計画 
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第３期丹波市地域福祉計画 

健康たんば 21 

保健福祉以外の分野別計画 

丹波市自殺対策行動計画 

丹波市配偶者等からの暴力対策基本計画 

丹波市人権施策基本方針 

丹波市男女共同参画計画 

丹波市地域防災計画 

公的な 

サービス 

市民主体の 

活動 
市民・丹波市社協・

市の協働 

丹波市まちづくりビジョン 



第１部 第３期丹波市地域福祉計画 

5 

３ 計画の期間 

本計画の期間は、令和３年度(2021年度)から令和７年度(2025年度)までの５年間

です。また、国の動向のほか、今後の社会情勢の変化により、必要に応じ計画内容

の見直しを行います。（３年ごとに時点修正） 
平 成 

27年度 
(2015年度) 

 

28年度 
(2016年度) 

 

29年度 
(2017年度) 

 

30年度 
(2018年度) 

令 和 

元年度 
(2019年度) 

 

２年度 
(2020年度) 

 

３年度 
(2021年度) 

 

４年度 
(2022年度) 

 

５年度 
(2023年度) 

 

６年度 
(2024年度) 

 

７年度 
(2025年度) 

           

 

 

４ 計画の策定体制 

（１）丹波市地域福祉計画推進協議会での検討・協議 

計画の策定にあたり、学識経験者や市民等、18名の委員で構成される「丹波市地

域福祉推進計画推進協議会」において計画策定に関して審議しました。 

また、同協議会に３つの専門部会を設置し、地域福祉に関する現状分析や取り組

むべき施策、計画素案の検討を重ねました。 

・丹波市地域福祉推進協議会 ６回 

・地域包括ケアシステム部会 ５回 

・虐待対策・権利擁護支援部会 ４回 

・地域福祉推進部会 ４回 

 

（２）「丹波市の地域福祉に関するアンケート調査」の実施 

市民の暮らしの課題や地域福祉活動の現状等を把握するため、令和元年(2019

年)11月から12月にかけて、市内18歳以上の市民3,000人（無作為抽出）を対象にア

ンケート調査（有効回答率 41.8％ n:1,254人）を行い、その調査結果を踏まえて

今後、進むべき施策の視点や方向性等を検討しました。 

 

（３）自治協議会に対する意識調査の実施 

地域福祉を推進する基本的な圏域となる｢地区（小学校区）｣における地域の特性

（強みや弱み等）や課題等を把握するため、市内25の自治協議会（以下「自治協」

という。）の会長及び推進員等を対象に聞き取りによる意識調査を令和２年(2020

年)５月に行いました。 

  

前回計画 
（H27～R1の５年計画を 1年延長） 

第３期計画 

見直し 見直し 
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（４）関係団体に対するヒアリング調査の実施 

地域福祉に関する団体（民生委員児童委員連合会、老人クラブ連合会、身体障害

者福祉協議会、ボランティア協会、子育て支援連絡会等）の現状、課題及びニーズ

等を把握するため、令和２年(2020年)６月から７月にかけて聞き取り調査を行いま

した。 

 

（５）パブリックコメントの実施 

本計画に対する意見を募るため、令和２年(2020年)12月25日から令和３年(2021

年)１月25日までパブリックコメント5を実施しました。 

実施方法は、ホームページへの掲載や市内公共施設８カ所に計画素案を配置し、

市民等の意見を募集しました。また、丹波市市民活動支援センターにおいて『「第３

期丹波市地域福祉計画(案)」ほか２計画案を読んで、話しあって、市民意見を伝え

よう』と題したパブコメミーティング5を開催し、13人(うち３人はリモート参加)の

市民が参加し計画案について議論しました。 

上記の取組みにより、７人の市民から計画素案に対する意見の提出があり、それ

ら意見に対する市の考え方等を、市ホームページを通じて公表しました。 

 

コラム SDGｓについて 

平成 27 年（2015）年に国連において採択された持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ

/Sustainable Development Goals） の視点を踏まえ、経済・社会・環境を巡る広範な課

題への総合的な取組みを進めることが求められています。 

本計画で展開する各施策に十分な反映には至っていませんが、今後の関連計画の見直し

等を見据えて整合性を図りながら、施策の評価・検証を通じて、ＳＤＧｓの趣旨の定着につ

なげていきます。 

【SDGsの 17 の目標】 

 

 

 

 

 

  

                                        
5 パブリックコメント、パブコメミーティング：特に市民生活に関わる計画案等について、計画策定前に一定期間

を設け募集する市民等からの意見を計画内容に反映していく制度。パブコメミーティングは、特に地域づくりや

市民活動、住民自治に関係する計画案等について、そのパブリックコメント募集期間に、ともに計画案等を読み、

語り合い、意見を伝える場。 
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第２章 計画策定の背景               

１ 地域福祉に関わる国・県の動向 

（１）地域包括ケアシステムの構築 

団塊の世代のすべてが75歳以上の後期高齢者となる令和７年(2025年)を目途に、

重度な要介護状態になっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後ま

で続けることができるよう、「医療」・「介護」・「予防」・「生活支援」・「住まい」が一

体的に提供される「地域包括ケアシステム」の構築が進められています。 

また、ひとり暮らし高齢者が増えているほか、生活支援を必要とする高齢者の増

加などを背景に、平成27年(2015年)４月の介護保険法の改正では、多様な主体が提

供する様々な生活支援活動や介護予防サービスが利用できるような「地域づくり」

が必要であることが示されました。その実現に向けて、「地域支えあい推進員6」を

配置し、地域資源のネットワーク化や開発などを行うことや、元気な高齢者を生活

支援の担い手として位置づけ、社会参加を促すことなどが示されています。 

 

（２）生活困窮者自立支援制度をベースとした幅広い支援 

失業や疾病の罹患など、突発的な困難が生じたことにより社会から孤立したり、

長期的な景気低迷等の影響を受け経済的に困窮する人が増加し、深刻な生活困窮状

態に陥ってしまったりする人たちの増加が見受けられます。 

このような状況を踏まえ、最後のセーフティネット7である生活保護制度における

自立助長機能の強化とともに、生活保護受給者以外の生活困窮者に対する、いわゆ

る「第２のセーフティネット」の充実・強化を図ることを目的として、平成25年(2013

年)12月に「生活困窮者自立支援法」が成立しました。 

同法に基づき導入された生活困窮者自立支援制度では、経済的課題だけでなく、

本人の状況に応じできる限り幅広い支援を行うこと、さらに生活困窮者の早期把握

や見守りのための地域ネットワークの構築、社会資源の開発などを通じて、市民が

「相互に支えあう」地域づくりをめざすこととしています。 

  

                                        
6 地域支えあい推進員：高齢者の生活支援サービスの体制整備推進を目的とし、地域における提供体制構築に向け

たコーディネート機能（主に資源開発やネットワーク構築の機能等）を果たす者を生活支援コーディネーターと

いい、丹波市においては地域支えあい推進員の名称を用いている。 
7 セーフティネット：生活することが困難な状態に陥った場合に援助したり、そうした事態になることを防止する

仕組み。社会保障には社会的セーフティネットの役割があり、これにより人生の危険を恐れず、いきいきとした

生活を送ることができ、ひいては社会全体の活力につながっていくとされている。  
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（３）「全世代・全対象型地域包括支援体制」の構築 

国は、平成27年(2015年)９月に、多機関・多分野協働による包括的な相談支援シ

ステムの構築と、高齢・障がい・児童等の福祉サービスを総合的に提供できる仕組

みを推進する「新しい地域包括支援体制」の構築をめざす内容を盛り込んだ「新た

な時代に対応した福祉の提供ビジョン」を公表しました。 

このビジョンでは、高齢者の「医療」・「介護」・「予防」・「生活支援」・「住まい」

を一体的に提供し、地域生活を包括的に支援することをめざす「地域包括ケアシス

テム」の構築や、本人に寄り添いながら生活全般に対する包括的な相談・支援を提

供することをめざす「生活困窮者自立支援制度」の取組みを進めるとともに、これ

らのコンセプトの適用をさらに拡げ、多様なニーズをすくい取る「全世代・全対象

型地域包括支援体制」を構築していくことが示されています。 

 

（４）社会福祉法の改正と地域共生社会の実現 

平成28年(2016年)６月に「ニッポン一億総活躍プラン」が閣議決定され、支え手

側と受け手側に分かれるのではなく、地域の様々な人たちが役割を持ち、支えあい

ながら、自分らしく活躍できる「我が事・丸ごと」地域共生社会の実現をめざすこ

ととされました。 

平成29年(2017年)２月には、社会福祉法の改正を含む「地域包括ケアシステムの

強化のための介護保険法等の一部を改正する法律案」が国会に提出されるとともに、

今後の実現に向けた工程が示されました。 

「我が事・丸ごと」地域共生社会とは、これまで分野や対象者ごとに整備されて

きた「縦割り」の仕組みを見直すとともに、地域における全ての関係者が「他人事」

ではなく「我が事」として地域の生活課題を受け止め、「くらし」と「しごと」の全

般を含めて「丸ごと」対応していく社会のことを言います。この社会においては、

福祉の領域だけでなく、人・分野・世代を超えて、「人」「モノ」「お金」「思い」が

循環し、相互に支え、支えられる関係が不可欠であり、これまでの地域福祉推進の

目的と共通することから、この社会の実現に向けた地域福祉の一層の推進が求めら

れています。 

その後、令和２年(2020年)６月には、「地域共生社会実現のための社会福祉法等の

一部を改正する法律」が国会で可決・成立しました。この改正法では、地域共生社

会の実現に向けて包括的な支援体制を構築することを目的に、「断らない相談体制」

「参加支援」「地域づくりに向けた支援」を目的とする「新しい支援事業」のほか、

社会福祉法人を中心とする「社会福祉連携推進法人」を新たに創設することとして

います。 
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■地域共生社会実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）成年後見制度の利用促進に向けた取組み 

成年後見制度は、認知症、知的障がいその他の精神上の障がいがあることにより、

財産管理や日常生活等に支障がある人たちを支えるための重要な手段であるにも

かかわらず、十分に利用されていないことから、平成28年(2016年)５月に「成年後

見制度の利用の促進に関する法律」が施行されました。 

この法律では、成年後見制度の利用の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するため、基本的な計画を定めることとされており、平成29年(2017年)３月に「成

年後見制度利用促進基本計画」が閣議決定されました。 

また、市町村に対しても、成年後見制度の利用の促進に向けて自主的かつ主体的

に、地域の特性に応じた施策を策定し実施する責務が定められ、国の基本計画を勘

案し、成年後見制度の利用促進に関する施策に関する基本的な計画を策定するよう

努めることとしています。 
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（６）子どもの貧困対策 

平成25年(2013年)６月に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が成立し、そ

れを受け、「子供の貧困対策に関する大綱」において、全ての子どもたちが夢と希望

を持って成長していける社会の実現をめざし、貧困が世代を超えて連鎖することの

ないよう、子どもたちの成育環境を整備するとともに、教育を受ける機会の均等を

図り、生活の支援、保護者への就労支援等と併せて子どもの貧困対策を総合的に推

進することが重要との方針を掲げ、様々な取組みが進められています。 

令和元年(2019年)６月には、「子どもの貧困対策の推進に関する法律の一部を改

正する法律」（以下「改正法」という。）が成立しました。 

この改正法の目的には、児童の権利に関する条約の精神にのっとり、子どもの「将

来」だけでなく「現在」の生活等に向けても対策を総合的に推進することを規定す

るとともに、子どもの最善の利益が優先考慮されること、貧困の背景に様々な社会

的要因があることなどを基本理念に明記したほか、新たな子供の貧困対策に関する

大綱の記載事項として子どもの貧困対策に関する施策の検証及び評価その他の施

策の推進体制に関する事項を追加し、更に市町村が子どもの貧困対策に関する計画

を定めるよう努める旨が規定されています。 

 

（７）兵庫県の取組み 

兵庫県では、平成31年(2019年)３月に、「兵庫県地域福祉支援計画（第４期）」が

策定されました。 

この計画は、「多様なつながりが創るユニバーサルひょうご」を基本目標に、年齢、

性別、障がいの有無、言語、文化等の違いに関わりなく、全ての人が地域社会の一員

として包摂され、多様なつながりの中で互いがかけがえのない人間として尊重しあ

い支えあう社会づくりをめざすこととされ、「ソーシャルインクルージョン（社会的

包摂）8の視点」、「リスクマネジメント9（生活･福祉課題の発生予防･対処）の視点」、

「コミュニティづくりの視点」に基づいて施策を推進することとしています。 

また、この計画では、「各市町が地域の実情に応じた圏域（エリア）設計を行い、

各圏域に地域住民や関係機関が参画・協働するネットワークを構築していくこと」

をはじめ、「高齢・障がい、社会的孤立や制度の狭間にある課題など分野ごとに充実

が図られてきた各種制度に横串を刺し、分野を超えた横断的な支援の体制づくりを

進めていくこと」、「コミュニティワーカー10等福祉専門職の育成や増加する介護

ニーズ等に対応するための福祉・介護人材確保対策を着実に進めること」、「公民協

働により市民が主体となった地域づくり活動を活性化すること」などに関する具体

的な推進方策が定められています。  

                                        
8 ソーシャルインクルージョン（社会的包摂）：全ての人々を孤独や孤立、排除や摩擦から援護し、健康で文化的

な生活の実現につなげるよう、社会の構成員として包み支えあうという理念。 
9 リスクマネジメント：リスクの影響から組織を守るためのプロセスである。実際は、リスクマネジメント委員会

やリスクマネジャーの設置、リスク情報の定期的分析とフィードバックの実施などにより行われる。  
10 コミュニティワーカー：地域福祉の専門職。住民の個別ニーズへの対応も役割の一つであるが、主な役割は、

地域づくり支援である。 
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コラム 地域包括ケアシステムの５つの構成要素と４つの「助」 

〔地域包括ケアシステムの植木鉢〕 

この植木鉢図は、地域包括ケアシステムの５つの要素（「医療」・「介護」・「予防」・「生活支援」・

「住まい」）が相互に関係しながら、一体的に提供される姿として図示したものです。 

本人の選択が最も重視されるべきであり、本人・家族がどのように心構えを持つかという地域生

活を継続する基礎を皿と捉え、生活の基盤となる「住まい」を植木鉢、その中に満たされた土を「介

護予防・生活支援」、専門的なサービスである「医療・看護」「介護・リハビリテーション」「保健・

福祉」を葉として描かれています。介護予防と生活支援は、地域の多様な主体によって支援され、

養分をたっぷりと蓄えた土となり、葉として描かれた専門職が効果的に関わり、尊厳ある自分らし

い暮らしの実現を支援する姿です。 

 

〔３つの「助」から４つの「助」へ〕 

【これまで】                【これから】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

自助 

共助 公助 

心身共に自立した生活を営む 

顔の見える範囲・ 

コミュニティで助けあう 

公的機関が自助・共助で解

決できない問題にあたる 

個人個人の活動 

・健康増進や介護

予防のための運動 

・健診、受診等 

家族・隣近所・ボ

ランティア・自

治会・自治協等

の支えあい 

健康保険や 

介護保険等の 

社会保障制度等 

生活保護等の 

公的な福祉 

サービス 

自助 互助 

共助 公助 
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２ 本市における地域福祉を取り巻く状況（現状） 

（１）人口・世帯の状況 

① 人口の推移 

本市の人口は平成31年(2019年)で64,380人となっており、年々減少しています。 

年齢４区分別人口は、０～14歳の年少人口と15～64歳の生産年齢人口の割合が減

少する一方で、65歳～74歳と75歳以上の高齢者の割合が年々増加し、少子高齢化が

進んでいます。 

■人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年10月１日時点）、平成31年(2019年)は住民基本台帳人口（３月末日時点） 

■年齢４区分別人口割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年10月１日時点）、平成31年(2019年)は住民基本台帳人口（３月末日時点） 

【参考】人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：『日本の地域別将来推計人口』（国立社会保障・人口問題研究所 平成30（2018）年推計）  
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② 世帯の推移 

世帯数は、核家族化の進展や単身世帯の増加などにより増加傾向が続いており、

平成31年(2019年)は25,795世帯、１世帯あたりの人数は2.50人となっています。 

世帯の構成状況をみると、単身世帯が平成27年(2015年)は22.7％となっており、

そのうち65歳以上の高齢単身世帯は11.4％となっています。高齢夫婦世帯は

12.4％で、高齢単身世帯と合わせると23.8％となっています。 

母子世帯と父子世帯を合わせたひとり親世帯は1.6％となっています。 

 

■人口・世帯数、１世帯当たりの人数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年10月１日時点）、平成31年(2019年)は住民基本台帳人口（３月末日時点） 

 

■世帯構成の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年 10月１日時点） 

  

73,659 73,988 72,862 70,810 
67,757 

64,660 64,380 

19,678 20,928 21,711 22,338 22,417 22,497 
25,795

3.74 
3.54 

3.36 3.17 
3.02 

2.87 

2.50 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

0

20,000

40,000

60,000

80,000

平成2年

（1990年）

平成7年

（1995年）

平成12年

（2000年）

平成17年

（2005年）

平成22年

（2010年）

平成27年

（2015年）

平成31年

（2019年）

総人口 世帯数 １世帯あたり人数

（人）（人・世帯）

11.3%

10.5%

10.4%

9.5%

8.4%

7.0%

11.4%

9.6%

8.3%

7.2%

6.3%

4.9%

12.4%

10.5%

9.4%

8.6%

6.8%

5.0%

1.4%

1.5%

1.3%

1.0%

0.7%

0.7%

0.2%

0.2%

0.2%

0.2%

0.2%

0.2%

63.3%

67.7%

70.5%

73.6%

77.6%

82.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成27年

（2015年）

平成22年

（2010年）

平成17年

（2005年）

平成12年

（2000年）

平成7年

（1995年）

平成2年

（1990年）

高齢者を除く単身世帯 高齢単身世帯 高齢夫婦世帯

母子世帯 父子世帯 その他の世帯



第１部 第３期丹波市地域福祉計画 

14 

（２）支援を必要とする人の状況 

① 高齢単身世帯・夫婦世帯 

 

平成27年(2015年)の高齢単

身世帯は2,562世帯、高齢夫婦

世帯は2,799世帯となってい

ます。 

高齢単身世帯、高齢夫婦世

帯ともに年々増加しています。 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年 10月１日時点） 

② 認知症のある人 

 

認知症のある人の状況は、

令和元年度(2019年度)で認知

症高齢者が2,545人、若年性認

知症は30人、計2,575人となっ

ており、平成27年度(2015年

度)より225人増加しています。 

 

 

資料：介護保険課（各年度末時点） 

  ③ 要介護認定者 

要介護認定者数は年々増加傾向にあります。いずれの年度も要介護１が最も多

く、令和元年度(2019年度)は平成26年度(2014年度)の1.22倍となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険課（各年度末時点）  
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④ 障害者手帳所持者 

 

障害者手帳所持者数の中で

は、療育手帳と精神障害者保

健福祉手帳所持者が増加傾向

にあります。 

人口に占める障害者手帳所

持者の割合は、７％台で推移

しています。 

 

 

資料：障がい福祉課（各年度末時点） 

 

 

⑤ ひとり親世帯 

平成27年(2015年)の母子世

帯は324世帯、父子世帯は37世

帯となっています。 

ひとり親世帯は増加傾向に

ありましたが、平成27年(2015

年)は、平成22年(2010年)より

減少しています。 

 

 

 

資料：国勢調査（各年 10月１日時点） 

 

 

⑥ 生活保護世帯 

 

生活保護を受給する世帯や

人員は、減少傾向にあり、令

和元年度(2019年度)の月平均

受給数は119世帯、138人でし

た。保護率も減少傾向にあり

ます。 

 

 

資料：自立支援課（各年度末時点） 
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1.60%
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1.00%
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平成27年

(2015年)

母子世帯 父子世帯 一般世帯に占めるひとり親世帯割合

（世帯）

3,532 3,510 3,378 3,324 3,254 

672 701 735 777 787 
480 495 515 577 589 

7.04% 7.15% 7.10% 7.27% 7.27%

0.00%
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⑦ 完全失業者 

 

平成22年度(2010年)までは

完全失業者数・失業率は増加

傾向でしたが、平成27年(2015

年)の完全失業者数は1,169人、

完全失業率は3.50％と減少し

ました。 

 

 

 

資料：国勢調査（各年 10月１日時点） 

 

 

⑧ 外国人 

 

市内在住の外国人は、年々

増加しており、令和元年度

(2019年度)には1,013人と

なっています。 

 

 

 

 

 

資料：市民課（各年度末時点） 
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（３）地域活動の状況 

① 民生委員・児童委員の活動状況 

民生委員・児童委員11の活動

状況については、相談・支援件

数は平成29年度(2017年度)以

降上昇傾向にありましたが、令

和元年度(2019年度)は6,031件

と前年度より1,052件減少して

います。民生委員・児童委員数

は、令和元年度(2019年度)末現

在は196人欠員なしとなってい

ます。（令和元年(2019年)12月

一斉改選） 

 
 

② 老人クラブの状況 

本市の老人クラブ数、会員

数は、平成29年度(2017年度)

に増加しましたが、平成30年

度(2018年度)以降再び減少し、

令和元年度(2019年度)は老人

クラブ数が114クラブ、会員数

が4,109人となっています。 

 

 

 

資料：社会福祉課（各年度末現在） 

③ 自治会の状況 

自治会への加入世帯数及び

加入率は減少傾向にあり、令

和元年度(2019年度)で加入世

帯数は18,493世帯、加入率は

71.7％となっています。 

 

 

 

  

                                        
11 民生委員・児童委員：住民福祉を推進するため、生活に困っている人、高齢者、児童、障がい者、ひとり親家庭
などのさまざまな相談や調査、援助活動をしている人のこと。民生委員法では、市域をいくつかの区域に分けて
「民生委員・児童委員協議会」（略称：民児協）を組織することが義務付けられており、丹波市では６つの地域
に組織され、すべての民生委員・児童委員は、民児協に所属し活動をしている。  

120 
106 

141 

115 114 

4,638 
4,147 

5,206 

4,293 4,109 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
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0
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300

平成27年度

（2015年度）

平成28年度

（2016年度）

平成29年度

（2017年度）

平成30年度

（2018年度）

令和元年度

（2019年度）

老人クラブ数 会員数

（クラブ数） （人）

7,057 
6,571 6,765 

7,083 

6,031

194 
192 

194 
196 196 

170
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200
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210

0

1,500

3,000

4,500

6,000

7,500

平成27年度

（2015年度）

平成28年度

（2016年度）

平成29年度

（2017年度）

平成30年度

（2018年度）

令和元年度

（2019年度）

相談・支援件数 民生委員・児童委員数

（件） （人）

19,727 19,138 18,690 18,493

4,353
5,759

6,591 7,302

81.9%

76.9%

73.9%

71.7%

64.0%

68.0%

72.0%

76.0%

80.0%

84.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成17年度

（2005年度）

平成22年度

（2010年度）

平成27年度

（2015年度）

令和元年度

（2019年度）

（世帯）

加入世帯数 非加入世帯数 加入率(%)

資料： 

相談・支援件数：社会福祉課（各年度末現在）、民生委員・児童委員数：平

成30年度(2018年度)までは兵庫県「社会福祉統計年報」（各年度末現在）、

令和元年度(2019年度)は社会福祉課（令和２年(2020年)４月１日現在） 

 

資料：市民活動課（各年度末現在） 
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（４）暮らしや虐待に関する相談・申立の状況 

① 高齢者に関する相談状況 

地域包括支援センターでの

総合相談における高齢者に関

する相談件数は年々増加して

おり、令和元年度(2019年度)

は1,550件と前年度から68％

増となっています。 

 

 

 

 

資料：介護保険課（各年度末現在） 

② 高齢者虐待に関する相談状況 

高齢者虐待に関する相談件

数のうち、通報・相談件数は、

令和元年度(2019年度)は44件

で前年度から63％増となって

います。そのうち虐待と判断

された件数は10件となってい

ます。 

 

 
 
 

資料：介護保険課（各年度末現在） 

 

③ 成年後見制度の市長申立て件数 

高齢者の成年後見制度の市

長申立て12件数は、平成27年

度(2015年度)から各年度１件

以上の申し立てがあります。 

 

 

 

 

 

 

                                        
12 市長申立て：成年後見制度の利用が必要な状況であるにもかかわらず、本人や家族ともに申立を行うことが難

しい場合など、特に必要があるときは市町村長が申し立てすることができます。 

30
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通報・相談 虐待判断

（件）
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377 
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1,550 
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平成28年度
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令和元年度

（2019年度）

相談件数

（件）

1
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2

1

0

2
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8

平成27年度

（2015年度）

平成28年度

（2016年度）

平成29年度

（2017年度）

平成30年度

（2018年度）

令和元年度

（2019年度）

市長申立件数

（件）

資料：介護保険課（各年度末現在） 
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④ 児童虐待に関する相談件数 

児童虐待に関する相談件数

は、令和元年度(2019年度)は

25件で、平成30年度(2018年

度)より18件増加しています。 

 

 

 

 

 

 

資料：自立支援課（各年度末現在） 

 

⑤ 障がいのある人に対する虐待に関する相談件数 

障がいのある人に対する虐

待に関する通報・相談件数は

横ばいで推移しており、通報・

相談件数は令和元年度(2019

年度)で３件、そのうち虐待と

判断された件数も３件となっ

ています。 

 

 

 

資料：障がい福祉課（各年度末現在） 

 

⑥ ＤＶ13に関する相談者数 

平成30年度(2018年度)は、

前年度より減少し16人とな

りましたが、令和元年度

(2019年度)は24人に増加し

ています。 

延べ相談回数は令和元年

度(2019年度)では合計48回

で、前年度より増加してい

ます。 
 

資料：自立支援課（各年度末現在）  

                                        
13 ＤＶ：ドメスティックバイオレンス。配偶者や恋人など親密な関係にある者、またはあった者から振るわれる

暴力。身体的暴力だけでなく、精神的、性的、経済的暴力なども含まれる。  
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（５）地域福祉に関するアンケート調査結果（主なもの） 

① 住民が助けあえる地域の範囲（問 13） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
② 理想的な近所づきあいの程度（問 15） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
③ 居住地域の状況や課題（問 16） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

35.2 

34.2 

30.5 

32.5 
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31.4 

35.2 

39.3 

45.0 

40.6 
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53.5 
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2.1 
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0.0 

2.2 

3.0 

4.6 

3.0 

3.6 

2.9 

柏原地域
(n=179)

氷上地域
(n=333)

青垣地域
(n=131)

春日地域
(n=234)

山南地域
(n=197)

市島地域
(n=172)

(%)
0 20 40 60 80 100

隣保（自治会内の組） 自治会 地区（小学校区）

地域（町域単位） 市内全域
その他
無回答

隣保

（自治会内の組）

31.3%

自治会

43.7%

地区（小学校区）

9.2%

地域（町域単位）

6.2%

市内全域

4.5%

その他

1.8% 無回答

3.3%

(n=1,253)

19.5 

49.6 

14.7 

11.7 

0.6 

1.8 

0.8 

1.5 

0 20 40 60

普段から近所の方と仲良くし、無理が
言える関係を築いておく

困ったときにはお互い助けあう

世間話や立ち話をする程度

出会えばあいさつをする程度

顔は知っているが、言葉を交わす
ほどではない

特に近所づきあいは必要ない

その他

無回答

(%)
(n=1,253)

（上段：回答者数　下段：％）
 

ｎ

普
段
か
ら
近
所
の
方
と
仲
良
く
し
、

無

理
が
言
え
る
関
係
を
築
い
て
お
く

困
っ

た
と
き
に
は
お
互
い
助
け
あ
う

世
間
話
や
立
ち
話
を
す
る
程
度

出
会
え
ば
あ
い
さ
つ
を
す
る
程
度

顔
は
知
っ

て
い
る
が
、

言
葉
を
交
わ
す

ほ
ど
で
は
な
い

特
に
近
所
づ
き
あ
い
は
必
要
な
い

そ
の
他

　
無
回
答

18・19歳 17 3 3 3 7      -      -      - 1
 100.0 17.6 17.6 17.6 41.2      -      -      - 5.9
20歳代 91 10 37 16 20      - 5      - 3
 100.0 11.0 40.7 17.6 22.0      - 5.5      - 3.3
30歳代 139 9 67 23 30 3 4 1 2
 100.0 6.5 48.2 16.5 21.6 2.2 2.9 0.7 1.4
40歳代 161 16 87 23 24 1 6 2 2
 100.0 9.9 54.0 14.3 14.9 0.6 3.7 1.2 1.2
50歳代 246 42 128 46 24      - 4 1 1
 100.0 17.1 52.0 18.7 9.8      - 1.6 0.4 0.4
60歳代 257 57 146 31 20      - 1 1 1
 100.0 22.2 56.8 12.1 7.8      - 0.4 0.4 0.4
70歳以上 320 107 140 40 19 3 2 1 8
 100.0 33.4 43.8 12.5 5.9 0.9 0.6 0.3 2.5

25.9 

19.2 

16.4 

12.5 

12.5 

8.7 

6.1 

5.7 

5.7 

5.4 

5.3 

5.2 

4.0 

2.2 

2.0 

5.7 

22.5 

3.1 

0 10 20 30

世代間の交流が少ない

地域の行事や活動が多すぎる

隣近所との交流が少ない

地域の中で気軽に集まれる
場がない

災害への意識や備えが足りない

高齢者への声かけ、見守り
が少ない

健康に対する意識が低く、健康づく
りなどの取組みが少ない

障がい者への理解や支援が
少ない

子どもや高齢者、障がい者に対する
思いやりや支援が少ない

道路等にごみが多く、ごみ出し
のマナーが悪い

あいさつをしない人が多い

地域の行事や活動が少ない

地域で子どもの見守りをしてもらえ
る人が少ない

外国人との共生に向けた理解や
支援が少ない

犯罪が増加している

その他

特にない

無回答

(3LA%)
(n=1,253) （上段：回答者数　下段：％）

 

ｎ

あ
い
さ
つ
を
し
な
い
人

が
多
い

隣
近
所
と
の
交
流
が
少

な
い

世
代
間
の
交
流
が
少
な

い 地
域
の
行
事
や
活
動
が

少
な
い

地
域
の
行
事
や
活
動
が

多
す
ぎ
る

地
域
の
中
で
気
軽
に
集

ま
れ
る
場
が
な
い

地
域
で
子
ど
も
の
見
守

り
を
し
て
も
ら
え
る
人

が
少
な
い

高
齢
者
へ
の
声
か
け
、

見
守
り
が
少
な
い

障
が
い
者
へ
の
理
解
や

支
援
が
少
な
い

柏原地域 179 9 38 41 10 21 28 6 15 7
 100.0 5.0 21.2 22.9 5.6 11.7 15.6 3.4 8.4 3.9
氷上地域 333 29 66 82 26 54 46 12 34 22
 100.0 8.7 19.8 24.6 7.8 16.2 13.8 3.6 10.2 6.6
青垣地域 131 5 14 47 6 21 19 3 13 7
 100.0 3.8 10.7 35.9 4.6 16.0 14.5 2.3 9.9 5.3
春日地域 234 9 32 62 5 66 27 9 18 15
 100.0 3.8 13.7 26.5 2.1 28.2 11.5 3.8 7.7 6.4
山南地域 197 9 20 52 6 39 24 12 14 12
 100.0 4.6 10.2 26.4 3.0 19.8 12.2 6.1 7.1 6.1
市島地域 172 5 35 40 12 39 13 8 15 9
 100.0 2.9 20.3 23.3 7.0 22.7 7.6 4.7 8.7 5.2

（上段：回答者数　下段：％）
 子

ど
も
や
高
齢
者
、

障

が
い
者
に
対
す
る
思
い

や
り
や
支
援
が
少
な
い

健
康
に
対
す
る
意
識
が

低
く
、

健
康
づ
く
り
な

ど
の
取
組
み
が
少
な
い

犯
罪
が
増
加
し
て
い
る

災
害
へ
の
意
識
や
備
え

が
足
り
な
い

道
路
等
に
ご
み
が
多

く
、

ご
み
出
し
の
マ

ナ
ー

が
悪
い

外
国
人
と
の
共
生
に
向

け
た
理
解
や
支
援
が
少

な
い

そ
の
他

特
に
な
い

　
無
回
答

柏原地域 14 7 1 15 10 2 6 56 4
 7.8 3.9 0.6 8.4 5.6 1.1 3.4 31.3 2.2
氷上地域 17 23 13 43 29 9 12 65 10
 5.1 6.9 3.9 12.9 8.7 2.7 3.6 19.5 3.0
青垣地域 3 10 1 18 4 2 5 28 6
 2.3 7.6 0.8 13.7 3.1 1.5 3.8 21.4 4.6
春日地域 11 10 5 29 10 2 17 49 8
 4.7 4.3 2.1 12.4 4.3 0.9 7.3 20.9 3.4
山南地域 17 14 2 28 10 9 16 43 5
 8.6 7.1 1.0 14.2 5.1 4.6 8.1 21.8 2.5
市島地域 9 13 3 24 5 4 14 41      -
 5.2 7.6 1.7 14.0 2.9 2.3 8.1 23.8      -
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④ 隣近所の人にできる手助けや協力（問 19） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 地域活動の輪をさらに広げるために特に必要なこと（問 22） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 参加したいボランティア活動（問 23-3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（上段：回答者数　下段：％）
 

ｎ

話
し
相
手
や
相
談
相
手

声
か
け
や
安
否
確
認

力
仕
事
の
手
伝
い

家
事
の
手
伝
い

外
出
の
付
き
添
い
や
送

迎 自
宅
等
で
の
短
時
間
の

付
き
添
い
（

見
守
り
）

子
ど
も
の
預
か
り
や
保

育
園
等
へ
の
送
迎

子
ど
も
の
ス
ポ
ー

ツ
や

勉
強
、

遊
び
の
相
手

防
犯
活
動
・
交
通
安
全

活
動

災
害
時
の
手
助
け

そ
の
他

特
に
な
い

　
無
回
答

柏原地域 179 19 26 11      - 3 3 8 3 17 45 3 90 8
 100.0 10.6 14.5 6.1      - 1.7 1.7 4.5 1.7 9.5 25.1 1.7 50.3 4.5
氷上地域 333 32 51 20 1 10 7 5 8 46 91 5 160 19
 100.0 9.6 15.3 6.0 0.3 3.0 2.1 1.5 2.4 13.8 27.3 1.5 48.0 5.7
青垣地域 131 19 16 7 1      - 2 3 5 14 33 5 63 5
 100.0 14.5 12.2 5.3 0.8      - 1.5 2.3 3.8 10.7 25.2 3.8 48.1 3.8
春日地域 234 32 33 26 1 6 2 2 2 21 53 6 123 7
 100.0 13.7 14.1 11.1 0.4 2.6 0.9 0.9 0.9 9.0 22.6 2.6 52.6 3.0
山南地域 197 18 23 13 1 10 4 5 5 23 56 4 94 8
 100.0 9.1 11.7 6.6 0.5 5.1 2.0 2.5 2.5 11.7 28.4 2.0 47.7 4.1
市島地域 172 24 23 13 2 2 1 3 1 17 43 3 86 5
 100.0 14.0 13.4 7.6 1.2 1.2 0.6 1.7 0.6 9.9 25.0 1.7 50.0 2.9

25.7 

13.8 

11.5 

11.0 

7.2 

2.5 

2.1 

1.9 

1.5 

0.5 

2.1 

49.3 

4.4 

0 20 40 60

災害時の手助け

声かけや安否確認

話し相手や相談相手

防犯活動・交通安全活動

力仕事の手伝い

外出の付き添いや送迎

子どもの預かりや保育園
等への送迎

子どものスポーツや
勉強、遊びの相手

自宅等での短時間の付き
添い（見守り）

家事の手伝い

その他

特にない

無回答

(3LA%)
(n=1,253)

31.8 

21.5 

20.4 

20.1 

13.5 

11.1 

9.7 

2.4 

4.2 

17.6 

4.3 

0 10 20 30 40

地域活動が必要であるという
住民の意識を高める

若い世代へもっと参加を
呼びかける

気軽に活動や立ち寄れる
場所を用意する

誰でも気軽に役員ができるよう
な仕組みをつくる

気軽に相談できる所
をつくる

活動に関する情報を積極的
に発信する

報酬等がもらえるよう
にする

活動に関する研修や講習会
を開催する

その他

特にない（又はわから
ない）

無回答

(2LA%)
(n=1,253) （上段：回答者数　下段：％）

 

ｎ

地
域
活
動
が
必
要
で
あ
る
と
い
う

住
民
の
意
識
を
高
め
る

気
軽
に
相
談
で
き
る
所
を
つ
く
る

気
軽
に
活
動
や
立
ち
寄
れ
る
場
所

を
用
意
す
る

報
酬
等
が
も
ら
え
る
よ
う
に
す
る

活
動
に
関
す
る
研
修
や
講
習
会
を

開
催
す
る

活
動
に
関
す
る
情
報
を
積
極
的
に

発
信
す
る

若
い
世
代
へ
も
っ

と
参
加
を
呼
び

か
け
る

誰
で
も
気
軽
に
役
員
が
で
き
る
よ

う
な
仕
組
み
を
つ
く
る

そ
の
他

特
に
な
い
（

又
は
わ
か
ら
な
い
）

　
無
回
答

柏原地域 179 51 23 37 12 4 18 37 30 7 50 6
 100.0 28.5 12.8 20.7 6.7 2.2 10.1 20.7 16.8 3.9 27.9 3.4
氷上地域 333 107 43 71 29 10 44 79 69 9 55 16
 100.0 32.1 12.9 21.3 8.7 3.0 13.2 23.7 20.7 2.7 16.5 4.8
青垣地域 131 55 11 20 21 2 14 30 33 4 13 8
 100.0 42.0 8.4 15.3 16.0 1.5 10.7 22.9 25.2 3.1 9.9 6.1
春日地域 234 71 34 56 20 5 18 46 49 12 44 8
 100.0 30.3 14.5 23.9 8.5 2.1 7.7 19.7 20.9 5.1 18.8 3.4
山南地域 197 59 35 42 20 4 25 44 27 12 27 9
 100.0 29.9 17.8 21.3 10.2 2.0 12.7 22.3 13.7 6.1 13.7 4.6
市島地域 172 55 23 30 18 5 19 34 43 8 29 4
 100.0 32.0 13.4 17.4 10.5 2.9 11.0 19.8 25.0 4.7 16.9 2.3

47.2 

28.6 

23.0 

18.3 

16.3 

15.9 

12.3 

11.1 

10.7 

9.9 

6.0 

3.6 

0.4 

2.4 

0 10 20 30 40 50

環境美化に関する活動

高齢者に関する活動

災害復旧活動

地域活性等まちづくり
に関する活動

スポーツや文化に関する
活動

介護予防・健康づくり
に関する活動

子育てに関する活動

障がい者支援に関する
活動

子どもの貧困対策に
関する活動

防犯・防災等地域安全に
関する活動

青少年の健全育成に
関する活動

在日外国人への支援に
関する活動

その他

無回答

(MA%)
(n=252) （上段：回答者数　下段：％）

 

ｎ

環
境
美
化
に
関
す
る
活
動

高
齢
者
に
関
す
る
活
動

地
域
活
性
等
ま
ち
づ
く
り
に
関

す
る
活
動

ス
ポ
ー

ツ
や
文
化
に
関
す
る
活

動 子
育
て
に
関
す
る
活
動

防
犯
・
防
災
等
地
域
安
全
に
関

す
る
活
動

災
害
復
旧
活
動

介
護
予
防
・
健
康
づ
く
り
に
関

す
る
活
動

障
が
い
者
支
援
に
関
す
る
活
動

青
少
年
の
健
全
育
成
に
関
す
る

活
動

子
ど
も
の
貧
困
対
策
に
関
す
る

活
動

在
日
外
国
人
へ
の
支
援
に
関
す

る
活
動

そ
の
他

　
無
回
答

18・19歳 3 3      - 1      - 1      - 2      -     -     -     -     -     -     -
 100.0 100.0      - 33.3      - 33.3      - 66.7      -     -     -     -     -     -     -
20歳代 15 7 2 1 6 5 2 7 1 1 2 5      -     -     -
 100.0 46.7 13.3 6.7 40.0 33.3 13.3 46.7 6.7 6.7 13.3 33.3      -     -     -
30歳代 34 10 6 4 5 7 2 5 3 7 5 3 2      -     -
 100.0 29.4 17.6 11.8 14.7 20.6 5.9 14.7 8.8 20.6 14.7 8.8 5.9      -     -
40歳代 39 15 6 9 9 7 3 10 8 4 5 7 3      -     -
 100.0 38.5 15.4 23.1 23.1 17.9 7.7 25.6 20.5 10.3 12.8 17.9 7.7      -     -
50歳代 68 28 24 15 9 7 9 23 10 10 2 7 2 1 2
 100.0 41.2 35.3 22.1 13.2 10.3 13.2 33.8 14.7 14.7 2.9 10.3 2.9 1.5 2.9
60歳代 59 35 22 9 7 4 4 10 10 4      - 4 1      - 1
 100.0 59.3 37.3 15.3 11.9 6.8 6.8 16.9 16.9 6.8      - 6.8 1.7      - 1.7
70歳以上 31 20 12 6 4      - 4 1 8 2 1 1 1      - 3
 100.0 64.5 38.7 19.4 12.9      - 12.9 3.2 25.8 6.5 3.2 3.2 3.2      - 9.7
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⑦ ボランティア活動を広げるために特に必要なこと（問 24） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 地域福祉を充実するために特に優先的に取り組むべきこと（問 26） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

29.9 

19.6 

16.9 

15.5 

14.8 

13.2 

10.1 

6.3 

2.0 

17.8 

4.9 

0 10 20 30 40

ボランティア活動が必要である
という住民の意識を高める

活動に関する情報を積極的に
発信する

気軽に活動や立ち寄れる場所
を用意する

若い世代へもっと参加を
呼びかける

人材やリーダーの育成をする

気軽に相談できる所をつくる

報酬等がもらえるようにする

活動に関する研修や講習会を
開催する

その他

特にない（又はわからない）

無回答

(2LA%)
(n=1,253)

（上段：回答者数　下段：％）
 

ｎ

ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
活
動
が
必
要
で
あ

る
と
い
う
住
民
の
意
識
を
高
め
る

気
軽
に
相
談
で
き
る
所
を
つ
く
る

気
軽
に
活
動
や
立
ち
寄
れ
る
場
所

を
用
意
す
る

報
酬
等
が
も
ら
え
る
よ
う
に
す
る

活
動
に
関
す
る
研
修
や
講
習
会
を

開
催
す
る

活
動
に
関
す
る
情
報
を
積
極
的
に

発
信
す
る

若
い
世
代
へ
も
っ

と
参
加
を
呼
び

か
け
る

人
材
や
リ
ー

ダ
ー

の
育
成
を
す
る

そ
の
他

特
に
な
い
（

又
は
わ
か
ら
な
い
）

　
無
回
答

18・19歳 17 3 2 2 2      - 3 8 1      - 4 1
 100.0 17.6 11.8 11.8 11.8      - 17.6 47.1 5.9      - 23.5 5.9
20歳代 91 21 7 8 15 2 23 27 11      - 19 3
 100.0 23.1 7.7 8.8 16.5 2.2 25.3 29.7 12.1      - 20.9 3.3
30歳代 139 34 22 18 27 4 30 24 17 1 31 2
 100.0 24.5 15.8 12.9 19.4 2.9 21.6 17.3 12.2 0.7 22.3 1.4
40歳代 161 43 27 25 19 10 34 16 27 6 29 2
 100.0 26.7 16.8 15.5 11.8 6.2 21.1 9.9 16.8 3.7 18.0 1.2
50歳代 246 65 39 51 20 19 48 23 54 7 40 7
 100.0 26.4 15.9 20.7 8.1 7.7 19.5 9.3 22.0 2.8 16.3 2.8
60歳代 257 93 31 51 28 19 62 29 44 4 34 10
 100.0 36.2 12.1 19.8 10.9 7.4 24.1 11.3 17.1 1.6 13.2 3.9
70歳以上 320 113 35 55 11 23 44 65 31 7 58 35
 100.0 35.3 10.9 17.2 3.4 7.2 13.8 20.3 9.7 2.2 18.1 10.9

36.0 

29.1 

25.5 

24.7 

24.4 

21.5 

20.0 

17.4 

16.2 

16.0 

13.7 

12.8 

12.3 

11.8 

11.1 

10.9 

10.4 

10.3 

8.6 

7.0 

5.9 

3.8 

3.5 

2.6 

0.7 

6.2 

2.9 

0 10 20 30 40

高齢者・障がい者などの介護や生活支援

福祉に関する情報の提供

公共交通の整備や移動の支援

身近な相談窓口

医療

年金などの社会保障制度

健康づくり

孤立した人やひきこもりの人への支援

子育ての支援

地域住民のつながりづくり

地域での支えあいの活動

認知症の人に対する支援

就労のための支援

防災や災害時に支援が必要な人への対応

支援が必要な人を発見する取組み

経済的に困窮している人への支援

犯罪や事故のない安全なまちづくり

こころの健康に関する支援

虐待、いじめや差別の防止、消費者被害から
権利擁護

バリア（障壁）のない環境づくり

福祉の心を育てる取組み

福祉に関わる団体や機関のネットワーク

ボランティアやＮＰＯ活動への支援

住宅の確保や住環境の整備

その他

特にない・わからない

無回答

(5LA%)
(n=1,253)

（上段：回答者数　下段：％）
 

ｎ

福
祉
に
関
す
る
情
報
の
提
供

身
近
な
相
談
窓
口

高
齢
者
・
障
が
い
者
な
ど
の
介
護

や
生
活
支
援

子
育
て
の
支
援

孤
立
し
た
人
や
ひ
き
こ
も
り
の
人

へ
の
支
援

経
済
的
に
困
窮
し
て
い
る
人
へ
の

支
援

就
労
の
た
め
の
支
援

年
金
な
ど
の
社
会
保
障
制
度

健
康
づ
く
り

医
療

こ
こ
ろ
の
健
康
に
関
す
る
支
援

認
知
症
の
人
に
対
す
る
支
援

福
祉
の
心
を
育
て
る
取
組
み

18・19歳 17 2 3 6 4 5 2 1 3 5 4 4 1     -
 100.0 11.8 17.6 35.3 23.5 29.4 11.8 5.9 17.6 29.4 23.5 23.5 5.9     -
20歳代 91 19 24 29 42 18 15 16 10 6 23 10 11 5
 100.0 20.9 26.4 31.9 46.2 19.8 16.5 17.6 11.0 6.6 25.3 11.0 12.1 5.5
30歳代 139 35 30 47 59 23 18 29 21 12 41 14 14 7
 100.0 25.2 21.6 33.8 42.4 16.5 12.9 20.9 15.1 8.6 29.5 10.1 10.1 5.0
40歳代 161 33 39 48 27 29 22 30 44 32 37 23 24 10
 100.0 20.5 24.2 29.8 16.8 18.0 13.7 18.6 27.3 19.9 23.0 14.3 14.9 6.2
50歳代 246 76 80 109 39 41 23 27 59 34 70 27 39 15
 100.0 30.9 32.5 44.3 15.9 16.7 9.3 11.0 24.0 13.8 28.5 11.0 15.9 6.1
60歳代 257 87 66 100 22 44 38 31 68 57 58 21 32 17
 100.0 33.9 25.7 38.9 8.6 17.1 14.8 12.1 26.5 22.2 22.6 8.2 12.5 6.6
70歳以上 320 109 63 103 6 55 16 18 60 100 69 30 36 20
 100.0 34.1 19.7 32.2 1.9 17.2 5.0 5.6 18.8 31.3 21.6 9.4 11.3 6.3

（上段：回答者数　下段：％）
 ボ

ラ
ン
テ
ィ

ア
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
活
動
へ

の
支
援

地
域
住
民
の
つ
な
が
り
づ
く
り

地
域
で
の
支
え
あ
い
の
活
動

支
援
が
必
要
な
人
を
発
見
す
る
取

組
み

住
宅
の
確
保
や
住
環
境
の
整
備

バ
リ
ア
（

障
壁
）

の
な
い
環
境
づ

く
り

公
共
交
通
の
整
備
や
移
動
の
支
援

防
災
や
災
害
時
に
支
援
が
必
要
な

人
へ
の
対
応

犯
罪
や
事
故
の
な
い
安
全
な
ま
ち

づ
く
り

虐
待
、

い
じ
め
や
差
別
の
防
止
、

消
費
者
被
害
か
ら
の
権
利
擁
護

福
祉
に
関
わ
る
団
体
や
機
関
の

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク

そ
の
他

特
に
な
い
・
わ
か
ら
な
い

　
無
回
答

18・19歳      - 1     - 1     - 1 2 2 3 5 1     - 2 1
      - 5.9     - 5.9     - 5.9 11.8 11.8 17.6 29.4 5.9     - 11.8 5.9
20歳代 3 10 5 7 5 8 22 9 9 15 2 1 5 3
 3.3 11.0 5.5 7.7 5.5 8.8 24.2 9.9 9.9 16.5 2.2 1.1 5.5 3.3
30歳代 2 15 13 18 7 14 30 14 24 16 3     - 14 3
 1.4 10.8 9.4 12.9 5.0 10.1 21.6 10.1 17.3 11.5 2.2     - 10.1 2.2
40歳代 3 22 16 23 6 11 38 21 9 24 9 1 8 4
 1.9 13.7 9.9 14.3 3.7 6.8 23.6 13.0 5.6 14.9 5.6 0.6 5.0 2.5
50歳代 7 35 36 29 8 23 65 32 16 18 17 2 14     -
 2.8 14.2 14.6 11.8 3.3 9.3 26.4 13.0 6.5 7.3 6.9 0.8 5.7     -
60歳代 16 46 40 33 5 10 71 29 26 16 10 1 12 3
 6.2 17.9 15.6 12.8 1.9 3.9 27.6 11.3 10.1 6.2 3.9 0.4 4.7 1.2
70歳以上 13 70 61 28 2 21 86 38 42 14 6 4 19 19
 4.1 21.9 19.1 8.8 0.6 6.6 26.9 11.9 13.1 4.4 1.9 1.3 5.9 5.9
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⑨ 人生 100 年時代を迎え「地域共生社会の実現」の考え方をどう思うか（問 31） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩ 自分が支えられる側になることを想像し、住み慣れた地域で安心して生活して

いくために、特に重要だと考える取組み（（問 32） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

26.6 

46.4 

6.6 

2.5 

6.1 

8.5 

3.3 

0 10 20 30 40 50

急いでこの考え方に向けて変えていく
必要がある

将来的に考えていく必要がある

どちらともいえない

あまり共感できない（又は変えていく
必要性が

まだ実感できない

わからない

無回答

(%)
(n=1,253)

17.6 

11.0 

24.5 

34.8 

28.0 

28.8 

24.7 

23.5 

47.3 

42.4 

41.6 

48.0 

51.0 

47.5 

5.9 

8.8 

8.6 

6.8 

8.1 

4.7 

5.6 

17.6 

4.4 

3.6 

3.1 

2.4 

1.9 

0.9 

11.8 

6.6 

10.8 

5.6 

5.3 

4.7 

5.9 

23.5 

20.9 

7.9 

6.2 

6.9 

6.2 

8.4 

0.0 

1.1 

2.2 

1.9 

1.2 

2.7 

6.9 

18・19歳
(n=17)

20歳代
(n=91)

30歳代
(n=139)

40歳代
(n=161)

50歳代
(n=246)

60歳代
(n=257)

70歳以上
(n=320)

(%)
0 20 40 60 80 100

急いでこの考え方に向けて

変えていく必要がある

将来的に考えていく必要がある

どちらともいえない あまり共感できない（又は変えていく必要

性が感じられない）

まだ実感できない

わからない 無回答

37.4 

31.8 

28.3 

25.7 

24.0 

19.2 

14.8 

13.2 

11.6 

11.1 

7.7 

7.0 

4.9 

1.6 

5.3 

2.9 

0 10 20 30 40

公共交通を使いやすくする

隣近所など、周囲の理解と協力による
見守りなどの活動を支援する

身近なところに気軽に集まり、交流
できる場を充実させる

高齢者、障がい者、子ども等問わず
利用できるサービスの充実

住民がお互いに支えあい助けあえる
まちづくりをすすめる

手当てなど金銭的な援助を充実させる

健康づくりや生きがいづくりが盛んな
まちづくりをすすめる

高齢者、障がい者、子ども等問わず
地域の相談を受ける体制の充実

健康や福祉についての情報提供を
積極的に行う

ひきこもり、ごみ屋敷、貧困等困難な
問題に対応できる仕組み

歩道や公共施設などのバリアフリー化
をすすめる

高齢者、障がい者への理解を深め、
心のバリアフリー化をすすめる

ＮＰＯ法人やボランティア団体などの
活動をもっと充実させる

その他

わからない

無回答

(3LA%)
(n=1,253) （上段：回答者数　下段：％）

 

ｎ

隣
近
所
な
ど
、

周
囲
の
理

解
と
協
力
に
よ
る
見
守
り

な
ど
の
活
動
を
支
援
す
る

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
や
ボ
ラ
ン

テ
ィ

ア
団
体
な
ど
の
活
動

を
も
っ

と
充
実
さ
せ
る

身
近
な
と
こ
ろ
に
気
軽
に

集
ま
り
、

交
流
で
き
る
場

を
充
実
さ
せ
る

健
康
や
福
祉
に
つ
い
て
の

情
報
提
供
を
積
極
的
に
行

う 住
民
が
お
互
い
に
支
え
あ

い
助
け
あ
え
る
ま
ち
づ
く

り
を
す
す
め
る

健
康
づ
く
り
や
生
き
が
い

づ
く
り
が
盛
ん
な
ま
ち
づ

く
り
を
す
す
め
る

ひ
き
こ
も
り
、

ご
み
屋

敷
、

貧
困
等
困
難
な
問
題

に
対
応
で
き
る
仕
組
み

高
齢
者
、

障
が
い
者
、

子

ど
も
等
問
わ
ず
利
用
で
き

る
サ
ー

ビ
ス
の
充
実

18・19歳 17 1      - 4 1      - 1 4 6
 100.0 5.9      - 23.5 5.9      - 5.9 23.5 35.3
20歳代 91 26 4 22 6 14 7 13 29
 100.0 28.6 4.4 24.2 6.6 15.4 7.7 14.3 31.9
30歳代 139 34 11 34 9 21 18 21 47
 100.0 24.5 7.9 24.5 6.5 15.1 12.9 15.1 33.8
40歳代 161 35 8 38 20 34 23 26 51
 100.0 21.7 5.0 23.6 12.4 21.1 14.3 16.1 31.7
50歳代 246 64 11 64 37 65 36 20 82
 100.0 26.0 4.5 26.0 15.0 26.4 14.6 8.1 33.3
60歳代 257 109 13 80 31 74 43 28 57
 100.0 42.4 5.1 31.1 12.1 28.8 16.7 10.9 22.2
70歳以上 320 123 12 110 41 92 56 25 42
 100.0 38.4 3.8 34.4 12.8 28.8 17.5 7.8 13.1

（上段：回答者数　下段：％）
 高

齢
者
、

障
が
い
者
、

子

ど
も
等
問
わ
ず
地
域
の
相

談
を
受
け
る
体
制
の
充
実

手
当
て
な
ど
金
銭
的
な
援

助
を
充
実
さ
せ
る

公
共
交
通
を
使
い
や
す
く

す
る

高
齢
者
、

障
が
い
者
へ
の

理
解
を
深
め
、

心
の
バ
リ

ア
フ
リ
ー

化
を
す
す
め
る

歩
道
や
公
共
施
設
な
ど
の

バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
を
す
す

め
る

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

　
無
回
答

18・19歳 6 6 4 2 2      - 3      -
 35.3 35.3 23.5 11.8 11.8      - 17.6      -
20歳代 9 29 35 7 9 1 10 1
 9.9 31.9 38.5 7.7 9.9 1.1 11.0 1.1
30歳代 16 38 51 12 13 2 11 3
 11.5 27.3 36.7 8.6 9.4 1.4 7.9 2.2
40歳代 23 52 58 10 9 6 8 2
 14.3 32.3 36.0 6.2 5.6 3.7 5.0 1.2
50歳代 39 47 98 18 19 3 10 1
 15.9 19.1 39.8 7.3 7.7 1.2 4.1 0.4
60歳代 32 47 90 11 24 2 6 7
 12.5 18.3 35.0 4.3 9.3 0.8 2.3 2.7
70歳以上 39 20 127 26 19 5 16 19
 12.2 6.3 39.7 8.1 5.9 1.6 5.0 5.9
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⑪ 地域で助けあい、支えあい活動を活発にするための重要な手段（問 33） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫ 困ったときに助けあえる「まち」のイメージ（問 35） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（上段：回答者数　下段：％）
 

ｎ

地
域
に
お
け
る
福
祉
活
動
の
意
義
と
重
要

性
を
も
っ

と
Ｐ
Ｒ
す
る

地
域
で
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
な
ど
の
活
動
の
拠

点
と
な
る
場
を
整
備
す
る

地
域
に
お
け
る
福
祉
活
動
の
活
動
費
・
運

営
費
な
ど
の
資
金
的
な
援
助
を
行
う

ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
リ
ー

ダ
ー

や
福
祉
活
動
に

関
わ
る
人
を
育
成
す
る

福
祉
活
動
の
相
談
・
指
導
を
担
当
す
る
専

門
職
員
の
充
実
を
図
る

困
っ

て
い
る
人
と
、

支
援
で
き
る
人
と
の

調
整
を
図
る
仕
組
み
を
作
る

困
っ

て
い
る
人
や
、

助
け
あ
い
の
場
や
組

織
に
つ
い
て
情
報
を
得
や
す
く
す
る

介
護
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
活
動
の
方
法
な
ど

に
関
す
る
研
修
を
行
う

学
校
教
育
や
社
会
教
育
を
進
め
る
中
で
、

も
っ

と
福
祉
教
育
を
充
実
す
る

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

　
無
回
答

18・19歳 17 4 3 3 5 3 2 4 1 3      - 3 1
 100.0 23.5 17.6 17.6 29.4 17.6 11.8 23.5 5.9 17.6      - 17.6 5.9
20歳代 91 16 16 20 15 15 27 26 6 28 1 15 1
 100.0 17.6 17.6 22.0 16.5 16.5 29.7 28.6 6.6 30.8 1.1 16.5 1.1
30歳代 139 16 29 48 34 29 53 48 5 26      - 17 3
 100.0 11.5 20.9 34.5 24.5 20.9 38.1 34.5 3.6 18.7      - 12.2 2.2
40歳代 161 23 40 54 35 43 52 38 12 27 7 16 2
 100.0 14.3 24.8 33.5 21.7 26.7 32.3 23.6 7.5 16.8 4.3 9.9 1.2
50歳代 246 37 52 72 70 64 89 61 15 42 5 25 4
 100.0 15.0 21.1 29.3 28.5 26.0 36.2 24.8 6.1 17.1 2.0 10.2 1.6
60歳代 257 56 75 88 66 57 87 62 9 36 3 19 8
 100.0 21.8 29.2 34.2 25.7 22.2 33.9 24.1 3.5 14.0 1.2 7.4 3.1
70歳以上 320 101 58 82 69 54 80 68 21 43 3 35 34
 100.0 31.6 18.1 25.6 21.6 16.9 25.0 21.3 6.6 13.4 0.9 10.9 10.6

31.5 

29.7 

24.6 

23.6 

22.1 

21.5 

20.4 

16.7 

5.5 

1.5 

10.8 

4.4 

0 10 20 30 40

困っている人と、支援できる人
との調整を図る仕組みを作る

地域における福祉活動の活動費・
運営費などの資金的な援助を行う

困っている人や、助けあいの場や
組織について情報を得やすくする

ボランティアリーダーや福祉
活動に関わる人を育成する

地域でボランティアなどの活動の
拠点となる場を整備する

福祉活動の相談・指導を担当する
専門職員の充実を図る

地域における福祉活動の意義と
重要性をもっとＰＲする

学校教育や社会教育を進める中で、
もっと福祉教育を充実する

介護やボランティア活動の方法
などに関する研修を行う

その他

わからない

無回答

(3LA%)
(n=1,253)

50.7 

34.8 

32.3 

22.3 

18.7 

14.8 

12.5 

12.2 

12.1 

11.8 

11.0 

8.7 

1.0 

8.0 

5.4 

0 20 40 60

困ったときにどんな問題でも相談
できる所（人）がある

困ったときの相談先や有償無償サービス
などの情報提供の充実

隣近所の交流や助けあいが活発である

福祉活動の相談、調整・交流を担当する
専門職員が充実している

自治会を中心に地域福祉活動が
活発である

ボランティア活動への支援が
充実している

学校教育や社会教育で福祉教育が
充実している

熱心な地域リーダーがいて、福祉活動を
リードしている

ボランティアグループや地域団体などの
連絡・連携が図られている

地域ごとにいろいろなボランティア活動が
活発に行われている

困っている人を（有料で）助ける事業
（ＮＰＯなど）がある

ボランティア育成制度など、相互に
助け合う制度がある

その他

わからない

無回答

(MA%)
(n=1,253)

（上段：回答者数　下段：％）
 

ｎ

困
っ

た
と
き
に
ど
ん
な
問
題
で

も
相
談
で
き
る
所
（

人
）

が
あ

る 困
っ

た
と
き
の
相
談
先
や
有
償

無
償
サ
ー

ビ
ス
な
ど
の
情
報
提

供
の
充
実

隣
近
所
の
交
流
や
助
け
あ
い
が

活
発
で
あ
る

自
治
会
を
中
心
に
地
域
福
祉
活

動
が
活
発
で
あ
る

地
域
ご
と
に
い
ろ
い
ろ
な
ボ
ラ

ン
テ
ィ

ア
活
動
が
活
発
に
行
わ

れ
て
い
る

困
っ

て
い
る
人
を
（

有
料
で
）

助
け
る
事
業
（

Ｎ
Ｐ
Ｏ
な
ど
）

が
あ
る

ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
育
成
制
度
な

ど
、

相
互
に
助
け
合
う
制
度
が

あ
る

18・19歳 17 6 4 3 3 3      - 2
 100.0 35.3 23.5 17.6 17.6 17.6      - 11.8
20歳代 91 40 28 27 9 6 7 6
 100.0 44.0 30.8 29.7 9.9 6.6 7.7 6.6
30歳代 139 66 60 31 16 15 9 10
 100.0 47.5 43.2 22.3 11.5 10.8 6.5 7.2
40歳代 161 89 66 39 23 18 15 14
 100.0 55.3 41.0 24.2 14.3 11.2 9.3 8.7
50歳代 246 126 101 76 38 23 33 27
 100.0 51.2 41.1 30.9 15.4 9.3 13.4 11.0
60歳代 257 131 90 96 64 37 42 24
 100.0 51.0 35.0 37.4 24.9 14.4 16.3 9.3
70歳以上 320 169 78 129 79 46 30 26
 100.0 52.8 24.4 40.3 24.7 14.4 9.4 8.1

（上段：回答者数　下段：％）
 熱

心
な
地
域
リ
ー

ダ
ー

が
い

て
、

福
祉
活
動
を
リ
ー

ド
し
て

い
る

ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
グ
ル
ー

プ
や
地

域
団
体
な
ど
の
連
絡
・
連
携
が

図
ら
れ
て
い
る

福
祉
活
動
の
相
談
、

調
整
・
交

流
を
担
当
す
る
専
門
職
員
が
充

実
し
て
い
る

ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
活
動
へ
の
支
援

が
充
実
し
て
い
る

学
校
教
育
や
社
会
教
育
で
福
祉

教
育
が
充
実
し
て
い
る

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

　
無
回
答

18・19歳 1 1 2 3 2 1 4      -
 5.9 5.9 11.8 17.6 11.8 5.9 23.5      -
20歳代 7 10 19 18 22 1 10 1
 7.7 11.0 20.9 19.8 24.2 1.1 11.0 1.1
30歳代 15 22 30 25 23 1 15 3
 10.8 15.8 21.6 18.0 16.5 0.7 10.8 2.2
40歳代 20 23 41 26 30 4 11 7
 12.4 14.3 25.5 16.1 18.6 2.5 6.8 4.3
50歳代 35 34 73 35 27      - 17 6
 14.2 13.8 29.7 14.2 11.0      - 6.9 2.4
60歳代 32 33 49 39 28 3 17 17
 12.5 12.8 19.1 15.2 10.9 1.2 6.6 6.6
70歳以上 43 26 61 39 24 3 23 32
 13.4 8.1 19.1 12.2 7.5 0.9 7.2 10.0
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⑬ 地域における課題や問題を解決するために中心となる人（問 37） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑭ 地域において力を入れて取り組むべき活動（問 38） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

51.9 

49.2 

32.3 

25.4 

23.1 

19.2 

13.2 

10.2 

1.0 

10.5 

5.9 

0 20 40 60

その地域に住んでいる住民

市役所（各支所を含む）

自治会や自治協議会の役員等

民生委員・児童委員（民生・児童協力
委員を含む）

社会福祉協議会

地域包括支援センター等

地域にある社会福祉法人（高齢者等の
施設、認定こども園）

ボランティア団体、ＮＰＯなどの
民間団体、企業や事業所

その他

わからない

無回答

(MA%)
(n=1,253)

（上段：回答者数　下段：％）
 

ｎ

そ
の
地
域
に
住
ん
で
い
る
住
民

自
治
会
や
自
治
協
議
会
の
役
員
等

市
役
所
（

各
支
所
を
含
む
）

民
生
委
員
・
児
童
委
員
（

民
生
・
児

童
協
力
委
員
を
含
む
）

社
会
福
祉
協
議
会

地
域
に
あ
る
社
会
福
祉
法
人
（

高
齢

者
等
の
施
設
、

認
定
こ
ど
も
園
）

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

等

ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
団
体
、

Ｎ
Ｐ
Ｏ
な
ど

の
民
間
団
体
、

企
業
や
事
業
所

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

　
無
回
答

柏原地域 179 95 49 81 46 37 28 27 23 1 20 10
 100.0 53.1 27.4 45.3 25.7 20.7 15.6 15.1 12.8 0.6 11.2 5.6
氷上地域 333 172 116 170 85 75 48 67 30 3 33 20
 100.0 51.7 34.8 51.1 25.5 22.5 14.4 20.1 9.0 0.9 9.9 6.0
青垣地域 131 68 40 62 25 33 13 18 11 1 9 12
 100.0 51.9 30.5 47.3 19.1 25.2 9.9 13.7 8.4 0.8 6.9 9.2
春日地域 234 112 65 109 47 47 27 46 28 1 32 13
 100.0 47.9 27.8 46.6 20.1 20.1 11.5 19.7 12.0 0.4 13.7 5.6
山南地域 197 93 76 101 55 54 30 47 21 2 26 11
 100.0 47.2 38.6 51.3 27.9 27.4 15.2 23.9 10.7 1.0 13.2 5.6
市島地域 172 108 58 91 58 43 18 34 15 3 12 6
 100.0 62.8 33.7 52.9 33.7 25.0 10.5 19.8 8.7 1.7 7.0 3.5

35.1 

28.3 

27.5 

24.5 

21.4 

18.4 

16.9 

9.1 

8.1 

6.6 

6.1 

2.6 

1.5 

13.0 

6.0 

0 10 20 30 40

多世代で交流を深める活動

高齢者を対象とする活動

地域の仲間づくり、居場所
づくり活動

孤立を防ぐための活動

防犯・防災活動

子どもや青少年を対象とする
活動

自治会活動

障がい者を対象とする活動

生活困窮者を対象とする活動

男女共同参画を推進する活動

制度の狭間に位置する方への
支援

外国人を対象とする活動

その他

わからない

無回答

(MA%)
(n=1,253)

（上段：回答者数　下段：％）
 

ｎ

多
世
代
で
交
流
を
深
め
る
活
動

高
齢
者
を
対
象
と
す
る
活
動

障
が
い
者
を
対
象
と
す
る
活
動

子
ど
も
や
青
少
年
を
対
象
と
す
る

活
動

外
国
人
を
対
象
と
す
る
活
動

生
活
困
窮
者
を
対
象
と
す
る
活
動

制
度
の
狭
間
に
位
置
す
る
方
へ
の

支
援

孤
立
を
防
ぐ
た
め
の
活
動

地
域
の
仲
間
づ
く
り
、

居
場
所
づ

く
り
活
動

男
女
共
同
参
画
を
推
進
す
る
活
動

自
治
会
活
動

防
犯
・
防
災
活
動

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

　
無
回
答

柏原地域 179 61 52 24 39 8 13 10 41 47 12 25 30 3 31 11
 100.0 34.1 29.1 13.4 21.8 4.5 7.3 5.6 22.9 26.3 6.7 14.0 16.8 1.7 17.3 6.1
氷上地域 333 109 96 33 62 9 25 18 71 83 21 55 76 6 41 22
 100.0 32.7 28.8 9.9 18.6 2.7 7.5 5.4 21.3 24.9 6.3 16.5 22.8 1.8 12.3 6.6
青垣地域 131 51 41 9 19 3 6 7 29 29 14 18 19 3 11 10
 100.0 38.9 31.3 6.9 14.5 2.3 4.6 5.3 22.1 22.1 10.7 13.7 14.5 2.3 8.4 7.6
春日地域 234 80 48 19 32 2 20 18 69 85 6 40 49 1 33 14
 100.0 34.2 20.5 8.1 13.7 0.9 8.5 7.7 29.5 36.3 2.6 17.1 20.9 0.4 14.1 6.0
山南地域 197 68 65 15 45 4 21 14 50 47 19 35 49 1 31 10
 100.0 34.5 33.0 7.6 22.8 2.0 10.7 7.1 25.4 23.9 9.6 17.8 24.9 0.5 15.7 5.1
市島地域 172 69 52 13 33 7 14 10 46 52 10 37 43 4 15 6
 100.0 40.1 30.2 7.6 19.2 4.1 8.1 5.8 26.7 30.2 5.8 21.5 25.0 2.3 8.7 3.5
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３ 人口動態から見る本市の将来見込み 

（１）総人口の推移と将来推計（1960 年→2060 年）※国・兵庫県・丹波市 

 

 

・平成７年(1995年)までは、ほぼ横ばいで推移していましたが、それ以降は減少し、

内閣府が提供するデータをもとにした今後の人口推計においても減少し続ける予

測となっています。 

・団塊の世代が全て 75 歳以上となる令和７年(2025 年)には、本市の人口は 58,268 人

（約 6,000 人減／平成 27 年(2015 年)比較）、令和 22 年(2040 年)には 48,115 人（約

16,500 人減／平成 27 年(2015 年)比較）となり、約 20 年後には青垣・市島地域に

相当する人口が減少することになります。 
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（２）人口ピラミッドの変化（2015 年→2060 年／男女別） 

 

 

・平成27年(2015年)をみると、男女とも65～69歳前後の団塊の世代にボリュームが集

まっており、また40～44歳前後の団塊ジュニア世代と、10～14歳前後にも一定のボ

リュームが見られます。他方、男女とも20～24歳の人口ボリュームは小さくなって

います。 

・令和42年(2060年)をみると、総人口の減少が見られ、男女ともに60歳以上が多くなっ

ており、その中でも女性の90歳以上区分が、全年齢構成区分の中で最も多くなって

います。 

・年齢別人口構成は、戦前からの「ピラミッド型」から、現在では「釣鐘型」となり、

将来的には少子化が進み、「つぼ型」又は「逆ピラミッド型」に変わっていくと推計

されています。 
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（３）年齢３区分別人口の推移と将来推計（1980 年→2060 年） 

 

 

 

 

 

・65歳以上の老年人口は、昭和55年(1980年)から平成27年(2015年)にかけて増加して

いますが、団塊の世代が全て75歳以上となる令和７年(2025年)をピークに徐々に減

少します。ただし、総人口に占める老年人口の割合は、令和７年(2025年)以降も拡

大する見込みとなっています。 

・15 歳から 64 歳までの生産年齢人口（支え手側）は、平成７年(1995 年)までは緩や

かに減少していましたが、平成 22 年(2010 年)から減少の割合が大きくなり、その

傾向は今後も継続すると推計されています。 
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第３章 本市の地域福祉をめぐる課題認識            

１ 本市における人口減少社会の到来による現役世代の減少への対応 

 

 

 

 

 

生産年齢人口（15～64 歳）、いわゆる現役世代が減少し、社会経済を支える層が

少なくなっていくことに伴い、高齢者等の福祉サービスを提供する担い手も必然的

に不足し、これまでのようなサービスの提供体制を維持していくことが難しくなっ

ていくことが予想されます。 

  このため、すべてをサービス化して「支える側」と「支えられる側」を固定化す

るのではなく、子ども・高齢者・障がい者などを含む全ての地域住民が役割を持ち、

支えあいながら、安心して自分らしく活躍できるような地域コミュニティを育み、

公的な福祉サービスと協働して助けあいながら暮らすことのできる仕組みを構築

することが求められます。例えば、これまで、居宅サービス全般を提供してきたホー

ムヘルパーは、身体介護などを行う専門的なヘルパーに特化する一方で、軽度者に

対する家事援助など軽微な生活援助に関しては、くらし応援隊などの地域住民によ

る有償又はボランティアポイントでの支えあい活動のなかで補っていくことなど

が考えられます。 

本市においては、人口構成の変動が全国平均よりも15年程度早く進行しているこ

とから、全国的に高齢者人口がピークを迎え社会保障費が増大する、いわゆる「2040

年問題」は差し迫った問題であり、早急に地域包括ケアシステムを深化・推進し、

地域共生社会の実現をめざした包括的支援体制の構築が必要となっています。 

 

２ 多様な社会資源と連携・協働した「丸ごと」支援するための仕組みへ

の転換 

 

 

 

 

 

介護や福祉相談に関する内容が複雑化・複合化しており、分野ごとの相談から「丸

ごと」相談への移行が必要となっています。 

本市では、令和２年(2020年)４月から健康福祉部に福祉総合相談係を設置し、「福

祉まるごと相談」の体制を整備しています。３圏域の地域包括支援センター、隣保

館の総合生活相談や社会福祉法人による「よろずおせっかい相談所」、民生委員・児

問題点 生産年齢人口の減少により、福祉サービスの担い手が不足する 

課 題 生活支援活動(互助)の推進 

問題点 人々の暮らしの中の生活課題の複雑化・複合化 

課 題 包括的、伴走型の支援体制の構築 
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童委員や自治協、自治会、隣近所などの見守り活動などとも連携しながら、ひきこ

もり問題、自殺対策なども含め、全世代を対象として漏れ落ちのない相談体制を構

築していくことが重要です。 

また、支援方法も高齢者や障がいのある人、子ども等を垣根なく総合的に提供で

きる仕組みをつくり、従来の縦割りによる支援の弊害をなくすことをめざし、年齢

やライフステージ14で分割されることがない、多職種、多機関の協働による伴走型

（市民に寄り添った）の支援体制へ転換していくことが必要です。 

 

３ 「我が事」による支えあいの仕組みづくり 

 

 

 

 

 

市民を対象に実施したアンケート調査では、日常的に｢地域活動へ参加していな

い｣と回答した方の割合は約 20％もあり、（(3)地域活動の参加状況 問 21 から）、

地域活動の輪をさらに広げるために必要なこととして、｢住民の意識向上｣が最も多

く挙げられています。また、自治協の会長及び地域コミュニティ活動推進員を対象

とした意識調査では、「地域住民の関係性が希薄化している」との意見があります。

このことから、現状として、地域活動に主体的に参加できていない人がいたり、住

民の関係づくりに寄与するような地域活動や場づくりが十分ではなかったりして

いることが考えられます。 

したがって、例えば伝統的なお祭りや環境美化活動といった日常的な地域活動に

おいても、｢人権や福祉の視点｣を取り入れ、相互に認めあい、学びあい、思いやる関

係性をつくるプロセスを大切にして、地域に暮らす一人ひとりが地域社会に位置づ

けられることで、地域の課題は自分の課題でもあるという「我が事」意識を育んでい

く必要があります。こうした地域社会に根づいた「我が事」意識が、身近な声がけや

見守りを生み、更には支えあいの仕組みづくりにつながっていくと考えられます。 

 

４ 自己決定が尊重され、尊厳が守られる地域づくり 

 

 

 

 

 

アンケート調査結果では、成年後見制度について｢内容まで知っている｣の割合は、

                                        
14 ライフステージ：人の一生の成長・成熟の度合いに応じた移り変わりのことで、「乳児期」「幼児期」「児童期」

「思春期」「成人期」「壮年期」「老年期」などに分けたそれぞれの段階をいう。 

問題点 地域住民の関係性の希薄化 

課 題 「我が事」意識の醸成 

問題点 生きづらさ、生活のしづらさ 

課 題 成年後見制度の利用促進 
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｢利用している｣との回答を含めても42.3％に留まり、逆に「ことばも内容も全く知

らない」という回答は23.2％で、制度の周知は十分だとは言えない状況にあります。 

また、虐待が疑われる場面に気づいた時に対応することで不安に感じることは、

「虐待が余計にひどくなること」（36.6％）や「虐待ではなく、指導やしつけの範囲

の可能性があること」（28.3％）、「自分が通報したことがわかり、責められるかもし

れないこと」（26.1％）などが上位となっています。高齢者をはじめ、障がいのある

人や児童等に対する虐待の防止を図るため、市民に対する虐待防止意識の向上を図

る啓発が引き続き重要となります。 

国では、平成28年(2016年)に「成年後見制度の利用の促進に関する法律」が施行

され、平成29年(2017年)には「成年後見制度利用促進基本計画」が閣議決定されま

した。これにより、認知症をはじめ、知的障がいや精神障がい等により判断能力が

不十分な人の発見に努め、必要な支援に結び付けることが必要とされました。 

また、福祉サービス事業者や民生委員・児童委員など日常的に本人を見守るチー

ム、法律や福祉の専門職団体や関係機関で必要な支援体制を推進する協議会、権利

擁護支援を行う中核機関からなる「権利擁護支援の地域連携ネットワーク」を構築

し、成年後見制度の利用が必要な人の自己決定が尊重され、意思決定支援に基づい

た自分らしい生活ができるような体制づくりも必要とされました。 

このようなことから、本市においても、権利擁護や虐待防止に向けた取組みを進

め、すべての人が個人としての尊厳が重んじられ、人権が尊重される地域づくりを

推進することが必要です。 

 

５ 社会福祉法人との連携・協働と福祉人材の確保・育成 

 

 

 

 

 

社会福祉法人を対象としたアンケート調査結果では、ほぼすべての社会福祉法人

において地域貢献について積極的に取組み、市民と協働して地域づくりができる関

係の構築を望んでおり、今後は、地域住民と社会福祉法人をつなぐ取組みを行って

いく必要があります。 

また、社会福祉法人同士の連携や、複数の法人による地域連携事業の実施につい

ても今後の課題であり、丹波市社会福祉法人連絡協議会「ほっとかへんネット丹波」

を通じて協議を行い、実行に結び付けていくことが重要です。 

一方、人材の確保・育成については、福祉・介護業界の情報発信力が弱いため、

福祉・介護職のやりがいや魅力の発信が十分ではない状況です。 

また、介護に対するこれまでのイメージとして「介護はしんどい、きつい」といっ

た先入観が福祉・介護業界のイメージダウンを招いていると思われるため、例えば

問題点 要支援者の増大と地域資源の不足 

課 題 社会福祉法人の関わり方と市民の福祉意識の向上 
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ＩＣＴ15の積極的活用等、従事者の負担を減らす工夫を支援するなど、オール丹波

市で、「就職先に選んでもらえる職業」をめざした福祉・介護業界のイメージアップ

を図っていく必要があります。特に、将来の人材となることが期待される若い世代

に対し、学齢期から福祉学習を進め、福祉・介護業界をめざす学生を一層支援して

いく必要があります。 

 

６ 地域ぐるみで安全・安心なまちづくりの推進 

 

 

 

 

 

全国的な傾向として、各地で多発する風水害や地震といった自然災害の発生によ

り、多くの尊い命が失われています。 

本市でも、平成26年(2014年)８月に市島地域を中心とした記録的な豪雨により、

多数の山地崩壊を引き起こし、大量の土砂が流木を巻き込んで流出した結果、山裾

の住宅などが被害を受けたほか、土砂・流木が河川を塞ぎ、集落や農地に浸水が広

がるなど連鎖的に被害が発生しました。 

防災・減災対策の推進に当たっては、総合的な取組みが重要であり、特に自力で

避難することが困難と考えられる高齢者や障がい者等の災害時要援護者にかかる

避難支援対策が大きな課題となっています。 

大きな災害が発生した場合、公的支援には限界があります。災害時要援護者も含

めて、まずは市民一人ひとりが自分や家族の身は自分で守る「自助」、そのうえで隣

近所への声かけや安否確認、さらに自治会（自主防災組織）や民生委員・児童委員

等の組織的な安否確認、避難誘導等の「互助」が確実に行われる取組みが重要です。 

このような「自助」「互助」が機能するためには、日頃から地域で話しあいの機会

を設けるなどの支援体制の構築が重要であり、災害時要援護者の避難支援にあたっ

ては「地域の人は、地域で守る」を基本とし、行政等による支援活動の「公助」を

併せて、地域のさまざまな人と人とのつながりにより平常時・災害発生時を通じた

支援体制づくりを進めていくことが求められます。 

 

  

                                        
15 ＩＣＴ：「Informartion and Communication Technology」の略。コンピューターやインターネットに関連する

情報通信技術のこと。 

問題点 平常時・災害発生時のおける地域での防災・減災対策 

課 題 高齢者や障がい者等の災害時要援護者にかかる避難支援対策 
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■基本理念■ 

①市民一人ひとりが主体のまち たんば【自助】 
  健康づくり・介護予防・生きがいづくりなど私たち一人ひとりができること 

を考えます 

②集い・支えあい暮らし続けられるまち たんば【互助】 
  超高齢・少子社会に、地域資源を活かした様々な支援活動を通じ、生まれてから

看取りまで丸ごと支える、みんながつながる福祉コミュニティを創ります 

市民相互が支え合う地域共生社会をめざそう 

住み慣れた地域に住み続ける生活スタイル 

③孤立を許さない福祉基盤・サービスのあるまち たんば【共助・公助】 

生きづらさ、生活のしづらさ等丸ごと受け止める仕組みをつくります 

第４章 計画の基本的な考え方            

１ まちづくりの目標とめざす暮らしの姿 

地域福祉の目的は、様々な事情により福祉サービスや支援が必要となっても、家

族をはじめ、友人や知人、近隣との関係を保ち、社会と関わりをもちながら、いき

いきとその地域で暮らし続けることです。 

その目的の実現のためには、超高齢社会・人口減少社会の到来や住民相互の関係

の希薄化に伴い、多様化・複雑化する地域課題の解決に向け取り組んでいく必要が

あります。 

今後は、「第２次丹波市総合計画」の施策目標で掲げている下記の「まちづくりの

目標」と「丹波市まちづくりビジョン」における「第２のまちづくりの方向性」の

もと、この計画の基本理念を設定して様々な施策を展開し、暮らしの姿の実現に向

け、高齢者、障がいのある人、子どもを含むすべての市民が、それぞれの役割をもっ

て地域づくりや生きがいづくりに主体的に参加・参画し、支え、助けあえる地域共

生社会を構築していきます。 
 

■まちづくりの目標■ 

 

 

 

■めざす暮らしの姿■ 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 次丹波市総合計画 施策目標１-３ 

丹波市まちづくりビジョン まちづくりの方向性(第２) 
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２ 重要視点 

前述の課題認識を踏まえ、本市での「地域共生社会」の実現を視野に、本計画で

は、次の重要視点に立ち、今後５か年の地域福祉活動のさらなる充実・発展をめざ

します。 

 

（１）地域を基盤とした多職種、多機関の連携強化 

  人口減少社会を迎えた今、社会経済の担い手である生産年齢人口の減少が見込ま

れ、それに伴う税収減による市の財政規模の縮小だけでなく、介護や福祉サービス

を担う人材の確保が困難な状況になるものと予想されています。 

そのような中で、複雑化・複合化する地域課題を解決していくため、既存の団体

や施設、サービス等を最大限に利活用し、人、団体、モノ、企業、制度等様々なも

のをつなぎ、協働と連携を強化し、最大限の効果を引き出す取組みを推進します。 

 

（２）地域づくり 

これまで、自治会など近隣の範囲では、福祉や防災など暮らしに関する身近な助

けあい活動が行われてきました。また、自治会の範囲より広域の概ね小学校区単位

で設立されている自治協においても、小規模ながらも、交流、福祉、防災、又は経

済など地域の暮らしを支える様々な機能をもつ活動を住民主体で担い育てること

によって、地域を経営していくような自治のあり方、いわゆる小規模多機能自治16

が推進されています。 

  一方で、これまで地域福祉の分野においては、向こう三軒両隣といった近所同士

の関係を基盤として、地域で困っている人、支援が必要な人などを見逃すことがな

く、関係機関などと連携しながら地域住民相互が支えあう「福祉コミュニティ17」

づくりが推進されてきました。 

今後、ますます複雑化・複合化していく地域生活課題を解決していくためには、

自治会や自治協などの地域コミュニティによって面的に展開されていく地域づく

りと、支援を必要としている具体的な一人ひとりを支えていく地域福祉活動18とが

連携して一体的に推進されていくことが求められています。 

 

  

                                        
16 小規模多機能自治：小規模ながらも、様々な機能をもった、住民自治の仕組み。言い換えると、概ね小学校区

域において、目的型組織や地縁型組織等のあらゆる団体が結集し、地域課題を自ら解決し、地域運営を行う仕

組み。公民館等拠点施設も有する。 
17 福祉コミュニティ：本計画では従来の個別支援や支援の必要な人を地域の中心に据えたまちづくりをしている

コミュニティといった定義ではなく、「福祉目線」「福祉の心」を取りいれた活動を実施していくコミュニ

ティ、まちづくりを意味します。 
18 地域福祉活動: 自治会、自治協等で実施する「認知症予防講座」や「ボランティア講座」等。 



第１部 第３期丹波市地域福祉計画 

35 

（３）人権擁護 

権利擁護支援の中心は意思決定支援と捉え、支援が必要な状態となっても、それ

ぞれのライフステージにおいてその人らしい暮らしを自分の意思で決定し送るこ

とができるよう、本人の権利や生活を守る取組みを推進します。コロナ禍において

は、同調圧力によって個人の意思決定が覆されることのない社会づくりをめざしま

す。ＤＶや性的少数者に対する差別、コロナ差別など人権を脅かす事態に適切に対

応し、家族や地域住民、関係機関や団体などと連携しながら、人としての尊厳が守

られる地域づくりを推進します。 

 

（４）人づくり 

地域福祉を推進するためには、地域福祉に関わる様々な機関・団体の連携や地域

における包括的な支援体制の構築等、様々な取組みが必要であり、どの取組みの推

進においても、その礎となる福祉マインドを持つ人材の確保が不可欠です。 

そのため、学齢期の福祉学習だけでなく、誰もが支援の「受け手」になり「支え

手」となることに対する理解を深め定着させ、地域福祉を推進する様々な取組みの

礎が育まれるよう、生涯学習として一貫的に取り組み、福祉マインドが磨かれた人

財づくりをめざします。 

なお、実際の福祉現場である介護や保育分野を中心に、福祉サービスの量的拡大

が求められています。また、生活困窮者の自立支援をはじめ、成年後見制度の利用

促進、刑余者19の地域定着支援、さらには住宅確保困難者に対する居住支援、地域福

祉の推進に必要なセーフティネット対策等、幅広い分野での取組みが求められ、広

範な知識と高い対人援助技術を有する人材の確保が求められています。 

本市において福祉・介護職として働き、またできるだけ長く定着することにつな

がるよう、福祉・介護を身近に感じられる環境づくりとともに、本市独自の支援策

を検討し、それに基づく取組みを進めます。また、ＩＣＴ等を活用して福祉・介護

業界のイメージアップを図り、従事者のやりがいや職場の魅力などについて積極的

に情報発信を行い、福祉・介護人材の確保・育成に結び付けていきます。 

また、社会福祉法人が持つ人材や設備、ノウハウなどの資源を地域に還元する取

組みを、行政だけでなく社会福祉法人や市民を交えて考え、できるところから実行

していくなど、社会福祉法人の公益的な取組みを支援し推進します。 

 

（５）公益活動 

平成28年(2016年)に成立した社会福祉法等の一部を改正する法律による改正後

の社会福祉法第24条第２項の規定に基づき、平成28年(2016年)４月から、税制上の

優遇措置を受ける公益性の高い社会福祉法人の責務として「地域における公益的な

取組み」の実施が位置づけられています。また、国においては、子ども、高齢者、

障がい者など全ての人々が地域、暮らし、生きがいをともにつくり高めあうことが

できる「地域共生社会」の実現をめざし、市民が主体的に地域課題を把握して解決

                                        
19 刑余者：刑罰を受けた経験がある人のこと。前科がある人のこと。 
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を試みる地域づくりへの支援とともに、複合化・複雑化した課題を包括的に受け止

める総合的な相談支援体制づくりを進めています。 

このような背景を踏まえ、丹波市社協をはじめとする社会福祉法人においては、

これまでに培ってきた福祉サービスに関する専門性やノウハウ、地域の関係者との

ネットワーク等を活かしながら、「地域における公益的な取組み」の実践を通じて、

地域共生社会の実現に向けた地域づくりと連携し積極的に貢献していきます。 

 

（６）福祉基盤づくり 

  近年、地域で生活していく中で生じる様々な課題は複雑・多様化しています。 

そのため、生きづらさや生活のしづらさを感じている方々等、誰もが地域で孤立す

ることがないように、様々な困りごとや悩みごとなどに関する相談窓口を一元化す

るとともに、必要な情報を気軽に入手できる体制づくりを推進します。 

また、地域福祉推進のための啓発活動とその中心となる福祉センターや地域福祉

活動の拠点施設の整備・充実など、持続可能な地域福祉の仕組みづくりを進めます。 

 

（７）防災・減災 

台風や大雨などの予測可能な災害は、隣近所の声かけによる早めの避難、そして

大地震などの突発的な災害は、地域での助けあいが人的被害を最小限度に抑えるた

めに重要です。 

風水害や地震など災害発生の危険にさらされたとき、高齢者や障がいのある人な

どで、自力で避難することが困難な在宅の方（災害時要援護者）の安全を守るため、

市と地域が一体となって、これらの人々を支援する互助の仕組みづくりを推進しま

す。 
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３ 地域福祉に関する「圏域」の捉え方 

地域福祉を推進していく対象エリアは、市内全域ですが、地域内における生活課

題や福祉ニーズを的確に把握し、きめ細かに対応していくには、一定の範囲とする

「圏域」の設定が必要となります。 

本市では、令和元年(2019年)11月に策定した「丹波市まちづくりビジョン」にお

ける階層に照らしあわせると、副次都市機能を担う「３つの区域（都市機能保全調

整エリア）」とは別に、福祉に関して独自に地域福祉を推進する層を設定していま

す。まず、自治協とそれを補完しあう「自治会」組織から成り地域コミュニティ機

能を担う「25の地区（市民活動エリア）」があります。また、生活サービス機能を担

う「６つの地域※（日常生活圏域）」には、市役所の各支所、丹波市社協の各支所、

社会福祉法人及び病院など、「まち」を構成する様々な地域資源が配置されており、

それぞれの地域※によって特性が異なります。さらに地域※を包括する「３つの圏域

(地域の連携を補完する３つの圏域)」を設定し、その３つの圏域（西部・南部・東

部）には、地域包括支援センターをそれぞれ設置しています。 

本計画において、この４つの層は地域福祉を推進するために必要な重層的圏域と

言えますが、本計画における地域福祉を推進する圏域とは、「地区（小学校）」を基

本として定めます。ただし、それぞれの地域における特性や資源が異なることから、

その特性等に応じ、柔軟に「地域※」を圏域として定めることもあり得ます。 

市民（地域）の自助・互助レベルで対応できないことは、行政による共助の取組

みで補完していく体制を構築し、本計画に定める施策を推進していきます。 

■地域福祉計画における圏域イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地 区 （25） 

「地域福祉を推進する圏域」 

地域づくりや地区生活支援活動 

エリア 

 自治会 （299） 

「 」 

自治会、民生委員・児童委員や隣近

所による声掛け・見守り活動エリア 

 地 域 （６） 

「日常生活圏域」(旧町単位) 

多職種、多機関の連携エリア 

 圏 域 （３） 

「 」 

地域包括支援センター及びよろ
ずおせっかい支縁センター設置
エリア【西部(氷上・青垣)・南部
(柏原・山南)・東部(春日・市島)】 

地域※：※のついている「地域」は旧町域を表す。 
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■基本理念■ 

①市民一人ひと

りが主体のま

ち たんば 

【自助】   

②集い・支えあ
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③孤立を許さない

福祉基盤・サー

ビスのあるまち 

たんば 

【共助・公助】 

地域を基盤とした多職
種、多機関の連携強化 

地域づくり 

人権擁護 

公益活動 

人づくり 

福祉基盤づくり 

防災・減災 

４ 地域福祉計画の施策体系 

【重要視点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■まちづくりの目標■ 

■めざす暮らしの姿■ 
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地域丸ごとの連携強化・拡大 

福祉コミュニティとしての地
域づくりの推進 

 自治協による支えあい推進体制の整備と活動
の充実 

 介護予防・健康づくりへの市民参加の促進 
 見守り活動の充実・社会参加の機会と場づくり 
 支えあい活動の実践 
 民生委員・児童委員との協働体制の構築 
 多種多様な支え手との協働 

社会福祉法人の地域における
公益的な取組みの促進 

 丹波市社会福祉法人連絡協議会の活性化 
 法人資源を活かした地域への働きかけ 
 地域公益活動を通じた社会福祉法人等の見える
化 

 ライフステージに対応した自立支援活動の充
実強化 

 地域特性を活かした介護・福祉分野における多
職種・多機関の連携と協働 

 医療介護連携の促進による介護予防、重症化防
止及び地域生活支援の充実 

 福祉現場の魅力アップと職場定着支援 
 多様な施策による人材確保 
 研修体制の充実による人材育成の強化 
 業務改善による効率化と安全性向上の推進 

福祉に関わる人材の確保・育
成 

ライフステージに対応した権
利擁護支援体制の充実 

災害時要援護者への支援 

包括的な支援体制を進めるた
めに必要な福祉基盤の整備 

 虐待防止及び対応充実のための体制整備 
 権利擁護ニーズに対する支援体制の充実 
 成年後見制度を活用した権利擁護支援の促進 

住民の福祉意識を高め地域福
祉の担い手として育成 

 住民の福祉意識の高揚 
 住民による地域福祉活動の支援 
 福祉教育の充実 

 災害時要援護者の把握と名簿更新 
 災害時における個別支援計画の作成と共有化 
 平常時における災害への備え（訓練・意識） 
 高齢者及び障がい者施設における避難確保計
画及び業務継続計画の作成 

  

 総合的かつ伴走型相談支援体制の整備 
 社会福祉サービス等の適正な利用促進 
 隣保館運営事業の推進 
 社会福祉施設等の適正な管理運営 
 社会福祉制度や事業の認知度、理解度の向上 
 ユニバーサルデザインの推進 

  

 

【基本目標】 【基本的な施策の方向性】 
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第５章 丹波市地域福祉計画の施策の展開        

 

重要視点１ 地域を基盤とした多職種、多機関の連携強化 

 

 

 

 

 

【施策の考え方】 

 住み慣れた地域に住み続けるために、今ある地域資源20を最大限利活用し、各資

源が連携し協働しながら地域力を強化します。 

 本市では、個別支援の中核を担う機能として、令和２年(2020 年)４月から市役

所に「福祉まるごと相談」を設置しました。相談者本人の状態や世帯の状況に

関わらず受けとめ、生活のしづらさ等を丸ごと相談できる、断らない相談体制

を進めるため、今後は庁内連携及び庁外機関とのネットワークを構築し、伴走

型支援体制を整え、自殺防止やひきこもり問題等、複雑化・複合化する相談に

対応していきます。「福祉まるごと相談」を基盤として、地域包括支援センター、

隣保館の総合生活相談、社会福祉法人、医療法人、ケアマネジャー連絡会、民生

委員児童委員連合会、ボランティア連絡会等、各福祉団体等が協働していくこ

とで縦割や制度の狭間などで支援が必要であるにも関わらず支援の対象から漏

れてしまうような人をなくし、支援が必要な人のライフステージに寄り添った

支援となる仕組みづくりを進めます。 

 保健介護の分野でも、医療介護情報連携事業(ＩＣＴ)の推進により、予防接種

ネットワーク「ちーたんネット」の運用を開始しています。この新たなネット

ワークで蓄積された個人の情報を関係者間で共有し、医療・介護の垣根を取り

払いスムーズな情報取得や情報交換ができつつあります。医療・介護・看取り

における患者の意思確認や専門職同士の連携の取り難さの解消に向けて、今後

は医療・介護連携の展開が求められる中、本市では病院や介護施設で人生の最

後を迎える方が多く、「ＱＯＤ21(Quality of Death：死の迎え方の質)」を意識

した医療介護の連携を検討していく必要があります。また、ネットワークに保

存された情報を活用し、救急隊による搬送時や災害時、個人の健康状態を関係

者間で共有します。 

 

                                        
20 地域資源：ご近所、自治会、社会福祉法人、医療法人、隣保館や健康福祉事務所等公的機関、ＮＰＯ、企業、

商店、民生委員・児童委員、ボランティア、学校、ＰＴＡ、老人クラブ、子ども会、社協、地域包括支援セン

ター等。 
21 ＱＯＤ：「よい死（good death）」と表現されることもあり、死のあり方や死にゆく過程における全般的な質を

意味する。 

 

○地域丸ごとの連携強化・拡大 

基本目標 
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■個別の悩みごと等の相談支援の仕組み図 
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【基本的な施策の方向性】 

（１）ライフステージに対応した自立支援活動の充実強化【重点施策】 

「福祉まるごと相談」を中心に庁内外ネットワークを整備・充実し、複雑化・

複合化した相談に対応し、制度や対象等による縦割りをなくし、支援を必要とす

る方に寄り添い伴走できる相談体制を整えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域特性を活かした介護・福祉分野における多職種・多機関の連携と協働 

   本市は、介護施設や障がい者施設等が地域ごとに分散して設置運営されており、

それぞれの地域でつながっている施設やつながり方が違うため、新しい連携の仕

組みを市全体でつくっていくのではなく、今あるそれぞれの地域の連携を活かし、

職種・機関も連携し協働させ、住み慣れた地域でいつまでも住み続けるまちをめ

ざします。 

 

 

 

 

 

      

  

      

  

 

 

 

 

  

① 市役所庁内ネットワークの構築 

② 社会福祉法人による「よろずおせっかい相談所」による支援 

③ 民生委員・児童委員による包括的な見守り活動 

④ 伴走型支援の仕組みの構築 

⑤ 必要な公的サービスの提供 

⑥ 就労支援、生活困窮支援の充実 

⑦ 各機関※のネットワークの構築 

※機関（丹波市社協、社会福祉法人、医療法人、医師会、企業、福祉事業所等） 

⑧支えあい推進会議へのフィードバック等の実施 

① オレンジ会議 認知症への理解を深め、いつまでも住み続

けることができる地域をめざします。 

② ケアマネジャー連絡会 研修や情報交換などにより、ケアマネジメ

ント力の向上をめざし、より良い地域生

活、在宅生活のあり方を検討します。 

③ 地域ケア会議 各ケースにより多職種・機関が集い、支援

方針を決定します。 

④ 民生委員・児童委員協議会 福祉事務所その他の関係行政機関との連

絡調整をします。 
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（３）医療・介護連携の促進による介護予防、重症化防止及び地域生活支援の充実 

   住み慣れた地域でいつまでも住み続けるため、医療から介護へのスムーズな移

行や、介護予防へ医療職が参画することで、重度化を防ぎ、また地域生活支援を

充実させより住みやすい地域を作っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 医療介護情報連携事業(ＩＣＴ)の活用 

② 介護予防事業へのリハビリ職・保健師等の参画 

③ 退院時支援 

④ ＱＯＤを意識した医療・介護連携 
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重要視点２ 地域づくり 

 

 

 

 

 

【施策の考え方】 

 地域において助けあい、支えあうコミュニティづくりをめざし、地域の生活課

題を話しあう場の設置や、これまで取り組んできた伝統的な行事等にも福祉の

視点を取り入れ、地域住民だけでなく在勤者等地域全体に共生文化の広がる福

祉コミュニティづくりを展開していきます。 

 地域課題を把握し解決を試みる場として、地域に支えあい推進会議の設置を進

めていきます。地域にある様々な団体などが参画することにより、情報交換し、

地域の生活課題を把握し解決に向けて、行政や各機関へつないでいきます。 

また、地域で困っている人と支援(ちょっとした手助け、見守り等)できる人と

のマッチングが行える仕組みづくりをめざします。 

 地域住民が地域活動に参加して、住民同士や在勤者等がつながる状態（顔が見

える、この地域としての住民意識を作る、地域のつながりの中にいる人を増や

す)にするため、他人事を「我が事」に変えていけるような参加の場や働く場、

集う場を充実し、「助けて」や「お手伝いしましょうか」と言いあえる地域社会

をめざします。 

 福祉まるごと相談、地域包括支援センター、隣保館総合生活相談、丹波市社協

(各支所)、自治協、自治会、民生委員・児童委員等がつながる相談支援ネット

ワークの構築と、認知症サポーター養成講座の実施やいきいき百歳体操の展開

を継続していく中で構築される地域の見守り体制によって、孤立を許さない地

域社会をめざします。 

 支えあい推進会議では、地域づくりに関わる様々な主体が参画・協働して、支

えあいの仕組みづくりについての議論を重ねています。学校や社会福祉法人な

ど地域における多様な主体と連携し、それぞれが持つ人、モノ、情報、及びネッ

トワークなどの資源を持ち寄ることによって、より一層効果的な生活支援活動

を展開できるような環境づくりを推進します。そして、こうした多様な主体の

参画と協働の場を創ることによって、世代間交流や多文化共生のネットワーク

が地域のなかで育まれていくことを期待します。 

 自治協を始めとする地域づくりの実践活動を行う組織や団体のなかには、担い

手不足の問題が深刻化し、新たな活動を生み出したり、生み出した活動を継続

したりすることが困難になっているところが少なくありません。そこで、地域

支えあい推進員が、丹波市社協や市の地域づくり部局などと連携・協働して、

人材発掘や育成の支援を行うとともに、人と人（団体）をつなぎ、市民主体の支

えあい活動を生み出していくためのコーディネートを行っていきます。 

 

○福祉コミュニティとしての地域づくりの推進 

基本目標 
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■地区の生活課題の相談支援の仕組み図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本的な施策の方向性】 

（１）自治協による支えあい推進体制の整備と活動の充実【重点施策】 

  本市では、現在「支えあい推進会議」の設置等を進めていますが、全地域にま

での広がりには至っていません。また、すでに設置されている地域・地区でもす

べての「支えあい推進会議」が十分に機能しているとは言えない状況にあります。

互助の取組みを進めるため支えあい推進体制の整備と活動の充実を図っていき

ます。 

 

○支えあい推進体制における各機関の役割 

区域等 関係機関等 役割 

個人 市民(住民) 

 健康維持 

 自主的な介護予防 

 サービスの購入 

 地域福祉活動への参加 

家族、 

隣保、 

組、 

隣近所 

－ 

 家族の支援 

 親しい仲間づくり 

 ちょっとした助けあい 

 日常のあいさつ 

 ちょっとした変化への気づき（自治会や民生委員・

児童委員等へのつなぎ） 
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○支えあい推進体制における各機関の役割 

区域等 関係機関等 役割 

自治会 

自治会、民生委員・児

童委員、地域支えあい

推進員、福祉委員、い

きいきふれあい・サロ

ン実施団体、いきいき

百歳体操実施団体、連

合区、財産区、老人ク

ラブ等 

 友愛訪問、お悩み相談 

 関係機関等へのつなぎ 

 地区課題の情報提供（個人情報を除く地区の傾向） 

 自治会活動 

 身近な相談機能 

 公民館事業 

 いきいき百歳体操 

 民生委員・児童委員へのつなぎ 

 支えあい見守り活動 

地区 

自治協、地域包括支援

センター、地域支えあ

い推進員、民生委員・

児童委員、社会福祉法

人（よろずおせっかい

相談所）、小学校、ボラ

ンティア、福祉関係事

業所、企業、ＮＰＯ法

人等 

 支えあいの仕組み等を議論する「支えあい推進会

議」 

 地区の生活課題を把握（アンケート、サロン、子ど

も食堂、Café、よろずおせっかい相談所サテライト

「つなぎ」等） 

 生活課題を集約する窓口 

 様々な情報（社会資源等）の収集 

 専門機関へのつなぎ 

 支えあい活動の充実、創出 

地域 

市役所各支所、丹波市

社協各支所、地域包括

支援センター、地域支

えあい推進員、社会福

祉法人、民児協、主任

児童委員、中学校 

 地区への福祉支援、地区の補完機能 

 地区や自治会等への必要な助言とつなぎ 

 広域課題の整理、把握及び解決に向けた検討 

 支えあいの仕組み等を議論する「支えあい推進会

議」(地区補完型) 

圏域 

地 域 包 括 支 援 セ ン

ター、地域支えあい推

進員、よろずおせっか

い支縁センター22 

 地区及び地域での生活課題の把握 

 地区及び地域での地域福祉活動への支援やフォ

ロー 

市域 

市役所(福祉まるごと

相談、福祉部局、地域

づくり担当課、隣保館

等)、丹波支えあい推進

会議、丹波市社協、市

民児連、丹波市社会福

祉 法 人 連 絡 協 議 会

(ほっとかへんネット) 

 市役所や丹波市社協は、丹波支えあい推進会議か

ら地域課題の報告を受け、事業を検討し、サービ

スとして提供できるものを実施していきます。 

 丹波支えあい推進会議は地区（地域）の支えあい

推進会議から情報提供のあった地域課題を精査

し、解決に向けて協議し、市や丹波市社協へ報告

や施策提言を行います。 

 市役所、丹波支えあい推進会議、丹波市社協、市民

児連は地域課題に対し情報交換し、解決に向けて

協働します。 

 

 

  

                                        
22 よろずおせっかい支縁センター：よろずおせっかい相談所からの支援や相談とりまとめをする機関（注：「支

縁」はこの文字を使用しています。） 
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コラム いきいき百歳体操 

地域の老人会などの団体が主体となり、週に１回、公民館などに集まり、手足におもり

を着け負荷をかけて行う筋力体操です。筋力の維持向上や転倒防止を図り生活上の動作が

しやすくなるとともに、地域の方と出会って話しをすることで気持ちが明るくなったり、

生活にリズムができるなど、身体も心も元気になれる場として地域に広がっています。さ

らに地域のつながりが強まり、日ごろの声かけや見守りが広がることが期待されています。 

▼DVD を見ながら、いきいき百歳体操を実施 

 

 

 

 

 

 

【春日町山田いきいき百歳体操】   【春日町上ゲ町いきいき百歳体操】 

 

コラム 支えあい推進会議① 

支えあい推進会議 西部 

SAJI ささえ愛い推進会議では委員同士の意見交換を通じて高齢者が生きがいを持って

健康に暮らせる地域をめざしています。話しあうだけでなく、パンフレットの作成やアン

ケート調査等、できることから取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

   

【SAJI ささえ愛い推進会議の様子】 【SAJI ささえ愛い推進会議にて】 
 

支えあい推進会議 西部（氷上地域） 

沼貫地区では、「元気で、安心・安全な地域づくり」のスローガンを基に、65 歳以上の

住民にアンケートを行い、課題を見つけて解決するための取組みを検討しています。 

 

 

 

 

 

 

【住民アンケート】         【沼貫地区支えあい推進会議にて】 
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コラム 支えあい推進会議② 

支えあい推進会議 南部 

地域生活を考える勉強会を重ね立ち上がり、広報活動、勉強会の継続開催と並行して、

事業者とのネットワークを形成、協働して生活にお困りの方へお米を届ける事業などを展

開しています。 

 

 

 

 

 

   

【柏原「お米 de つなぐ助け愛プロジェクト」】 【柏原勉強会の風景】 
 

支えあい推進会議 東部 

鴨庄地区では、平成２９年から地域支えあい推進会議を立ち上げ、世代間交流や集いの

場づくりを行ってきました。また、６５歳以上を対象にした住民アンケートを行い、課題

の把握や解決に向けて話しあいを進めています。 

 

 

 

 

 

   

【鴨庄地区地域支援会議の様子】   【鴨庄地区懇談会の様子】 

 

 

（２）介護予防・健康づくりへの市民参加の促進 

互助の仕組みづくりも大切ですが、個人個人の取組みも大事となってきます。

それぞれが元気で地域社会で活躍できれば、「支え手」が増え、「支えられる人」

の増加を抑えることができます。高齢者だけでなく全世代において、早い段階か

ら健康づくりや介護予防を進めます。 

 

 

  

① いきいき百歳体操サポーターの養成 

② 健康講座への積極的な参加 
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（３）見守り活動の充実・社会参加の機会と場づくり 

地域福祉は「向こう三軒、両隣」が重要です。自治会役員、民生委員・児童委

員、福祉委員やボランティア等の見守り活動だけでは目が行き届きません。自ら

見守りの輪の中へ入っていくことも大切です。自治協や自治会は地域福祉の視点

を踏まえた行事等を実施し、地域住民が積極的に参加できる場をつくります。 

 

 

 

 

（４）支えあい活動の実践 

本市には、地域で支えあうための施策や事業がありますが、周知が不足してい

るため地域住民の認識が低い状況があります。必ず自分自身もいつかは加齢に伴

い心身機能が低下し、要支援状態になるという｢我が事｣意識の醸成を図り、自ら

が近い将来に向けて今、実践することによる地域福祉の推進に努めます。 

 

 

 

 

 

（５）民生委員・児童委員との協働体制の構築 

アンケートの中で民生委員・児童委員のしごとに対する市民の認識が低く、ま

た自治協への意識調査においても民生委員・児童委員との連携不足の意見が多く

ありました。民生委員・児童委員が地域住民において最も身近な相談役として活

躍するために、自治会や自治協と連携し、地区の生活課題等について情報共有を

図り、共に地域を見守る体制をつくります。 

 

 

 

 

 

 

  

① 自治協や自治会行事への参加の呼びかけ 

② 隣近所の見守り活動 

① くらし応援隊への参加や利用促進 

② 認知症見守りＱＲコード、緊急通報システム 

③ チームオレンジの活動支援 

① 支えあい推進会議への参加 

② 民生委員・児童委員と自治協との定期的な懇談会 
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（６）多種多様な支え手との協働 

福祉コミュニティとしての地域づくりを進めていくためには、今あるネット

ワークを強化するだけでなく、新たなつながりが必要となります。 

特に社会福祉法人は、地域のリーダーとして活躍が期待されていることから、

地域活動に対して積極的に参画し、地域における支えあい、助けあい活動への協

働を進めることとします。 

また、市と民間事業所が協定に基づいて実施する｢丹波市高齢者見守り体制（早

期発見 SOS システム、地域見守りネットワーク）｣において、多種多様な事業所の

参画を進め、支え手の確保に努めます。 

なお、本市の外国人人口も年々増加しており、誰もが住みやすく、住み続けた

いまちとなるようネットワークの構築へ研究を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム 民生委員・児童委員による赤ちゃん訪問活動 

民生委員・児童委員は地域での子どもたちの見守り活動の一環として、赤ちゃんの生ま

れた家庭に、おめでとうの気持ちを込めて訪問させていただき、プレゼントや子育て情報

誌などをお届けしています。 

 

【赤ちゃん訪問時のお届け物例】 

 

  

① 社会福祉法人や民間事業所の地域参画 

② 民間事業所や各種ＮＰＯ等の支えあい活動参加 

③ 民間事業所等における福祉教育の推進 

④ 世代間交流や多文化共生ネットワークづくり 
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重要視点３ 人権擁護 

 

 

 

 

 

【施策の考え方】 

・高齢者、障がいのある人、児童、夫婦間で起こる虐待やドメスティックバイオ

レンス（以下「ＤＶ」という。）は家庭内で潜在化し、被害が深刻化しやすい傾

向があるため、地域や関係機関による早期発見・早期介入できる体制を整備し

ます。 

・認知症や障がいなどにより、自分の思いや考えを家族や他者に上手く伝えるこ

とができずに、生きづらさや日常生活のしづらさを抱えている人に対し、継続

的に支援できる体制を構築します。 

・成年後見制度を周知し、物事を判断する能力が不十分な人の権利を守るために

体制を強化します。 

 

【基本的な施策の方向性】 

（１）虐待防止及び対応充実のための体制整備 

高齢者、障がいのある人、児童、夫婦間などあらゆる対象に向けられる権利侵

害に対し、身近な地域の中で早期に発見できる体制を構築するとともに、関係機

関のネットワークを強化し重層的な相談対応をめざします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）権利擁護ニーズに対する支援体制の充実【重点施策】 

個別の権利擁護のニーズや相談に対して継続的に支援できるように権利擁護

支援センター23を設置します。権利擁護支援センターでは、すべての人が自分の意

思で社会に参画できるようにするノーマライゼーション24の理念に基づき、支援

機関や専門職とのネットワークを構築し、一体的に支援できる体制をめざします。  

                                        
23 権利擁護支援センター：認知症・知的障がい・精神障がいなどで判断能力が不十分で、契約や財産管理が困難に

なった方の権利を守り、住み慣れた地域で安心してくらせることができるよう、お手伝いする相談・支援窓口。 
24 ノーマライゼーション：障がい者や高齢者と健常者がお互いに特別な区別なく、等しく生きる社会・福祉環境

の整備、実現をめざす考え方。 

 

○ライフステージに対応した権利擁護支援体制の充実 

基本目標 

① 丹波市配偶者暴力相談支援センターの周知 

② 地域と連携した地域包括支援センターの運営 

③ 丹波市障がい者虐待防止センターの周知 

④ 丹波市要保護児童対策地域協議会の支援強化 

⑤ 虐待やＤＶなど権利侵害を予防するための学びの場の推進 

⑥ 虐待やＤＶの早期通報ができる市民の意識向上 

⑦ 隣保館指導職員による総合生活相談・指導 
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（３）成年後見制度を活用した権利擁護支援の促進 

権利擁護の支援における手段のひとつである成年後見制度が身近なものとな

り、利用しやすい仕組みを整えます。 

 

 

 

 

 

 

コラム 認知症カフェ 

認知症カフェは、認知症の人とその家族が気軽に立ち寄れたり、認知症の方が運営に参

加したりするカフェです。認知症カフェで認知症の人が地域の人たちと交流したり、自分

のできることを役割として担うことで、生きがいを感じたり地域の方とつながるきっかけ

を作ります。 

▼ブックカフェに集まった当事者や支援者が  ▼認知症の方も活躍できる場づくり 
手芸などの作業を通じて交流 

   

【たんぽぽのわたげ（BookCafe）】   【注文をまちがえる喫茶店～だんない～】 

                            ＜写真＞丹波新聞社提供 

 

  

① 権利擁護支援センターの設置 

② 権利擁護における支援者のネットワーク構築 

③ 権利擁護に関する周知啓発 

④ 障がいのある人への差別解消と理解促進 

⑤ 認知症高齢者が自分らしく地域で過ごせる取組み 

① 成年後見制度利用促進基本計画の推進 

② 成年後見制度の利用促進 
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重要視点４ 人づくり 

 

 

 

 

 

 

【施策の考え方】 

・住民一人ひとりが互助、共助の担い手であることの意識を持っていただくよう、

地域での交流の機会を増やし、人と人との絆を強めていきます。また、地域福

祉活動を推進するため、ボランティアの育成や活動の支援を図るとともに、次

代を担う子どもへの福祉教育を充実し、地域福祉の担い手を育成します。 

・また、福祉の職場に従事する人材を確保するため、「福祉業界のやりがい・魅力

の情報発信」「福祉学習の場としての社会福祉法人の位置づけ」を充実し、市を

挙げて福祉業界のイメージアップと職場定着を推進していきます。 

 

 

【基本的な施策の方向性】 

（１）住民の福祉意識の高揚 

住民一人ひとりが地域福祉の担い手であることを自覚し、福祉について考え、

地域での支えあいにつながる取組みを進めます。 

 

 

 

 

 

（２）住民による地域福祉活動の支援 

地域で困りごとを解決しようとするときに障壁となりがちな「個人情報」の保

護について正しく理解するとともに、住民主体で活動が進められるよう、自治会

や丹波市社協、社会福祉法人をはじめとした関係機関と連携して支援します。 

 

 

 

 

 

  

 

○住民の福祉意識を高め地域福祉の担い手として育成 

○福祉現場に関わる人材の確保・育成 

基本目標 

① 様々な媒体による福祉情報の提供 

② 地域支えあい推進会議の設置と運営の活性化 

③ 出張教室や学習会・懇談会など、地域における学習機会の提供 

① 丹波市版「地域福祉活動における個人情報保護ガイドライン」の策定 

② くらし応援隊の登録者増加への支援 

③ 多職種の専門機関の連携による、地域に出向いての活動支援 
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（３）福祉教育の充実 

学齢期からの福祉教育や地域での人権学習や公民館活動など、生涯を通じた福

祉学習を推進することで、若い世代の福祉意識を高め、「我が事」として捉えるこ

とのできる人材を育成する取組みを進めます。 

 

 

 

 

 

（４）福祉現場の魅力アップと職場定着支援 

現場の魅力ややりがいを発信し、職業として選んでもらえる職場づくりと、長

く働けるような体制づくりを、福祉業界と連携しながら取組みます。 

 

 

 

 

（５）多様な施策による人材確保 

丹波市社会福祉法人連絡協議会をはじめとした福祉業界の意見を聴きながら、

丹波市内で各種資格を取得し、スキルアップできるような仕組みの構築を行い、

福祉業界が安定的に運営できるよう多様な施策を講じます。 

 

 

 

 

 

 

（６）研修体制の充実による人材育成の強化 

福祉現場において、それぞれの職場内外の研修を充実するとともに、関係団体

との横のつながりを深め、福祉業界全体の資質の向上を進めます。 

 

 

 

 

（７）業務改善による効率化と安全性向上の推進 

ＩＣＴを活用し、安全性を保持したまま効率化による業務改善を進めるための

取組みを検討します。 

  

① 丹波市社協や社会福祉法人と連携した福祉学習プログラムの開発検討 

② 学校での福祉教育を支援する地域人材の養成 

③ 教育委員会と一体的に連携した福祉教育推進 

① 現場の魅力発信を主眼に置いた広報活動の強化 

② 丹波市独自の処遇改善策の検討 

① 各種補助制度のより一層の充実と資格取得がしやすい仕組みの構築 

② 丹波市社会福祉法人連絡協議会を中心とした市内事業所全体での人材確

保策の検討と実施 

③ 福祉現場の専門職を支える人材の確保・育成 

① 後進育成のためのマネジメント力の強化 

② リスクマネジメントの強化とマニュアルの作成支援 

① 安全性と業務効率とやりがいを追求した業務改善モデル事業の検討 

② 業務の円滑化のためのＩＣＴ導入補助の検討 
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重点視点５ 公益活動 

 

 

 

 

 

 

【施策の考え方】 

丹波市社会福祉法人連絡協議会の活動を活性化させるとともに、社会福祉法人

やＮＰＯ等の専門職等の資源を地域につなげ、地域と一体となったネットワーク

を形成します。 

 

【基本的な施策の方向性】 

（１）丹波市社会福祉法人連絡協議会の活性化 

   地域に出向いて支援できるよう、担当者レベルでも話しあいを持ち、丹波市社

会福祉法人連絡協議会が活性化するよう支援します。 

 

 

 

 

（２）法人資源を活かした地域への働きかけ 

   社会福祉法人等の施設や職員の専門的知識等を地域に還元し、地域での福祉活

動が円滑に進むよう地域への働きかけを行います。 

 

 

 

 

（３）地域公益活動を通じた社会福祉法人等の見える化 

   （１）（２）の取組みを進めることによって、社会福祉法人等の理念や活動が

地域住民に理解され、頼られる法人となるよう関係機関とともに努めます。 

 

 

 

 

 

  

 

○社会福祉法人の地域における公益的な取組みの推進 

基本目標 

① 担当者レベルの会議設置 

② 丹波市社会福祉法人連絡協議会と多職種の専門職員との連携強化 

① 地域支えあい推進会議への積極参加 

② 地域の福祉学習の交流拠点としての位置づけ 

① 地域公益活動を通じ社会福祉法人等の地域への周知と理解を進める 

② 地域と一体となった公益活動を推進 
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重要視点６ 福祉基盤づくり 

 

 

 

 

 

【施策の考え方】 

 「福祉まるごと相談」を中心に地域住民の複合化・複雑化した支援ニーズに対

応する包括的な支援体制の構築を推進するため、本人・世帯の属性にかかわら

ず、丸ごと受け止める相談支援（断らない相談支援）、地域資源を活かしながら、

就労支援や居住支援などを提供することで社会とのつながりを回復する支援

（参加支援）、地域社会からの孤立を防ぐとともに、地域における多世代の交流

や多様な活躍の機会と役割を生み出す支援（地域づくりに向けた支援）を踏ま

えた事業を整備・推進します。地域づくりに向けた支援を進めるにあたり、地

域支えあい推進員による支えあい推進会議の設置が重要となってきます。支え

あい推進会議は自治会役員や社会福祉法人、民生委員・児童委員、地域包括支

援センター等様々な機関や、小中ＰＴＡ、老人クラブ等全世代が一堂に集い話

しあう場です。地域包括ケアシステムを深化・推進するため全世代からの意見

を聞ける場を強化するため、指導者である地域支えあい推進員の増員を行い福

祉基盤を強化していきます。 

 地域において課題が潜在化しないよう、行政や丹波市社協、地域組織による地

域課題を発見する機能を強化します。また、地域住民自らが課題を発信し、隣

近所の困りごとに「気づく」意識を持てるよう働きかけを行います。 

 地域福祉や福祉サービスに関する広報・啓発や生涯にわたる福祉教育などを推

進し、市民の地域福祉の意識の向上を図ります。 

 

【基本的な施策の方向性】 

（１）総合的かつ伴走型相談支援体制の整備【重点施策】 

本市に令和２年(2020年)４月から開設している「福祉まるごと相談」、市内の社

会福祉法人すべてに設置されている「よろずおせっかい相談所」、地域支え合い推

進員が設置を進めている「よろずおせっかい相談所サテライト（つなぎ）」など、

地域の様々な相談窓口がつながり支援できる、協働の仕組みづくりをめざします。 

 

 

 

 

  

 

○包括的な支援体制を進めるために必要な福祉基盤の整備 

基本目標 

① 「福祉まるごと相談」窓口の体制強化 

② 相談体制のネットワークの構築 

③ 社会福祉法人、医療法人、民生委員・児童委員等連携の強化 
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（２）社会福祉サービス等の適正な利用促進 

低所得者等に配慮した負担軽減制度の設置や介護給付の適正化及び保険者機

能の強化をめざします。 

 

 

 

 

（３）隣保館運営事業の推進 

地域社会全体の中で福祉の向上や人権啓発の住民交流の拠点となる開かれた

コミュニティセンターとして、生活上の各種相談事業や、人権課題解決のための

各種事業を総合的に実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

（４）社会福祉施設等の適正な管理運営 

福祉センター及び老人福祉センターは市内４カ所で運営していますが、どの施

設も老朽化しており、福祉センター機能の統合を含め、地域福祉を推進する拠点

として福祉センターの新たな活動拠点の展開を検討していきます。 

また、社会福祉法人などの指導監査についても適正に実施し、地域に根づいた

活動を推進します。 

 

 

 

 

 

（５）社会福祉制度や事業の認知度、理解度の向上 

地域福祉アンケートにおいて、福祉への関心がないとの回答は5.3％と低い値

となっていますが、福祉への関心があるが46.2％と、どちらともいえない41.4％

と同じくらいの値となっています。問「地域福祉を充実するために特に優先して

取り組むべきこと」に対して「福祉に関する情報の提供」が29.1％を占め、情報

発信不足が、地域住民の社会福祉制度や事業に触れる機会を減らしていることが

想像されます。民生委員・児童委員や丹波市社協の認知度はそれぞれ30％前後で

した。地域福祉を進める身近な存在である民生委員・児童委員や丹波市社協と共

に、地域住民の福祉への関心から高めていきます。  

① 介護保険制度によるサービスの提供 

② 障害福祉サービスの提供 

① 人権歴史講座・セミナーの開催  

② 地域交流事業の実施(料理教室等事業を通して住民相互の交流・促進を図る） 

③ 啓発及び広報活動事業 

④ 地域交流促進事業（高齢者・子どもの居場所づくり事業） 

⑤ 隣保館総合生活相談(常設・出張相談) 

① 福祉センター・老人福祉センターの統廃合 

② 次世代へとつながる地域福祉活動拠点の検討 

③ 社会福祉法人等の適正な指導監督の実施 



第１部 第３期丹波市地域福祉計画 

58 

 

 

 

 

（６）ユニバーサルデザインの推進 

「どこでも、だれでも、自由に、使いやすく」との「ユニバーサルデザイン」

の考え方を基本に、公共交通を含めた移動支援施策の検討や高齢者、障がいのあ

る人等の多様な住まいを提案します。 

 

 

 

 

 

 

 

コラム よろずおせっかい相談所 

市内の社会福祉法人が設置している「よろずおせっかい相談所」と地区が設置する「よ

ろずおせっかい相談所サテライト（愛称：つなぎ）」があります。「よろずおせっかい相談

所」は社会福祉法人が持つ福祉の専門性の強みを生かして地域住民の悩みの解決をめざ

し、「つなぎ」は住民の方の身近な相談や悩みごとを話せる場として開設し、受けた相談

や悩みごとで解決できないものは、社会福祉協議会や市役所の担当窓口、民生委員、地域

包括支援センターなどにつなぐ役割をめざします。 

▼よろずおせっかい相談所サテライト（愛称：つなぎ）の開設状況 

 

【市島町竹田地区】 

  

① 広報活動の充実 

② 住民の福祉意識の醸成 

① 「福祉送迎サービス(おでかけサポート)」や「デマンド型乗合タクシー」

の積極的な活用を推進 

② 「ユニバーサルデザイン」にかかる地域市民への研修会実施 
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重要視点７ 防災・減災 

 

 

 

 

 

【施策の考え方】 

災害時に自力で避難できない方や、避難勧告等の災害情報が伝わり難い方など

を対象として、あらかじめ本人の申請に基づく「災害時要援護者名簿」を作成す

るとともに、自治会、民生委員・児童委員等及び市の関係機関に名簿を配布し、

情報を共有することにより、地域と市が協力し、迅速な避難行動がとれるための

体制整備を行います。 

 

【基本的な施策の方向性】 

（１）災害時要援護者の把握と名簿更新 

防災担当部局と福祉担当部局の連携のもと、平常時から災害時要援護者に関す

る情報を把握するよう努めます。このうち、少なくとも自力での避難が困難な人

については、「災害時要援護者名簿」を整備し、地域においての居住状況や避難支

援を必要とする事由を適切に反映したものとなるよう定期的に更新します。 

また、避難支援等に携わる関係者である自治会や自主防災組織、民生委員・児

童委員、社会福祉施設（避難者受入施設）に対して、災害時要援護者本人の同意

を得た上であらかじめ「災害時要援護者名簿」を提供し、多様な主体の協力を得

ながら、災害時要援護者に対する情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制

の整備、避難訓練の実施等を推進します。 

 

（２）災害時における個別支援計画の作成と共有化 

災害時要援護者一人ひとりについて、本人やその家族を交えて災害発生時の情

報伝達から避難所等への誘導まで、一連の活動を想定した具体的な個別支援計画

を自治会や自主防災組織、ケアマネジャー25等と連携のうえ作成し、避難支援等に

携わる関係者と共有します。 

 

（３）平常時における災害への備え（訓練・意識） 

市及び防災関係機関は、災害応急対策等の円滑な実施を図るため、災害時の行

動マニュアルを作成するなど、防災知識の周知を徹底し防災意識の高揚を図りま

す。 

                                        
25 ケアマネジャー：介護支援専門員。介護支援サービスを提供するためのすべての過程において、利用者と福祉

サービスの結び付けや関係機関・施設との連携などを図り、適切なサービスが受けられるよう調整する役割を

持つ。 

 

○災害時要援護者への支援 

基本目標 
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また、全世帯にハザードマップ26を配布するとともに、市ホームページに掲載

し、企業等を含めて、危険箇所や避難所等について広く周知するとともに、警報

や避難情報等の伝達系統を整備・充実します。さらに、災害時要援護者も参加す

る訓練の実施に努めるとともに、職員、福祉関係者、地域住民等を対象に研修会

等を開催し、災害時要援護者支援に必要な人材の育成に努めます。 

 

（４）高齢者及び障がい者施設における避難確保計画及び業務継続計画の作成 

水害や土砂災害が発生するおそれのある要配慮者施設において、利用者の円滑 

かつ迅速な避難の確保を図るために必要となる「避難確保計画」の作成を適時推 

進し、防災体制の強化に努めます。 

 また、あわせて要配慮者施設において、非常時における介護サービス等の継 

続を行うための「業務継続計画」の作成を促進します。 

 

 

 

 

 

  

                                        
26 ハザードマップ：地震や洪水などの自然災害に備えて、災害が起こった場合の被害の程度を予測して示すとと

もに、避難場所や避難経路などを示した地図。 
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第６章 計画の推進にむけて       

１ 計画の推進体制 

本計画において、重点施策として取り上げた施策を進めるにあたって、庁内にお

いて部課を超えて、連携が必要なものについてはチームを設置し推進していきます。 

また、重点施策については、期間を定め(基本的に年度設定)、目標を設定し管理

をします。 

 

２ 計画の進行管理 

「丹波市地域福祉計画推進協議会」において、計画及び施策の進捗状況などを基

に、地域福祉計画の推進に関する調査審議を年度ごとに行います。 

計画の進行管理については、「丹波市成年後

見制度利用促進基本計画」と一体的に行いま

す。 

また、各計画で示す施策は、Plan（計画）‐

Do（実施）‐Check（評価）‐Action（改善）

のサイクル（PDCAサイクル）に沿って進行管理

を行い、効果的・効率的に取組みを推進します。 

 

 

 

 

 

  

第３期丹波市 

地域福祉計画 
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３ 重点施策の評価指標 

重点施策を中心に指標を設定しています。計画の基盤整備が進み、その進捗状況に

応じて新たな指標を設定します。 

 

【地域を基盤とした多職種、多機関の連携強化】 

□地域特性を活かした介護・福祉分野における多職種・多機関の連携と協働 

 令和２年 

(2020 年)実績 

令和３年 

(2021 年) 

令和４年 

(2022 年) 

令和５年 

(2023 年) 

令和６年 

(2024 年) 

令和７年 

(2025 年) 

複合課題に対する他部

署、他機関事例検討実

件数 ※１ 

- 20 20 20 20 20 

市民の割合 ※２ - 38％ 42.0％ 46.0％ 50.0％ 50.0％ 

※１ 福祉総合相談係が関わり、他部署、他機関を入れて複合課題を解決するために検討した実件数 

※２ 「住んでいる地域は、生活課題について気軽に相談できる環境が整っている」と感じている市民の割合。 

平成 30 年(2018 年)時点：30.3％、令和元年(2019 年)時点：30.6％ 

 

 

【地域づくり】 

□自治協議会による支えあい推進体制の整備と活動の充実 

 令和２年 

(2020 年)実績 

令和３年 

(2021 年) 

令和４年 

(2022 年) 

令和５年 

(2023 年) 

令和６年 

(2024 年) 

令和７年 

(2025 年) 

支えあい推進会議 

設置数（か所） 
14 17 21 25 

「支えあい推進会議」全地区設置 

 

※「支えあい推進会議」が市内全地域で設置完了後は、会議開催回数や「支えあい推進会議」で取り上げられる事

案等を指標として検討する。 

 

□民生委員・児童委員との協働体制の構築 

 令和２年 

(2020 年)実績 

令和３年 

(2021 年) 

令和４年 

(2022 年) 

令和５年 

(2023 年) 

令和６年 

(2024 年) 

令和７年 

(2025 年) 

情報交換会及び合同研

修会等の開催数 
- ８ 25 25 25 25 

※民生委員・児童委員と自治協等との情報交換会及び合同研修会等の開催数 

 

 

【人権擁護】 

□権利擁護ニーズに対する支援体制の充実 

 令和２年 

(2020 年)実績 

令和３年 

(2021 年) 

令和４年 

(2022 年) 

令和５年 

(2023 年) 

令和６年 

(2024 年) 

令和７年 

(2025 年) 

権利擁護支援センター

の設置 
未設置 

設置のための検討 

 

権利擁護支援センター設置 

 

※センター設置後は、相談件数やネットワーク会議の開催数等を指標として検討する。   
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□権利擁護支援センター設置までのスケジュール 

項目 
令和３年度(2021 年度) 令和４年度(2022 年度) 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

準備委員会委員選定                         

準備委員会開催  ①    ②    ③   ④   ⑤      ⑥   

運営方法決定                ★         

センター開設準備                         

予算要求                         

職員研修                         

市民向けフォーラム                         

 

 

 

【福祉基盤づくり】 

□総合的かつ伴走型相談支援体制の整備 

 令和２年 

(2020 年)実績 

令和３年 

(2021 年) 

令和４年 

(2022 年) 

令和５年 

(2023 年) 

令和６年 

(2024 年) 

令和７年 

(2025 年) 

相談支援体制の整備 ― 

庁内連携の構築 

 

 
伴走型支援の仕組みづくり 

 

各機関からつながった 

相談件数 
- 40 件 40 件 40 件 40 件 40 件 

※各機関（民生委員・児童委員、地域包括支援センター、担当ケアマネジャー等）からつながった相談件数 

（令和元年度 26 件） 
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第２部 丹波市成年後見制度利用促進基本計画      

第１章 計画の基本的な考え方       

１ 計画策定の背景と趣旨 

不動産や預貯金などの財産を管理したり、介護などのサービス利用や施設への入

所に関する契約を結んだり、遺産分割の協議をしたりする必要があっても、認知症、

知的障がい、精神障がいなどにより判断能力が不十分なため、自分ひとりで行うこ

とが難しい場合があります。また、自分に不利益な契約であってもよく判断ができ

ずに契約を結んでしまい、消費者被害にあう恐れもあります。 

成年後見制度とは、このような判断能力の不十分な方々を、成年後見人等が本人

に代わって財産管理や契約行為などを行うことで、本人の権利擁護支援を図る制度

です。しかし、この制度が認知症高齢者やひとり暮らし高齢者の安心な生活を支え

る重要な手段のひとつであるにもかかわらず十分に利用されていないのが現状で

す。 

このような状況の中、国は、「成年後見制度の利用の促進に関する法律」（以下「成

年後見制度利用促進法」という。）を平成28年(2016年)５月に施行し、平成29年(2017

年)３月には「成年後見制度利用促進基本計画」を閣議決定しました。この計画では、

ノーマライゼーション、自己決定権の尊重、身上保護の重視に向けた制度理念の尊

重を図ることとされ、市町村においても、「国の基本計画」を勘案した成年後見制度

の利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努めるとともに、

成年後見制度の利用を促進するための機関の設置やその他必要な措置を講ずるよ

う努めるものとされています。 

成年後見制度をめぐる国の動向を踏まえ、本市においても認知症高齢者や障がい

のある人などの権利が守られるよう支援し、住み慣れた地域の中で、その人が望む

その人らしい生活を支えていくことができるよう、成年後見に関する施策を総合

的・計画的に推進するため、「丹波市成年後見制度利用促進基本計画」（以下「利用

促進計画」という。）を策定するものです。 

 

２ 計画の位置づけ 

利用促進計画は、成年後見制度利用促進法第14条第１項に基づく計画であり、本

市における成年後見制度の利用促進について推進を図るための計画です。 

また、「第３期丹波市地域福祉計画」と一体的に策定し、「第８期丹波市介護保険

事業計画」及び「第６期丹波市障がい者基本計画」と連携を図るものです。  
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３ 計画の期間 

本計画は、丹波市地域福祉計画と連携し推進することから、計画期間は、丹波市

地域福祉計画にあわせ、令和３年度(2021年度)から令和７年度(2025年度)までの５

年間とします。 

また、国の動向のほか、今後の社会情勢の変化により、計画内容の見直しの必要

性が生じた場合には、適宜内容の改定を行います。 

 

 

４ 計画の策定体制 

令和元年度(2019年度)に、丹波市地域福祉計画を策定するための「丹波市地域福

祉計画推進協議会」の中に「虐待対策・権利擁護支援部会」を設置し、本計画策定

に向けた審議を重ねました。 
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第２章 本市における成年後見をめぐる現状と課題 

１ 現状 

本市人口は令和元年度(2019年度)で64,380人、そのうち高齢者人口は21,574人、

高齢化率は33.5％、認知症高齢者数は2,545人となっています。 

障がいのある人の状況をみると、令和元年度(2019年度)療育手帳の所持者数は

787名、精神障害者保健福祉手帳の所持者数は589名となっています。 

このような状況の中、神戸家庭裁判所が管理している集計によると、令和元年度

(2019年度)７月末時点で成年後見制度の利用者数は161名、利用率は0.25％で県平

均の0.18％に比べ高い水準となっています。また、成年後見制度の市長申立て件数

（介護保険課・障がい福祉課）は１件となっています。 

丹波市社協が実施する日常生活自立支援事業の利用者数は26名(令和元年度

(2019年度))となっています。 

 

□成年後見制度利用支援事業の利用者数 

高齢者 
平成29年度 

(2017年度) 

平成30年度 

(2018年度) 

令和元年度 

(2019年度) 

 市長申立て件数 ４件（３件） ２件（２件） １件（１件） 

 報酬補助件数 ３件 ７件 ６件 

障がいのある人 
平成29年度 

(2017年度) 

平成30年度 

(2018年度) 

令和元年度 

(2019年度) 

 市長申立て件数 ０件 ０件 ０件 

 報酬補助件数 ３件 ６件 ５件 

※市長申立て件数における（ ）内の数値は虐待件数 

※成年後見制度利用支援事業とは、申立ての審判の請求、審判の請求に係る費用の負担や成年後

見人等の業務に係る報酬に対する補助を行うこと 

 

□丹波市社会福祉協議会が実施する日常生活自立支援事業の利用者数 

 平成29年度 

(2017 年度) 

平成30年度 

(2018 年度) 

令和元年度 

(2019 年度) 

高齢者 ６件 ７件 10 件 

精神障害者保健福祉手帳 

及び療育手帳 所持者 
12 件 12 件 11 件 

その他 ３件 ４件 ５件 

合計 21 件 23 件 26 件 
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障がいのある人の相談支援窓口として、障がい者基幹相談支援センター１ヶ所に

加え、相談支援事業所３ヶ所を設置し、高齢者の相談窓口では基幹地域包括支援セ

ンターを中心に委託地域包括支援センターを３ヶ所設置しています（令和元年度

(2019年度)末現在）。また、高齢者権利擁護相談日を設け、相談者別延べ件数は35名

となっています（令和元年度(2019年度)現在）。相談内容では成年後見制度、金銭・

財産管理や債務整理に関係するものが多くなっています。 

障がいのある人への虐待については、通報件数に大きな変化はなく、横ばいで推

移し、複合的な支援ニーズを有する家庭が少なくなく、生活困窮など新たな支援

ニーズが確認される事案が増加しています。また、不当な差別的な取扱いを受けた

り、合理的配慮が提供されていない事案などの障がい者差別や、ＳＮＳ27を通じて

消費者トラブルに巻き込まれる等の事案が増加している状況です。 

高齢者虐待については、通報件数は養護者によるものが40件、要介護施設従事者

等によるものが４件となっております。複合的な問題がある場合は県の専門職チー

ム派遣事業によるスーパーバイズ28にて法的・福祉的専門性の高い助言を受けてい

ます。  

                                        
27 ＳＮＳ：ソーシャル・ネットワーキング・サービス（Social Networking Service）の略で、人と人をつな

げ、コミュニケーションを活性化させ、交友関係を広げたり、新たな交流を作ることを目的として使用され

る。Facebook や Twitter、LINE などが代表的なもの。 
28 スーパーバイズ：課題を解決するために助言すること。 
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２ 課題 

これまでの権利擁護支援に関する取組みから次の問題点、課題が浮き彫りになっ

ています。 

少子高齢化が進行しており、全世帯における高齢単身世帯と高齢夫婦世帯を合わ

せた割合は23.8％（平成27年(2015年)現在）、令和元年度(2019年度)の認知症高齢者

数は2,545人で、前年度より283人増加しています。また、療育手帳及び精神障害者

保健福祉手帳の所持者数は令和元年度(2019年度)は前年度より22人増加して1,376

人となっています。このような背景から高齢者虐待件数の増加や、障がいのある人

については不当な扱いや障がい者差別の案件が増え、権利擁護支援が必要な方が増

加しています。 

しかし、第３期丹波市地域福祉計画の策定にあたり実施したアンケート調査にお

いて、成年後見制度の認知度については、「内容は少し知っている」が25.8％と最も

多いものの、「ことばも内容も全く知らない」が23.2％、「聞いたことはあるが、内

容はあまり知らない」が21.7％と制度が周知されていないことがわかります。 

以上のことから、成年後見制度に関する相談支援、申立てにおける支援、後見受

任後の支援ができるように関係機関との継続的な支援体制とネットワークを構築

する必要があります。 
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第３章 今後の取組み 

１ 取組みの方向性 

権利擁護支援が必要となった時に、適切に成年後見制度を利用することができる

ように、市民の制度に対する正しい理解が深まるよう周知に取組み、早期の段階か

ら備えることができるようにするため体制整備を進め、包括的な支援が行き届く地

域社会の実現に取組みます。 

このため、多様な職種や関係機関等との「地域連携ネットワーク」により、権利

擁護支援が必要な方を発見・支援すること、早期段階からの相談体制を確立するこ

と、意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の運用ができるような支援体

制の構築を進めることで、成年後見制度の利用促進のための取組みの強化を図りま

す。 

本市の権利擁護支援に関する現状と課題を踏まえ、次の方向性に沿って関連施策

を推進します。 

 

（１）成年後見制度の利用しやすさの向上 

① 権利擁護支援が必要な市民の把握と早期発見・早期支援 

福祉・医療等の関係機関や金融機関など、権利擁護に関係する地域の機関の連

携を強化し、支援が必要な市民の早期把握及び、そのニーズに応じた支援ができ

る体制を整備します。 

② 後見類型等の選択と他のサービスとの連携 

本人に関する情報シートや診断書などの情報を参考に、早期の段階で本人の意

思を確認しながら、適切な後見類型を選択し、必要な福祉サービスや医療、地域

の支えあい等を個人の状況に応じて提供されることをめざした支援を推進しま

す。 

また、日常生活自立支援事業等の関連制度と成年後見制度の連携を強化し、日

常生活自立支援事業等の対象者のうち保佐・補助類型の利用や後見類型への転換

が必要なケースについては、成年後見制度に円滑な移行が行えるよう支援します。 

③ 適切な受任者調整（マッチング）等 

成年後見制度の利用に際しては、支援が必要な市民の意向の確認とともに、必

要な支援内容を把握し、本人にとって望ましい後見人が選任されるよう、本人に

関する情報を家庭裁判所に的確に伝えることができる体制を整備します。 

特に、制度利用が長期にわたることが見込まれる市民については、本人と後見

人との間の信頼関係の構築が極めて重要であることから、家庭裁判所が本人の特

性を十分踏まえた後見人を選任できるよう適切な情報提供がなされる体制づく

りに取組みます。  
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④ 関係機関との連携による市長申立ての推進、利用助成の活用 

判断能力が不十分で、親族等からの支援が得られない人に対して実施する市長

申立てについては、関係機関と連携を深め適切に制度利用につなげます。 

また、制度利用者が後見人への報酬を負担することが困難な場合、成年後見制

度利用支援事業の活用を図ります。 

 

 

（２）利用者本人の意思決定支援及び身上保護の充実 

① 相談体制の充実 

権利擁護に関する相談にあたっては、市及び丹波市社協が連携して成年後見制

度や日常生活自立支援事業、その他の行政サービスの案内等について総合的に対

応します。 

② 意思決定の支援及び意思決定支援ガイドラインの普及・啓発 

利用者の意思を尊重した身上保護・財産管理のため、厚生労働省がまとめた「認

知症の人の日常生活・社会生活における意思決定ガイドライン」及び「障害福祉

サービス等の提供に係る意思決定ガイドライン」を普及・啓発します。 

③ 身上保護の充実 

後見人が制度利用者に対し、きめ細かな身上保護を行うとともに、本人の尊厳

を守りながら、本人の意向に基づいた福祉サービスや医療、地域の支えあい等の

提供が行われるよう支援を行います。 

 

 

（３）権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築 

① 利用者と後見人を支えるチーム体制づくり 

制度利用者にとって身近な親族をはじめ、福祉・医療、地域等の関係者と後見

人がチームとなり、日常的に本人を見守り、本人の意思や状況を継続的に把握し

必要な対応を行う支援体制を整備します。 

② 権利擁護支援センターの設置 

権利擁護支援に関する地域連携ネットワークを構築し、関係機関等の協議の場

を適切に運営していくため、「権利擁護支援センター」を設置します。 

権利擁護支援センターには、様々なケースに対応できる法律・福祉等の専門知

識や、地域の専門職等から円滑に協力を得るノウハウ等を蓄積し、地域における

連携・対応強化の推進役としての機能を整備します。 
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（４）後見人等の担い手の確保 

① 市民後見人29の育成 

成年後見制度の利用促進を踏まえた取組みにより掘り起こされた利用ニーズ

に対応していくため、後見支援の担い手として市民後見人の育成について検討し、

地域でともに支えあい、共生していく社会の実現に向けて取り組んでいきます。 

② 法人後見30活動の推進 

公共性、継続性が高い法人後見は、長期にわたる利用者への支援が可能であり、

また関係機関との連絡調整もとりやすいことから、市民が安心して制度利用がで

きるよう、法人後見活動の推進に向けての取組みの強化を図ります。 

③ 親族後見人への支援 

親族後見人に対し、制度や研修に関する情報提供などにより、後見に対する不

安や悩み等を軽減し、安心して後見等の実務に取り組むことができるよう支援し

ます。 

 

（５）成年後見制度の普及・啓発と不正の防止 

① 市民へ向けた広報・啓発活動 

各団体や関係機関と連携し、パンフレットや研修会、各種イベントなどを通し

て、成年後見制度が利用者の生活を守り権利を擁護する重要な手段であることに

ついて理解を深められるよう広報・啓発活動を推進します。 

② 関係者へ向けた広報・啓発活動 

地域連携ネットワークの関係者や、成年後見制度に関連する福祉関係者等の専

門的知識を一層深められるよう研修会等を推進します。 

③ 地域連携ネットワーク等関係機関の連携による不正防止 

地域連携ネットワーク及び権利擁護支援センターにより、不正防止対策や救済

に関する広報・啓発のほか、後見人を支援する体制を整備し、適切な制度利用と

後見活動との両面から不正を防止する取組みを推進します。 

④ 後見人への支援 

地域連携ネットワークやチームでの支援体制により、親族後見人が孤立するこ

とがないよう、利用者や後見人を見守り・相談できる体制を整備します。 

 

  

                                        
29 市民後見人：親族以外の市民による後見人のことです。 市民後見人は、弁護士などの専門職後見人と同様に

家庭裁判所が選任し、判断能力が十分でない方の金銭管理や日常生活における契約など、本人を代理して行い

ます。 
30 法人後見：社会福祉法人や社団法人、ＮＰＯなどの法人が成年後見人、保佐人もし くは補助人になり、ご親族

等が個人で成年後見人等に就任した場合と同様に、判断能力が不十分な人の保護・支援を行うことを言います。 
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２ 計画の進行管理 

本計画は、「丹波市地域福祉計画推進協議会」において、計画及び施策の進捗状況

などを基に、進行管理を行います。 

 

 

 

コラム 権利擁護相談会 

丹波市介護保険課では、高齢者のみなさんが地域の中で、いつまでも自分らしく安心し

て生活を送ることができるように、高齢者権利擁護相談会を毎月第二木曜日の午前 10 時

から 12 時まで開催しています。 

「お金の管理や契約に自信がない。財産などの管理を任せられる人がいたら…」 

「体にあざや傷があるので心配、年金も使われてしまっているようで…」 

「訪問販売などの悪質商法の被害が心配…、もう被害にあってしまった。」 

このような困りごとに対し、市内の社会福祉士と司法書士が相談に応じ、専門的な助言

を行っています。 

また、権利擁護相談に参加いただく社会福祉士、司法書士と市介護保険課で年に１回、

連絡会を行い、高齢者権利擁護相談会を通じて見えてくる権利擁護に関する地域の課題や

取組みについて検討する機会を設けています。 

 

【権利擁護相談連絡会の様子】 
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第３部 丹波市子どもの貧困対策推進計画 

第１章 計画の基本的な考え方 

１ 計画策定の背景と趣旨 

子どもたちの将来がその生まれ育った環境によって左右されることないよう、健

やかに育成される社会の実現に向け、平成25年(2013年)６月に「子どもの貧困対策

の推進に関する法律」が成立し、平成26年(2014年)８月には「子供の貧困対策に関

する大綱」が策定されました。 

しかし、厚生労働省の「国民生活基礎調査」によると、平成27年(2015年)の日本

の相対的貧困率は15.7％で、18歳未満の子どもを対象とした「子どもの貧困率」は

13.9％となっています。また、ひとり親世帯の貧困率は50.8％と半数を超えている

状況で、今なお支援を必要とする子どもやその家族が多く存在し、特にひとり親家

庭の貧困率は高い水準にあるなど、その状況は依然として厳しい状況にあります。 

このような状況の中、令和元年(2019年)６月に「子どもの貧困対策の推進に関す

る法律の一部を改正する法律」（以下「改正法」という。）が成立し、それを受けて、

令和元年(2019年)11月には、新たな「子供の貧困対策に関する大綱」（以下「新大綱」

という。）が策定されました。 

改正法では、子どもの貧困対策は、子どもの「将来」だけでなく「現在」に向け

た対策であること、貧困解消に向けて児童の権利条約の精神にのっとり推進するこ

となどが追加されました。また、基本理念の改正のほか、市町村が子どもの貧困対

策に関する計画を定めるよう努める旨が規定されています。 

また、新大綱では、子育てや貧困を家庭のみの責任とするのではなく、地域や社

会全体で課題を解決するという意識を強く持ち、子どものことを第一に考えた適切

な支援を包括的かつ早期に講じていく必要があると明記されました。 

子どもの貧困対策の推進をめぐる国の動向を踏まえ、本市においても、本市の将

来を担う子どもたちが夢をもち、いきいきと輝くことができるよう、また、貧困が

世代を超えて連鎖することのないよう、子どもの貧困対策に関する施策を総合的・

計画的に推進するため、「丹波市子どもの貧困対策推進計画」を策定するものです。 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、子どもの貧困対策の推進に関する法律第９条に規定する「市町村子ど

もの貧困対策推進計画」に基づく市町村計画として、子どもの貧困対策に関する大

綱等の趣旨を踏まえ策定しています。 

また、「第３期丹波市地域福祉計画」と一体的に策定し、「第２期丹波市子ども・

子育て支援事業計画」と連携を図るものです。 

 



第３部 丹波市子どもの貧困対策推進計画 

 

74 

３ 計画の期間 

本計画は、丹波市地域福祉計画と連携し推進することから、計画期間は、丹波市

地域福祉計画にあわせ、令和３年度(2021年度)から令和７年度(2025年度)までの５

年間とします。 

また、国の動向のほか、今後の社会情勢の変化により、計画内容の見直しの必要

性が生じた場合には、適宜内容の改定を行います。 
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第２章 本市における子どもの貧困をめぐる現状と課題 

１ 現状 

子どもの心身の健全な成長を確保するためには、親の妊娠・出産期から、生活困

窮を含めた家庭内の課題を早期に把握したうえで、適切な支援へつなぐ必要があり

ます。また、乳幼児期から義務教育へ、さらには高等学校や大学への進学など、子

どものライフステージに応じた長期的かつ継続的な支援体制の構築が必要となり

ます。 

本市においては、第２期丹波市子ども・子育て支援事業計画により、「みんなでは

ぐくむ 子どもが夢をもっていきいきと輝く 丹（まごころ）の里」を基本理念に、

おおむね18歳未満のすべての子どもとその家庭を対象とした子ども・子育て支援策

を推進しており、社会的援助が必要な子どもとその家庭への支援も掲げています。 

  教育委員会部局や保健・福祉部局など、それぞれの制度を担当する部署において 

は、子どもの成長に必要な環境の整備や教育の充実に向けた事業、スクールカウン

セラー31やスクールソーシャルワーカー32の配置のほか、生活困窮世帯・ひとり親家

庭などに対する相談支援、経済的支援、就労支援を行っています。 

また、隣保館による「子どもの居場所づくり事業」では、小学３年生から中学３ 

年生までを対象とした学習や生活支援、保護者への相談支援を行っています。 

しかし、市全体として、子どもの貧困対策を総合的に推進するための体制が確立

されていない状況にあります。 

  一方、地域では、丹波市社協「子ども食堂事業」による地域団体への支援、自治協

議会等による学習支援や体験学習の場づくりなど、子どもの貧困のみならず、地域の

状況に応じて、子どもたちを見守り育てるための様々な取組みがなされています。 

 

２ 子どもの生活に関する実態調査 

  令和元年度(2019年度)に、子育て世帯の経済状況や生活状況などの実態を把握 

し、子どもの貧困対策を推進するため、「丹波市子どもの生活に関するアンケート 

調査」を実施しました。 

 

① 調査対象 

                                        
31 スクールカウンセラー：学校現場において児童や生徒、その保護者に対して、臨床心理に関する専門知識を生

かしながらサポートしていく専門家のこと。 
32 スクールソーシャルワーカー：いじめや不登校、虐待、貧困など、学校や日常生活における問題に直面する子

どもを支援する社会福祉の専門家のこと。 

調査対象 
小学５年生の児童 

中学２年生の生徒 

 小学１年生、５年生の児童と 

中学２年生の生徒の保護者 

配布数     １，０６８人 １，５４９人 

有効回答数 ９７８人 １，３９４人 

有効回答率      ９１．５％       ８９．９％ 
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② 回答者の家族構成   

 

 

 

 

 

・回答者の家族構成は、「両親と子の世帯」が半数を占めており、「ひとり親

世帯」が8.5％となっています。 

 

③ 保護者調査結果〔抜粋〕 

 

ア）相対的貧困率 

本市が調査した結果では、市全体の相対的貧困率は9.0％、ひとり親世帯の相

対的貧困率は38.8％となっています。 

厚生労働省の「国民生活基礎調査」では、平成30年(2018年)の日本の相対的 

貧困率は15.4％で、17歳以下の子どもを対象とした「子どもの貧困率」は13.5％ 

となっています。また、ひとり親世帯の貧困率は48.1％(平成30年(2018年))と 

半数近くを占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）過去１年間に子どもが病院を受診すべきだが受診しなかった経験の有無 

過去１年間に子どもが病院を受診すべきだが受診しなかった経験の有無に 

ついては、「ある」が7.2％、「ない」が90.6％となっています。 

 

ウ）病院や診療所を受診しなかった理由 

病院や診療所を受診すべきだが受診しなかったと回答した方にその理由に 

【参考】相対的貧困率と子どもの貧困率 

国が公表している国民生活基礎調査における「相対的貧困率」は、所得中央値の一定割合

（50％が一般的。いわゆる「貧困線」）を下回る所得しか得ていない者の割合をいい、また、

「子どもの貧困率」は、18歳未満の子ども全体に占める、等価可処分所得が貧困線に満たない

子どもの割合をいいます。 

貧困線を下回る状況になると、その社会で「あたりまえ」の生活を営むためのものが不十分

で、様々な機会が奪われ、人生全体に大きな影響が出る可能性が高くなると言われています。 

＊等価可処分所得 

世帯の可処分所得（収入から税金・社会保険料等を除いたいわゆる手取り収入）を世帯人員の平方

根で割って調整した所得。 

世帯の可処分所得はその世帯の世帯人員数に影響されるので、世帯人員数で調整する必要がある。

最も簡単なのは「世帯の可処分所得÷世帯人員数」とすることであるが、生活水準を考えた場合、

世帯人員数が少ない方の生活コストが割高になることを考慮する必要があり、このため、世帯人員

数の違いを調整するにあたって「世帯人員数の平方根」を用いている。 

8.5 56.2 27.6 6.7 0.9 
全体

(n=1,394)

(%)
0 20 40 60 80 100

ひとり親世帯 両親と子の世帯 三世代世帯

その他の世帯

無回答
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ついてたずねたところ、「受診する時間がなかった」が56.4％で最も多く、次 

いで「そのままでも問題がないと思った」が26.7％、「医療費の支払いが不安 

だった」が5.9％となっています。 

 

エ）子育ての悩み 

子育ての悩みについては、「進学や受験のことが心配である」が32.6％で最 

も多く、次いで「子どもに対するしつけや教育に自信がもてない」が29.7％、 

「子どもの教育費のことが心配である」が28.1％、「仕事が忙しく、子どもと 

過ごす時間が少ない」が19.9％となっています。 

 

  オ）必要としていることや重要だと思う支援 

必要としていることや重要だと思う支援として、「子どもの就学、進学にか

かる費用が軽減されること」が64.0％で最も多く、次いで「子どものことや

生活について悩みごとを相談できること」19.9％、「同じような悩みを持った

人同士が知りあえること」16.4％、「病気や出産、事故等にあった際、一時的

に子どもを預けられること」15.2％となっています。 

 

④ 小学生・中学生調査の結果〔抜粋〕  

ア）自己評価  

  自分には将来の夢や目標があると思う小学生は 54.0％、中学生は 31.4％と 

なっています。 

  頑張れば良いことがあると思う小学生は 52.5％、中学生は 36.5％、少しそ 

う思う小学生は 24.5％、中学生は 24.8％となっています。 

 家族は自分を大切にしていると思う小学生は 74.2％、中学生は 55.6％、少し 

そう思う小学生は 12.8％、中学生は 17.2％となっています。 

    

イ）子どもたちの落ち着ける場所 

落ち着ける場所があると答えた、小学生は94.1％、中学生は93.0％となって 

います。 

落ち着ける場所については、小学生は「自分の家」が90.1％で最も多く、次 

いで「祖父・祖母の家」が3.4％、「友だちの家」が1.9％となっています。中学 

生は「自分の家」が88.4％で最も多く、次いで「祖父・祖母の家」、「友だちの 

家」がそれぞれ3.2％となっています。 

 

ウ）行きたいと思う場所 

地域にあれば行きたいと思う場所として、小学生は「勉強を無料で教えてく

れる場所」に25.6％が「行きたい」、27.6％が「少し行きたい」と答えています。

「家以外で休日に過ごせる場所」には24.3％が「行きたい」、31.2％が「少し行

きたい」と答えています。 

また、中学生は「勉強を無料で教えてくれる場所」に27.6％が「行きたい」、
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29.3％が「少し行きたい」と答えています。「家以外で休日に過ごせる場所」に

は30.1％が「行きたい」、31.2％が「少し行きたい」と答えています。 

 

３ 課題 

経済的な困窮により、急な出費のための貯金（５万円以上）がない、光熱水 

費が払えないなどの課題を抱え、生活の安定を図れない家庭があります。 

また、課題を抱えている世帯が、周囲の目を気にして支援を求めないことで 

周囲からも気づきにくく、適切な支援に結び付かないことがあります。 

このようなことから、地域や社会からの孤立を防ぎ、助けてほしい時に「助 

けて」といえる身近な相談窓口を充実させることと、同じような悩みを持つ人 

同士が知りあい、お互いに相談しあえる仲間づくりが必要です。 

    一方、経済的な貧困に限らず、「病院の受診をする時間がない。」「仕事が忙 

しく子どもと過ごす時間が少ない。」という状況から、家庭で家族がゆとりを

持って子どもに接する時間を確保するなど、安定した子育てができるより良い

家庭環境づくりや地域で子育てを応援するための仕組みづくりも必要です。 

    また、多くの子どもたちの一番落ち着く場所は、「自分の家」や「祖父母の 

家」などが挙がっていますが、地域の中での居場所があれば行きたいと思って

いる子どもも半数を占めている状況があることから、地域の人たちとの関わり

により、子どもたちが参加し学べる機会を持つことが必要とされています。 
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第３章 今後の取組み 

本市の子どもたちが夢と希望をもって成長していける社会の実現をめざし、子ど

もの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないよう、また貧困が

世代を超えて連鎖することのないよう、必要な成育環境の整備と教育の機会均等を

図り、子どもの貧困対策を総合的に推進するための体制を構築します。 

支援の方針として、子どもの貧困対策に関する大綱の重点施策を踏まえ、「教育の

支援」「生活の支援」「保護者に対する就労の支援」「経済的支援」の４つの柱に基づ

き各種支援策を推進するとともに、複合的な課題の解決に向けて「多分野が連携す

る包括的な支援」をあわせた取組みを推進します 。 

 

１ 教育の支援 

家庭の経済状況に関わらず、すべての子どもが能力・可能性を最大限発揮し、そ

れぞれの夢に挑戦できるよう、成長段階に応じたきめ細かな学習指導や学習機会の

提供を行い、充実した学びの支援を推進します。 

  ① 幼児教育・保育に係る無償化等の経済的負担の軽減及び幼児教育・保育の質

の向上 

  ② スクールソーシャルワーカー配置による学校と福祉部門との連携 

  ③ 教育カウンセリング事業（スクールカウンセラー配置 等） 

  ④ 就学援助事業等の実施 

  ⑤ 奨学金の給付 

  ⑥ 隣保館による子どもの居場所づくり事業 

  ⑦ 生活保護制度による教育扶助・生業扶助（高等学校等就学費） 

 

２ 生活の支援 

貧困にあえぐ世帯が日常生活において心理的・社会的に孤立してしまうことで、

一層困難な状況に陥らないよう、関係団体・機関との連携のもと早期に発見に努め

るとともに、支援が必要な人に制度を確実につなげることで生活面での支援を推進

します。 

  ① 子育て包括支援センターによる妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない相

談支援に伴う困窮家庭の早期把握、早期支援 

  ② 子育てピアサポーター33による相談支援 

  ③ スクールソーシャルワーカー等と連携した家庭児童相談事業の実施 

  ④ 市内社会福祉法人等による身近な地域の相談窓口（よろずおせっかい相談所） 

  ⑤ 地域住民や地域団体による「地域食堂・こども食堂」や学びの場 

  ⑥ 子ども・若者サポートセンターによる相談支援や各種セミナーの開催  

                                        
33 子育てピアサポーター：子育て世代に寄り添い、同じ目線で気軽に相談できる仲間として、市が委嘱している

サポーターのこと。 
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３ 保護者に対する就労の支援 

すべての子どもが心豊かな生活を送れるよう、それぞれの家庭の状況に応じた就

労に関する支援を行い、生活の基盤を安定的に確保します。 

  ① ひとり親の就労支援 

    （高等職業訓練促進給付金事業、自立支援教育訓練給付金事業 等） 

  ② 親の学びなおしの支援 

    （ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業） 

  ③ 生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支援、就労支援、住居確保給付金事業 

  ④ ハローワーク、ワークサポートたんばと連携した就労支援 

   

４ 経済的支援 

子育てに係る経済的負担を軽減するとともに、経済的支援が必要な世帯の生活を

下支えすることで適切な養育環境を確保します。 

  ① 各種手当の支給（児童手当、児童扶養手当 等） 

  ② 医療費の助成（乳幼児等・こども医療費、母子家庭等医療費 等） 

   

５ 多分野が連携する包括的な支援 

幅広い分野での取組みを総合的に進めていくため、児童福祉、母子保健、教育等

の関係機関や地域が連携した包括的・一元的な支援体制を整備するとともに、対応

する相談機能等の充実を図ります。 

① 庁内関係課による連携体制の構築 

② 要保護児童対策地域協議会（たんば子ども安心ネット）との連携 

  ③ 民生委員・児童委員、自治協議会等地域の団体等とのネットワークづくり 

   

 

コラム こども食堂 

どんぐり食堂は子どもも大人も誰でも

集まれる場です。みんなでご飯を食べて、

遊んだりおしゃべりしたり。 家庭と地域

がつながって、みんなで子どもを見守る場

です。移動式の食堂で丹波市内を巡回して

います。(丹波市市民プラザ HPより抜粋)。 

   

【丹波どんぐり食堂の様子】 
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第４部 丹波市社会福祉協議会地域福祉推進計画 
 

第１章 計画の基本的な考え方 

１ 計画策定の背景と趣旨 

丹波市社協は、地域福祉を推進する役割を担う組織であり、住民と行政機関等と

の橋渡しや、住民参画による地域福祉の向上に取り組んでいます。 

平成27年(2015年)11月には、丹波市が作成する「地域福祉計画」と、丹波市社協

が実践的な活動計画として作成する「地域福祉推進計画」を一体化した「丹波市地

域福祉活動促進計画」を策定しました。 

現行計画は、令和２年度(2020年度)が計画の最終年度となっています。現行計画

における丹波市社協の役割の成果や課題を分析し、住民参画による地域福祉の向上

をより充実するため、「第４次丹波市社会福祉協議会地域福祉推進計画」（以下「社

協計画」という。）を新たに策定するものです。 

 

 

２ 計画の位置づけ 

社協計画は、住民参画による地域福祉の推進を支援するための計画であり、丹波

市社協がどのような支援を行うのかを示す行動指針に位置づけられます。 

 

 

３ 社協計画の期間 

本計画の計画期間は丹波市地域福祉計画と連携し推進することから、丹波市地域

福祉計画にあわせ、令和３年度(2021年度)から令和７年度(2025年度)までの５か年

とします。 

また、丹波市の計画のほか、今後の社会情勢の変化により計画内容の見直しの必

要性が生じた場合には、適宜内容の改定を行います。 

 

 

４ 社協計画の策定体制 

令和元年度(2019年度)に、丹波市地域福祉計画を策定するため丹波市地域福祉計

画推進協議会が設置されました。丹波市地域福祉計画の策定協議とあわせて社協計

画を策定するため、市計画策定委員と、別に丹波市社協で選考した委員により構成

される「地域福祉推進部会」において、丹波市社協内で協議してきた内容を具体化

していくために審議を重ねました。  
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第２章 これまでの取組みの成果と今後の課題 

１ 現行計画（第２次地域福祉活動促進計画）の成果と課題 

平成27年(2015年)11月に策定した第２次地域福祉活動促進計画に基づく丹波市

社協の取組みの成果と課題を整理すると次のとおりです。 

 

基本 

目標 
推進方策 

推進方策の達成状況 

【成果】達成できたところ 【課題】未達成なところ 

基
本
目
標
１ 
認
め
あ
う 

①相互理解の推進 

 平成30年度(2018年度)よ

り、支所の体制を３名とした

ことで、それまでより地域へ

出向きやすいメリットが出て

きています。このことは各事

業の充実に表れています。 

 対応事業としては、完全で

はないものの一定の成果が達

成できていると考えます。 

 地域の福祉団体や事業者等

と連携して、当事者や専門職

とともに住民に対し啓発等を

行う体制は現状としてあまり

とれていないと感じていま

す。 

 多様性を受け入れる体制づ

くりのために、多様な団体、事

業所等と一緒に取り組んでい

く方向性は今後必要となりま

す。 

②福祉教育の推進 

 本市では各小中学校の授業

でカリキュラムとして福祉学

習が行われており、当会の助

成金や体験用具を有効に活用

し外部講師も呼んで実施され

ています。 

 ファミリーサポートセン

ターでは交流会・講習会にお

いて若い親子の絆を深める取

組みを実施しています。 

 これらを通じ、心のバリア

フリーの醸成を進めることで

一定の成果が達成できたと考

えます。 

 地域においては、サロンな

ど集いの場が増えてきていま

す。地域によってはサロンの

プログラムに福祉学習などを

取り入れられているところが

ありますが、そうでないとこ

ろも多いです。 

 当会としては地域に出向

き、積極的に集いの場に入っ

ていく必要があります。 

③ユニバーサルデ

ザインのまちづ

くりの推進 

 推進方策の取組みとして、

「移動・交通手段の充実」項目

があり、おでかけサポートを

対応事業としています。 

 市と連携を取りながら長き

にわたり、高齢者、障がいのあ

る方等の外出を支えていま

す。 

 

④権利擁護の推進 

 包括支援センターやケアマ
ネジャー等により、日常生活
自立支援事業の啓発および利
用につながる相談が増えてき
ました。 

 市内の相談支援機関との横

の連携がなく、必要な人に必

要な支援ができていない可能

性があります。 
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基本 

目標 
推進方策 

推進方策の達成状況 

【成果】達成できたところ 【課題】未達成なところ 

基
本
目
標
２ 

支
え
あ
う 

①地域福祉のネッ

トワークづくり 

 地域福祉のネットワークづ

くりについては、平成28年度

(2016年度)に受託した生活支

援体制整備事業がその役割を

担っています。 

 少しずつではありますが、

地域住民の福祉意識を高める

取組みを行い、これからの超

高齢社会、人口減少社会に対

応できる地域づくりを推進し

ています。 

 これからの社会についての

影響、あるいは役割分担につ

いて、自治会レベルでの啓発

をもっと進めなければなりま

せん。 

②地域福祉活動の

人材の確保、育

成の強化 

 近年の事業計画の重点推進

項目に「地域の担い手づくり」

を入れ、推進してきました。ボ

ランティア養成講座で重点的

に養成を行っています。 

 サマーボランティア体験教

室やくらし応援隊養成講座を

含め、幅広い世代が参加しや

すい環境づくりを整えていま

す。 

 対象世代別にボランティア

養成講座の開催日や時間を変

えたり、人が参加しやすい工

夫はさらに必要です。さらな

る啓発と、活動環境の整備が

必要です。 

③各種団体との情

報交換や連携の

強化 

 現在、地域支えあい推進員

がコーディネーターの役割を

担い、「支えあい推進会議」の

設置を通じて連携の強化を図

ることができています。 

 令和２年度(2020年度)での

受託終了後の支所体制整備を

継続して進めていく必要があ

ります。 

④利用者本位の

サービス提供 

 サービス利用対象者を見つ

ける地域での相談体制につい

ては、地域包括支援センター、

在宅介護支援センター、相談

支援事業所、ケアマネ事業所

等の充実により以前より内容

を共有しやすくなっていま

す。 

 

⑤生活困窮者や就

職困難者に対す

る自立支援 

 小口の生活支援貸付制度や

物品援助事業は本市にはな

く、当会のみであり、相談運営

上解決手段としてよく使われ

ています。  

対象となる方に寄り添った

支援は長期支援になるうえ、

支援員も限られた人数で運営

していくことになるため、包

括的な相談支援体制を整える

には、市全体での取組みが必

要になります。 
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基本 

目標 
推進方策 

推進方策の達成状況 

【成果】達成できたところ 【課題】未達成なところ 

基
本
目
標
３ 

つ
な
が
る 

①防災・減災など

安心した地域づ

くりの推進 

 被災規模に応じ、本市と協

議の上災害ボランティアセン

ターを平成26年(2014年)と平

成30年(2018年)の２回開設

し、災害ボランティアのお世

話になりながら生活の復旧に

向けた業務を行いました。 

 災害ボランティアセンター

の運営方法や備品の補充、マ

ニュアルの改訂をその都度行

い、次の災害に備えました。 

地域の要配慮者は最終的に

は事業所等が面倒を見ること

になっても、避難準備段階で

は地域の力を借りないと状況

把握できにくく、また、避難所

での一定の配慮も必要になり

ます。 

 万一に備え、その人にあっ

た計画を基に役割分担をきっ

ちりと行っておくことが必要

です。 

②地域ぐるみの健

康づくりの推進 

 本市が進めるいきいき百歳

体操の開催箇所を増やすた

め、当会で体操に必要な備品

購入費を助成し、その結果開

催ヵ所数が大幅に増加しまし

た。また、地域のサロンにも運

営費助成やプログラム支援を

行い、集いの場の整備を行い

ました。 

 

③丹波市ボラン

ティア・市民活

動センターの充

実・強化 

 当会本所・各支所において

既存ボランティアグループへ

の対応、ニーズマッチング等

を日常業務として行っていま

す。 

 平成30年度(2018年度)に運

営委員会の刷新を行い、ＮＰ

Ｏや企業、学校等の意見を幅

広く聴いて協議できるよう体

制整備を行いました。 

 

④市民の活動拠点

の整備 

 第２層「支えあい推進会議」

の設置により、話しあいの場

は自治協の建物で実施されて

おり、市民に身近な活動拠点

となっています。 

 

 

地区へのよろずおせっかい

相談所の設置は、市民の声を

いち早く受け止められる場と

なりますが、設置は地域住民

が納得したうえでのこととな

るため、体制整備事業とあわ

せて理解を得る必要がありま

す。 

⑤虐待防止への取

組みの推進 

  個人宅に出入りするヘル

パーやケアマネジャーなど、

当会が受け持つ事業所職員は

高齢者虐待の早期発見、ファ

ミリーサポートセンターでは

虐待に関する研修などを行

い、近隣の家庭の見守りがで

きるかと思われますが、この

分野について意識的な取組み

を行えていません。 
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２ 丹波市社協が抱える問題点と課題 

 

地域福祉をめぐる情勢 

少子高齢化・人口減少社会の到来により、丹波市においても高齢者の急増と現役

世代の急減が進み、高齢者単身世帯、高齢夫婦世帯ともに年々増加しており、要介

護認定者も増加しています。高齢者やＤＶ・児童に関する相談件数が増加する中、

「隣近所との交流が少ない」、「世代間の交流が少ない」といった意見もありますが、

「地域の行事や活動が多すぎる」、「隣近所の人にできる手助けや協力は特にない」

とした人が最も多くなっています。こうした地域社会の中にあっても、様々な問題

解決に向け「互助」「共助」の意識を高める施策の展開が求められています。また平

成26年(2014年)、平成30年(2018年)には豪雨災害が発生し、高齢者や障がいのある

人、子どもなど、社会的に弱い立場にある人びとに特に大きな不安をもたらしてい

ます。誰もが時には支えられ、時には支える力を発揮できる住民参加の支えあいの

社会をつくることが課題となっています。 

このような状況のもと、丹波市社協が担う事業や業務の現状を振り返り、統計

データやアンケート調査を参考にしながら、問題点や課題について次のとおりまと

めました。 

 

◆地域福祉を進める上での問題点と課題 

（１）丹波市社協の位置づけ 

アンケート調査において、丹波市社協の「名前を知っているが、役割は知らな

い」や「設置されていることを知らない」と答えた人が、約 65％あります。また、

赤い羽根共同募金、福祉バザー、心配ごと相談、広報紙『ふくしほっと通信』、無

料法律相談などは多くの方に知られていますが、地域福祉推進支援事業（自治協

議会などの取組みの支援）や出張教室（福祉に係る講演や認知症予防ゲームなど

の出張開催）、ふだんのくらしサポートセンターの運営などは知名度が低く、住民

参画による地域福祉を推進する組織としての丹波市社協の役割や機能が住民に

は十分伝わっていない様子がうかがえます。 

今後は今まで以上に地域に出向き、個人や地域の課題を把握し、解決に向け一

緒に考えていくことで丹波市社協の役割や機能についての理解度を上げていく

必要があります。 

 

（２）生活支援体制の整備 

ひとり暮らし高齢者や生活支援を必要とする方の増加など、要支援状態となっ

ても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、地域の生活

支援体制の整備が急務となっています。 

丹波市社協では、自治会や個々人など多様な主体が提供する様々な生活支援を

利用できるような地域づくりを進めるにあたり、平成28年度(2016年度)から生活

支援コーディネーターを３名配置し、地域資源のネットワーク化や、若者だけで
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なく元気な高齢者も生活支援の担い手として位置づけ、社会参加を促す取組みを

自治協議会等を中心に推進しています。また生活支援の担い手である「くらし応

援隊」の養成等や相談業務を進めています。 

地域福祉を充実するために優先的に取り組むべきこととしては、アンケート調

査でも「高齢者・障がい者などの介護や生活支援」を挙げる住民が多くなってい

ます。しかし、福祉に関心を持つ住民の割合をみると、「関心がない」や「どちら

ともいえない」が半数近くを占めており、福祉への関心や人付きあいの希薄化し

た社会の意識改革は簡単ではなく、事業推進に時間を要しているのが現状です。 

今後も自治協議会等への支援を行い、ともに連携しながら、地道ではあります

が地域住民に地域共生社会の必要性について十分理解をしていただき、お互いに

支えあえる体制づくりを継続していくことが必要です。 

 

（３）生活困窮者への支援 

長期的な景気低迷等の影響を受け、失業、疾病の罹患など突発的な困難が生じ

たことにより社会から孤立したり、さらにコロナ禍などにより収入の減少や経済

的に困窮する人が増加しており、明日の食料も無いなどといった深刻な生活困窮

状態に陥ってしまった人も見受けられます。 

また、経済的課題だけでなく、本人の状況に応じてできる限り幅広い課題に対

する支援の実施、更に生活困窮者がＳＯＳと言える環境整備と、早期の状況把握

や見守りのための地域ネットワークの構築、社会資源の掘り起こしなど、住民が

「相互に支えあう」地域づくりが重要になっています。 

丹波市の福祉総合相談窓口を中心に、各専門機関等が連携して情報を共有し、

適切な支援を行っていくことが必要です。 

 

 

◆丹波市社協の運営上の問題点と課題 

（１）職員の確保・育成 

介護人材不足が全国的な問題となっている状況において、丹波市社協では若い

職員の新規採用が長期に渡って途絶えており、介護事業に従事する職員の高齢化

が進み、円滑な世代交代ができていません。今後、サービスの質を確保しながら

事業継続ができるのか先行き不透明となっています。また、職員の資質の向上に

おいては職員の多くが臨時職員であり、全職員を対象とした研修や自己研鑽の積

極的な取組みが難しいのが現状です。 

求職者から選ばれる魅力ある組織となるため、働きやすい職場づくりや個々の

能力を伸ばす研修、フォロー体制の充実を図る必要があります。また、地域支援

担当職員にあっては地域に出向き、住民とともに課題解決を図る過程の中で学び、

成長していくことが重要です。 
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（２）財源の確保 

丹波市社協は、住民主体の社協活動であることを基本としつつ、地域福祉事業

の推進のため、主たる事業として介護福祉サービス事業を実施し、その収益を地

域福祉事業に還元する運営形態を執っており、積極的に様々な社会福祉事業を展

開しております。その事業規模は、市町規模に比して県下でも上位にあると自負

しています。 

その介護福祉サービス事業においては、極力職員数を増やさずに認知症加算や

リハビリ加算などの取得によるサービスの向上を図ることで、介護報酬を増加す

る取組みを行ってきました。一方、大幅な赤字経営が長期に渡っている認知症対

応型通所介護事業所は一定の役割を終えたことから事業廃止を行うなど経営努

力的な取組みを模索しましたが、一部の事業所では赤字運営が続いています。 

これには様々な要因がありますが、通所介護事業は、稼働率が低いためにサー

ビス活動収益が人件費に見あう水準となっていないことが影響していると考え

られます。また、訪問入浴介護事業は、住民はもちろん市内の他事業所からのニー

ズは高いものの、対象者が限定的であることや現行の介護報酬では採算が取れな

いなどが要因で、住民のニーズや近隣の競合事業所の状況を踏まえて、事業実施

体制の見直しが急務となっています。 

市の有償貸付施設である東部及び西部デイサービスセンターは、施設や設備の

老朽化により修繕が必要になっており、今後はさらに多額の費用負担が発生する

ものと見込まれます。また、指定管理者として福祉センターの管理運営をしてい

る本所や支所についても、施設の老朽化などにより維持管理経費の捻出に苦慮し

ています。さらに、将来的に支所等が移転する場合は新たな拠点を模索する必要

があり、財源確保を含め大きな課題となっています。 

社協会費や共同募金については、社協の自主財源として貴重なものであり、無

料法律相談等の個別支援事業、ふれあい・いきいきサロン助成や地域福祉推進支

援事業など地域福祉活動への支援などに主に充当されています。 

しかし、社会情勢の激変などにより会費や共同募金、寄附金などの収入減少が

続いており、従前の地域福祉推進方策の見直しが必要になっています。また、国

の指導に基づき平成29年度(2017年度)から「社会福祉充実計画（3.1億円を10年間

で地域福祉に使う計画）」により事業を実施してきましたが、採算の悪化した介護

福祉サービス事業の補填など、当初の想定以上に資産が減少する状況となってお

り、このまま推移すれば、４年間で社会福祉充実計画に充てる財源が枯渇し、計

画終了となる見込みです。 

今後は、地域福祉事業の内容精査などにより注力すべき事業の優先順位を設け

ると共に、地域福祉事業へ還元できる自主財源の確保のため、新たな収益事業の

展開を模索する必要に迫られています。 

  



第４部 丹波市社会福祉協議会地域福祉推進計画 

88 

第３章 今後の取組み 

１ 行動目標 

誰もが住み慣れた地域で安心して生活するためには、福祉サービス（公助）とと

もに、住民の参加・参画（互助・共助）による地域の福祉力の向上が必要です。 

個々の住民の考え方や生活様式が多様化している中、それぞれの価値観が尊重さ

れ、その人らしく生きるためには、お互いを認めあう気持ちが根底にあることが大

切です。まずは、 

・高齢者や子育て世帯 

・障がいのある方 

・生活困窮 

・生きづらさや生活のしづらさを抱えた人 

・だれにも相談できないで孤立している人 

・いくつもの課題を抱えた人や世帯 

など、これらの福祉課題を抱える人や世帯も地域の仲間であり、我が事のように関

心を持ち、「気づくこと」からはじめます。 

みんなが幸せな社会を築くためには、地域住民、市、関係機関が支えあい、助け

あいの大切さを理解し、課題解決に向けて住民のできることとして支えあい、助け

あいを「はじめる」ことを進めます。 

その上で、住民が積極的に地域福祉の活動に参加、協力し継続する「つながり続

けるまち」をめざします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●計画の行動目標● 

①気づく ～お互いの存在を認めあおう～ 

・お互いを知り、地域生活課題や取組みを知る。そして自分にできることを考える 

・社協は地域に出向き、地域での課題を知る 

②はじめる ～地域での支えあい・助けあいを進めよう～ 

・住民みんなが参加する、交流する、住民同士で企画する 

・社協は交流するきっかけや場づくり、地域での担い手づくりのお手伝いをする 

 

③つながる ～頼ったり頼られたりが当たり前の地域にしよう～ 

・地域生活課題の解決に向け、新たな活動をはじめたり、仕組みをつくる 

・社協はチーム体制づくりを行い、ネットワークづくりを支援する 
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２ 取組みについての考え方 

人々のライフスタイルが多様化している中、地域の中で「気になる（＝支援が必

要な）人」がいても、近所づきあいがないために声をかけられなかったり、うまく

支援につなげられなかったりすることが問題となっています。また、支援を必要と

している側も、どこに発信すればよいのかわからず、一人で抱え込んでしまってい

る場合もあります。さらには、家族と同居していても孤立している人もいます。 

このように、人々が抱える地域福祉に関する問題が多様化、複雑化、潜在化して

おり、行政や専門機関による支援のほかに、地域における問題解決力（地域福祉力）

の向上が求められています。 

地域福祉を進めるにあたって、一般的には社会福祉協議会は直接サービスを提供

するのではなく、制度だけでは解決できない地域の生活課題に対して、地域住民が

主体的に参画して課題解決できるような支援やきっかけづくりをしています。言い

換えれば、社会福祉協議会は、地域住民の課題解決行動のために必要な土台となる

環境（プラットホーム）づくりを行い、住民の問題解決力を高めるとともに誰もが

住みやすくするための地域福祉活動を促進する役割を担っています。 

そこで、地域福祉に関する問題の解決に向け、行動目標である「気づく」「はじめ

る」「つながる」に基づき、「地域住民」、「地域全体」「丹波市社協」という３つの視

点で、それぞれの役割分担のもと具体的に取組み続けることとします。 

 

取組みを進めるにあたり、社協が行う具体的な活動内容については、次の項目を

単年度事業計画で示していきます。 

  ①アウトリーチの徹底 

地域に出向き、制度のはざまや支援につながりにくい課題を発見し、問題解決

に向けた事業展開を行うとともに、関係機関等とのネットワークをつくります。 

 

  ②地域づくりのための活動基盤整備 

住民が地域福祉について関心を持ち、福祉活動に参加できる環境をつくります。

「地域支えあい推進会議」を基盤に、住民主体の福祉活動を拡げます。 

 

  ③相談・支援体制の強化 

住民からの相談を断らず受け止め、部門間連携の強化を図ります。また、地域

の実情や高齢者等の実態によって、サービスや活動の開発・拡充を図ります。 

 

  ④行政とのパートナーシップ 

互いに顔の見える関係をつくり、担当部門を越えた関係職員間で定期的な情報

交換の場づくりを行います。  
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行動目標① 気づく ～お互いの存在を認めあおう～ 

 【それぞれの役割】 

地域住民 地域全体 

●気になる人を見つけよう・声をかけよう ●人権など身近な話題の研修を開催しよう 

 近所の人の様子が普段と違ったり、元気が
なかったりしていませんか？ 
 積極的に声かけしてお話してみましょう。 

 人権、認知症、介護保険など、生活に身
近な話題の研修を自治会や地区の事業計
画に組み入れていきましょう。 

●サロンや研修会等に積極的に参加しよう ●個人情報を適切に管理しよう 

 地元で開催されているサロンの様子を
見たことがありますか？ 

 自治会や地区の中で、個人情報を適切に
管理できるルールをつくりましょう。 

●近所づきあいを活発にしよう ●地域の中で相談窓口をつくろう 

 お互いに顔を見せあう機会を意識して
作りましょう。 

 個人の生活の困りごとを気軽に相談で
き、解決へ導けるような仕組みを自治会や
地区の中でつくりましょう。 

●おせっかい焼きな人になろう ●民生委員活動をみんなで支えよう 

 みんなを巻き込んで、複数の人に声をか
けてみんなでおせっかいを焼こう！ 

 民生委員さんの名前と、その仕事を知っ
ていますか？民生委員の仕事を理解し、サ
ポートしていきましょう。 

●住んでいる地域の５年後、10年後を考え
よう 

  

 どこでも高齢化と人口減少が進んでき
ます。地域の未来をみんなで考えていきま
しょう。 

  

丹波市社協 

●【拡充】地域に出向き個人や地域の課題の共有 

社協職員が、地域住民や団体等の困りごとなどをお伺いし、解決に向けて一緒に考え

ます。 

●【継続】出張福祉教室等研修事業を通じた啓発 

地域に出向き、様々な話題を提供し一緒に考えます。 

●【継続】研修会の開催支援 

研修会開催の計画立案の段階から一緒に考え、支援します。 

●【継続】民生委員と協働した相談支援体制強化 

生活困窮者などの住民の立場に立った相談・支援者である民生委員とともに、地域の

中で相談に乗り、解決に向けて一緒に動きます。 
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行動目標② はじめる ～地域での支えあい・助けあいを進めよう～ 

 【それぞれの役割】 

地域住民 地域全体 

●井戸端会議をしよう ●井戸端会議ができる場所を提供しよう 

 地域の中で情報収集・共有ができる交流

の場です。個人情報と人権、三密に気をつ

けながら井戸端会議をしましょう。 

井戸端会議の大切さを共有し、ひさしのあ

る倉庫の軒先や個人宅の外スペースなど、

ちょっといすを置いて地域の方がお話し

できるような場所の整備をしましょう。 

●自分の趣味や特技を地域で活かそう ●みんなが集まれる居場所をつくろう 

 あなたが仕事や趣味で培われた特技は、

困っている人を助ける武器にもなりえま

す。 

 サロンまではいかなくても、短時間お

しゃべりができる場所をたくさん作りま

しょう。 

●ご近所との交流をより深めよう ●気になる人に地域で関わろう 

 高齢化が進んでいる今こそ、ご近所で意

識して交流する機会を持ちましょう。 

 サロンやいきいき百歳体操に参加しに

くい男性が参加しやすくする工夫や、独居

高齢者の見守りを地域を挙げて行うなど、

子どもも含めた地域で考えていきましょ

う。 

●防災意識を高めよう ●地域での話しあいの場をつくろう 

 家庭での備えはもちろんのこと、ご近所

で災害が起きそうな場所をあらかじめ

チェックしておき、避難経路を確保してお

きましょう。 

 地域で福祉や災害についての勉強会や、

地域の中で心配な方への対応などを話し

あうことのできる場をつくりましょう。 

●地域の行事や活動に積極的に参加しよう ●住民が主体となり地域参加を進めよう 

 参加することで活動を盛り上げ、地域が

活性化します。どんどん参加しましょう。 

 地域の立地や社会資源はさまざまです。

それに伴い発生する生活課題をみんなで

認識し、解決に向け動いていきましょう。 

●地域の福祉学習に参加しよう ●研修会や講座をはじめよう 

 市や丹波市社協等が実施する講座等に

積極的に参加し、地域での支えあいやこれ

からの地域づくりについて考えてみま

しょう。 

 市や丹波市社協等が実施する講座等に

積極的に参加し、地域での支えあいやこれ

からの地域づくりについて考えてみま

しょう。 

 
●地域で福祉学習会やボランティア講座

を開いてみよう 

 

 福祉委員が主体となり、自治会の事業計

画の中に組み込んで企画し、丹波市社協と

いっしょに開催してみましょう。 
 ●援護が必要な人をみんなで把握しよう 

   近所（同じ隣保）に災害時の要援護者と

なる方が住んでいるか確認しておきま

しょう。 
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 【それぞれの役割】 

地域住民 地域全体 

 ●災害時の支援活動を地域で決めておこう 

  どこで災害が起こったか、負傷した人は

いないか即時に連絡がとれる体制をつく

り、自治会や地区で支援活動の内容や順序

を確認しておきましょう。 

丹波市社協 

●【継続】コミュニティカフェやサロン等交流の場の運営支援 

・コミュニティカフェ立ち上げの運営支援を行います。 

・サロン開催支援を継続して行います。 

●【新規】居場所マップづくりの支援（地区単位） 

自治会のどこに居場所（おしゃべりできる場所）があるのかをマップとすることで、

客観的に把握することができます。 

●【継続】住民の支えあい活動の運営支援 

支えあい活動の必要性や活動内容、方法などを地域住民の方と一緒に考えます。 

●【継続】第２層（地区）支えあい推進会議設置・運営支援 

地区に設置される支えあい推進会議の円滑な運営を支援します。 

●【拡充】福祉委員の役割強化 

地域の支えあいが進むよう、自治会単位で委嘱されている福祉委員の活動を充実しま

す。 

●【新規】福祉大会の開催 

情報提供・啓発の場となる福祉大会を毎年開催し、地域の様々な取組みを啓発してい

きます。 

●【継続】ボランティアの支援・養成 

・地域や個別支援の実情から、様々なボランティア講座を計画します。 

・趣味や特技を生かした活動ができるよう支援します。 

●【継続】ボランティア情報の発信と講座の開催 

「こんな活動をしてほしい」という需要を積極的に募集し、ボランティア活動につな

げます。 

●【新規】研修・講座動画の制作・活用及び参加型研修の実施 

・研修やボランティア講座などをネット経由で気軽に見られる動画を制作します。 

・助けあい体験ゲームなど参加型の研修を開催していきます。  
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コラム サロン 

喜多いきいきサロン 

毎回ボランティアさんが手作りの料理を振る舞い、コロナ禍ではお弁当を配達され喜多

地区の高齢者が孤独にならないよう取り組んでいます。 

食事の後には囲碁ボールなどレクリエーションで遊んだり、講師を招いたりしています。 

 

【サロンの様子】 

 

もみじサロン 

もみじサロン（青垣町桧倉）は、子どもから高齢者まで、にぎやかな楽しい１日を過ご

しています。季節にあわせた行事（七夕・クリスマス等）を行うことで多世代の間でつな

がりが生まれています。 

 

【サロンの様子】 
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行動目標③ つながる ～頼ったり頼られたりが当たり前の地域にしよう～ 

 【それぞれの役割】 

地域住民 地域全体 

●趣味や好きなことを介して地域とつながろう ●地元の社会福祉法人に相談しよう 

 家族や友人らと一緒に参加し、友人をつ

くりましょう。 

 社会福祉施設や認定こども園など、社会

福祉法人の建物や設備、人材を活用して地

域の課題解決に取り組みましょう。 

●情報を幅広く集めよう ●地域の行事を企業や団体と連携して行おう 

 地域や世間の状況に常にアンテナを立

て、様々な情報を集めましょう。 

 地元の企業や団体、社会福祉法人に声を

かけ、地域の行事に協力してもらい一緒に

連携して実施しましょう。 

  ●地域の情報を発信し情報交換しよう 

   他地域の人々はあなたの地域の取組み

を知りたいと思っています。広報紙やホー

ムページなどで、あなたの地域情報を積極

的に発信していきましょう。 

丹波市社協 

●【拡充】地域住民と専門職の連携を深める 

 丹波市社協が仲介役となりコーディネートを行い、福祉専門職が身近な地域の中に入

れるようにします。 

●【新規】多職種が連携した専門チームの体制づくり 

地域での福祉学習や話しあいの場にチームで参加することで知識の幅が増えたり課

題の共有が図れます。丹波市社協が中心となってチーム体制づくりを進めます。 

●【新規】企業等と協働した新たな福祉サービスの検討 

いろいろな事業所が少しずつ役割分担し、協力することでより価値のあるサービスを

考えることができます。丹波市社協が仲介役となり必要な事業所の協力を得ながら、

新たなサービスの検討を行います。  
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３ 行動目標がめざす姿 

丹波市社協は、これらの行動目標の実現に取り組むことによって、以下のような

丹波市の姿をめざします。 

 

●全ての人が助ける側・助けてもらう側と分け隔てせず、お互いを尊重しあい、

笑顔で思いやり助けあう地域の中で、心地よい生活を送っています。 

●地域は自らの課題解決に向けて助けあい、解決に導ける地域になっています。  

●丹波市社協は、地域の中にあって地域と地域住民をサポートする役割を行っ

ています。 

●丹波市は、10年20年先を見て、住民が笑顔で幸せに暮らし続けるための体制

をつくり、関係団体との役割分担のなかで地域をサポートしています。  

●人口減少が進んでいく中にあっても人権が尊重され、規模的にはコンパクト

ながら生活上の幸せを感じられるまちになっています。 

 

４ 計画の進行管理 

本計画の進行管理については、「丹波市地域福祉計画」と一体的に行い、「丹波市

社会福祉協議会地域福祉推進計画評価・検証委員会」において、計画及び施策の進

捗状況等について、本計画の推進に関する評価・検証を行います。 
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資料編        

 

１ 諮問書 
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２ 答申書 

 

令和３年３月４日 

丹波市長  林  時彦 様 

 

丹波市地域福祉計画推進協議会 

会長  

 

第３期丹波市地域福祉計画の策定について（答申） 

 

  令和２年２月 14 日付諮問第 15 号で諮問のありました第３期丹波市地域福祉計画の策定

について、当協議会において慎重に審議を重ねた結果、別冊第３期丹波市地域福祉計画（案）

のとおり答申いたします。 

  なお、本計画の進捗にあたっては、協議会の意見に十分配慮され、市民がお互いに支え

あい、一人ひとりが主体となって、集い・支えあい暮らし続けられるとともに、誰ひとり

孤立することのない地域共生社会の実現に、着実に取り組まれるよう期待いたします。 
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３ 丹波市地域福祉計画推進協議会設置条例 

平成30年12月25日 

条例第62号 

（設置） 

第１条 社会福祉法（昭和26年法律第45号。以下「法」という。）第107条第１項に規定す

る地域福祉計画の策定及び円滑な実施の推進を図るため、丹波市地域福祉計画推進協議会

（以下「協議会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について、必要な調査及び審議を行

い、答申するものとする。 

(１) 地域福祉計画の策定及び変更に関すること。 

(２) 地域福祉計画に基づく諸施策の進捗管理に関すること。 

(３) その他市長が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 協議会は、委員20人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(１) 識見を有する者 

(２) 関係行政機関の代表者 

(３) 福祉団体等の代表者 

(４) 地域住民の関係者 

(５) 公募による市民 

(６) その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は３年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長各１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選によりこれを定める。 

３ 会長は、会務を総括し、協議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は欠けたときは、その職務を代理す

る。 

５ 会長及び副会長の任期は、委員の任期とする。ただし、再任を妨げない。 

（会議） 

第６条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ、これを開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

４ 議長は、会議において必要があると認めるときは、委員以外の者を出席させ、意見を聴

き、又は必要な書類の提出及び説明を求めることができる。 
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（部会） 

第７条 協議会は、必要に応じて部会を置くことができる。 

２ 部会の名称及び部会に属すべき委員は、会長が定める。 

３ 部会に部会長を置き、部会長は部会に属する委員の互選によって定める。 

４ 部会長は、部会の事務を掌握し、部会において調査審議した結果を協議会に報告しなけ

ればならない。 

５ 部会長は、部会において必要があるときは、委員以外の者を出席させ、意見を聴き、又

は必要な書類の提出及び説明を求めることができる。 

（守秘義務） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。また、その職を退いた後

も同様とする。 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は、福祉部において処理する。 

（その他） 

第10条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮

り、これを定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成31年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は公布の日から施行

する。 

（準備行為） 

２ 第３条第２項第５号に規定する公募の方法による委員の選任に関し必要な手続きは、こ

の条例の施行前においても行うことができる。 
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４ 丹波市地域福祉計画推進協議会 委員名簿 

【敬称略】 

区分 所属団体等名 氏名 

識見を有する者(条例

第 3 条第 2 項第 1 号) 

関西福祉大学（社会福祉学部） 谷口 泰司 

兵庫県司法書士会 松尾 信幸 

関係行政機関(条例第

3 条第 2 項第 2 号) 

丹波健康福祉事務所 逢坂 悟郎 

ハローワーク柏原 
藤井 直哉 （令和２年３月まで） 

山本 伸雄 （令和２年４月から） 

福祉団体等の代表者 

(条例第 3 条第 2 項第

3 号) 

丹波市民生委員児童委員連合会 開田  昇 

丹波市社会福祉協議会 長井 克己 

丹波市社会福祉法人連絡協議会 澤村 安由里 

みつみ生活サポートセンター 中川 優一 

丹波市身体障害者福祉協議会 森島 美幸 

丹波どんぐり食堂（移動式子ども食堂） 足立 美樹 

丹波市保育協会 
臼井 眞奈実（令和２年３月まで） 

山口 洋子 （令和２年４月から） 

丹波市老人クラブ連合会 
中辻  剛 （令和２年３月まで） 

堂本 喜代和（令和２年４月から） 

地域住民の関係者 

(条例第 3 条第 2 項第 4 号) 

丹波市自治会長会 大野 亮祐 

新井自治協議会 田中 義人 

公募による市民(条例

第 3 条第 2 項第 5 号) 

 八尾 由江 

余田 弘子 

その他市長が必要と

認める者(条例第 3 条

第 2 項第 6 号) 

丹波市人権・同和教育協議会 大西  誠 

丹波市学校長会（中央小学校） 西田 隆之 
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